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一 流 専 門 家 の 説 得

(社)日本建設業団体連合会

副会長 柳 晃

余談,雑 談,脱 線 したお しゃべ りといった ものは案外 長 く寿命 があ り,可 成 り昔の

ことで も強 く鮮明 な記 憶 として残 っている ものだ。最近全 集が出版 された故丸 山真男

教授 も座談 の名人 であった。座談や 講義用 ノー ト・メモ とい った類 まで刊行 されて い

る。

何か を改革 ・改善 しよ うとす るとき,歴 史や現実 を突 き詰めれば詰め るほ ど,そ れ

らの存在 にはそれな りに相 当な理 由があ り,か えって ど うして も現状維持 に走 り易

い。 陥 り易 いパ ラ ドックスの一つ だ。

専 門性 を尊べ ば,他 がみ えに くくな る日本文化 タ コツボ論。等々。

一流 のその道 を深 く極 めてい る人ほ ど
,ズ ブの素人に対 して も懇切丁 寧に トコ トン

よ く説明す る。専 門的な ことがわか らないこちら側 が恐縮 して しまうほ ど,労 力 をか

けて,喩 えや異分 野の事例 まで持 ち出 して一生懸命 説得 す る人は少 ないが,巡 り合 っ

た ときの幸 は非常 に大 きい ものだ。それ まで何 とな く軽 く扱 われ○○ されてい るので

はないか と僻 みがちであったこ とが恥 ずか し くな る。

私 の体験 をここでご披露 しよ う。全 く知 らなかった警察 に出向を命ぜ られた とき一

瞬戸惑 った。しか し,鑑 識課長や その道のプロたちが,写 真や文献 にその コピー等 を

次々に持 ち出 して来て,ど うにか私 自身の言葉で事柄 を解 説で きるよ うに して くれ

た。例 えば,毒 を科学 的に鑑定 して犯罪捜査 や裁判 に役立 てる活動 をす るのがその役

割であ ったが,本 当に頭が下 った。

原子力発 電一 つ とって も,一 流のエキスパー トが,一 般大衆や社会 に対 して,説 明

技術 の専 門家のア ドバ イスを得 なが ら,く り返 し くり返 し,基 本か ら専 門分 野 まで,

や さし く,懇 切丁寧に,ね ば り強 く対話に尽 力す るな らば,エ ネルギー開発 は今 とは

違 う道筋 を辿 るようになるのではないだ ろうか。(現 在 も努力 中であるこ とは十分認

めて いるが一)
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l21世 紀を迎えてのエネルギー ・環麟 略1
霧 幕
叢 藁…

ll佐 妹 宜 彦(難 議書源エネ繭)ll

霧 秋 山 守((財)エ ネルギー総合工学研究所理事長)馨
聯 轡
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は じ め に

秋山 佐々木審議官は,通 産省におかれて資

源エネルギー庁,工 業技術院,そ れから地方

の通産局等で,水 力,原 子力そして火力に至

るまで,幅 広 くエネルギー行政の中核 に係わ

るお仕事 にご尽力されてきたと伺 ってお りま

す。

とりわけ,資 源エネルギー庁 の原子力発

電安全管理課 の ときには原子力発電所の事

故防止のための 自主保安体制強化 の確 立,

また工業技術院調査課長の ときには技術開

発長期 ビジ ョンの策定,さ らに,資 源エネル

ギー庁発電課長 をお務 めの折 りには 「21世

紀発電技術懇談会」の企画開催 などと,多 岐

にわた り,ま たそれぞれの時期 に応 じた重

要 な施策の策定 に大 きなご功績 を挙げてこ

られ ました。

きょうは,こ のようなご経験をお持 ちの審

議官からいろいろな角度か らの貴重なお話が

お伺いできるものと大変期待 してお ります。
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原子力になお厳 しさを欠 く構造的体質

秋山 まず最初に,こ れまでのお仕事のご経

歴のなかか ら,特 に読者の方々にご紹介いた

だけるエピソー ドとか,お 仕事の上での思い

出などからお話 し願いたい と思います。

佐々木2つ だけ簡単に紹介させていただき

ます。

1っ は,エ ネ庁の原子力発電安全管理課の

課長 補佐 で した1979年 に,ア メリカのTMI

(ThreeMileIsland)原 子力発電所事故の処

理 の問題があり,1年 しまして,日 本原子力

発電の敦賀発電所の問題が起 りました。

これは,放 射性廃棄物処理施設のタンクか

らオーバーフロー した廃液が敦賀湾に生える

海草のほんだわらに蓄積 し,こ のほんだわら

を分析 した ところ,コ バル ト,マ ンガンが見

つかった というトラブルでありました。

原子力発電所 を運転管理 してい くうえで社

会的信頼の基礎 となる,技 術者モラルの確立

や法規制の遵守については,当 時,日 本原電

にいろいろな対策を求め,ま た,そ れを実施

させ ました。

それか ら約18年 経った昨年(1998年)に は,

原電工事(株)で 起こった使用済み燃料輸送用

キャスクの製造デー タ改ざん問題への対応に

迫まられ ましたが,奇 しくも日本原電の子会

社で発生 したことに,私 はある意味で因縁を

感 じるものがあります。

親会社のほ うは相当いろいろな対応 をし,

努力 もしてきたのですけれども,子 会社の原

電工事には,社 会的信頼 を得 るために,決 め

られたことは守 る,嘘 はつかない,ル ールに

不備があれば直すという基本がまだ不十分な

ままの構造的体質が,な お残 っていたのでは

ないか と極めて残念に思ってお ります。敦賀

の事故当時は課長補佐で したけれども今回は

審議官の立場にあって,こ のような トラブル

へ再度の対応をとらざるをえないのも,何 か

不思議 な因縁 を感 じます。

標語に示 した行政のあり方

工夫 を凝らしたやる気の引き出し

痛感 した トップセールスの重要 さ

佐々木2つ 目は,前 職に東北通商産業局の

局長 を約1年 や らせていただきました。 この

間,通 産行政のなかで地方局のあるべ き姿や

方向を,職 員 と一緒に目指 したつ もりです。

行政の何か分か りやすい標語をということ

で,3つ の標語を掲げました。「役に立つ通産

局 を目指そう」「存在感のある通産局 を目指 そ

う」「先 を照 らす通産局になろう」がそうです。

この標語のもとで,対 外的にも,「私たちの

通産局 は,こ うい う気持で仕事をしてお りま

す」 と大いにPRを させていただきました。

また,私 自身も,東 北の管内を回るたびに,

われわれのポジションを明確にして,い ろい

ろな方 と意見の交換や意思の疎通 を図る努力

をいたしました。

通産局長時代に思いましたのは,220人 か ら

230人 の組織ではあ りますけれども,組織の長

の使命は何か ということを考え,私 なりに工

夫をしてみました。その1つ は,職 員一人ひ

とりのパワーをフルに引 き出すにはどうした

らよいかとい うことで した。組織の中では,

叱った り答めた りするよりも,徹 底的にほめ

る。そのなかか ら,不 足 していることがあれ

ば,「これをもう少 し考えてみたら」とか,「皆

でもう少し議論 を深めてみよう」 というよう

な対応も考えた りしました。
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また,通 産局が先 を照 らす以上は,局 長が

自ら トップセールスをすることがいかに大事

かを痛感 しました。 トップセールスという意

味は,管 内をひたすら動 き回って,い ろいろ

な人 と会 って自分たちの考えをお話 しし,相

手の意見も聞 き,何 か役に立つことがあれば

とにか く努力 して,そ こか らお互いの信頼関

係を生み出 してい く。このような努力を通 じ

て,行 政官 として通産局長時代 は非常にいい

思い出になったといえます。

秋 山 いまいろいろお話 しいただいたことに

共通 して,私 もいちばん重要 と感 じましたの

は,安 全にしても組織の運営に しても,結 局,

人が中心だ ということですね。 また,い ま最

後におっしゃった対外的な トップセールスが

大事だということも全 く同感です。 トップの

方々にとっては,組 織の中で もまた外部に向

けても,自 らの考 えをこれまで以上に披渥 し

ながら,同 時にそれを率先 して実行 してい く

ことがますます要求される時代ですね。

審議官に就任 して

トップの出番が増えた原子力情勢

秋山 審議官は,昨 年6月 に,谷 口富裕前審

議官の後任 として現職 におつ きにな りまし

た。審議官のお仕事 は,外 からの想像以上に

大変なものだと思いますが,ご 就任後のご感

想はいかがでございすか。

佐々木 歴代の審議官の方々は,ほ ん とに立

派な方で,そ れぞれの時代に多 くの政策実現

に努力 をされてこられました。私は,こ れま

で原子力関係の経験が非常に短いのですが,

ここ2,3年 は,原 子力行政において極めて

重要な時期 に差 しかかってお ります し,さ ら

に,い ま,経 済構造改革あるいは規制緩和,

行政改革など,い ろいろな意味で大 きな変革

の時代にあり,新 しい枠組みづ くりが求め ら

れてお ります。 このような時期 に,こ うい う

ポス トに就 きましたことの責任の重 さをひし

ひしと感 じ,自 分 なりに相当の努力をしてい

かなければいけないなと思 ってお ります。

エネ庁の審議官ポス トは,初 代の井上力審

議官(現 原子力発電技術機構 最高顧問)の 時

代か ら,原 子力の推進や安全 に係わる行政 を

主体に し,エ ネ庁が所管する技術の問題につ

いて必要なサポー トをす ることになっており

ます。

現在,原 子力を取 り巻 く社会環境は厳 しい

ものがあり,原 子力行政その ものに対する信

頼感の回復など,新 しい次のステップに進む

ためになすべ きことが多々あるわけです。

特 にバ ックエン ド対策を中心 として原子力

の長期的な方向を国民の前に示すことが求め

られてお ります し,ま た,開 かれた原子力行

政のなかで国の考え方 を明示 して議論 してゆ

く姿勢が必要になってきてお ります。

そういう意味では,先 ほど申しました東北

通産局時代の経験か らいいます と,ト ップが

自ら動 く局面が相当増えてきた気がいたしま

す。特 に,地 元の方々,原 子力発電所が立地

す る市町村や県などの 自治体 との対応におい

て,最 近 は国の方針をしかるべ きクラスか ら

直接聞きたいとい うご意向も大変多 くなって

きてお ります。その点か らも原子力を取 り巻

くいろいろな情勢のなかで,確 かに最近は審

議官 としての出番が増えてきたかなと思いま

す。

4 季報エネルギー総合工学



期待 と役割が大きい日本の原子力

佐々木 もう一つは,国 際環境のなかで,日

本の役割や 日本に対す る期待が原子力の世界

において も非常に大 きい とい う感 じが しま

す。先進国のなかで も原子力の推進 を明確に

打ち出している国はフランス と日本だけ とい

う状況ですが,こ れか らアジア諸国のエネル

ギー問題 を考えます と,原 子力を避けて議論

はできません。国際的な原子力戦略のなかに

あっても,な おいろいろな意味で日本の役割

が増 えて きているとい う国際感覚が必要 で

す。このあたりは,私 自身もっと勉強 してい

きたいと思っています。

秋 山 いまのお話のなかで,今 後の国際化に

向けた取 り組の重要性 も含めて,い くつ も貴

重なご示唆を頂 きましたが,確 かに激動の時

代 となった今,国 内でもさまざまな構・造改革

や国際化 に向けた動 きが活発になっています

ね。 これには受け身ではなくて,社 会的な要

請 を先取 りできるように,積 極的に行動 して

い くことが大事だ と思いますが,そ うしたな

かで審議官のお仕事 もます ますお忙 しくなっ

てきましたね。

最近のエネルギー ・環境情勢

「長期エネル ギー需給見通 し」を中心 に

経済,環 境,エ ネルギーの

調和を目指 して

秋山 最近ではエネルギーや環境 を巡って,

国際的に も超長期的な観点か らも,大 きな話

題がたくさん出てきてお ります。一昨年(1997

年)京 都でCOP3(地 球 温暖化 防止京都会

議)が 開かれ,ア メリカ,ヨ ーロッパ,日 本

などの先進国を中心に温室効果ガスの排出抑

制 目標が取 り決められました。これとも関連

しまして,総 合エネルギー調査会の議を経て,

総合エネルギー対策推進閣僚会議で 「長期エ

ネルギー需給見通し」(以 下,「 需給見通し」)

が改訂 されてお りますが,そ の内容などにつ

いてご紹介をお願 いいたします。

佐々木 昨年の 「需給見通し」は,2010年 の

断面 をべ一スにして改訂 したものです。1つ

は,日 本の今後の経済成長はエネルギー需要

を極力抑えながら進めてい く。同時に,エ ネ

ルギー ・セキュ リティと地球環境問題の解決

を図る努力 をもしていこうという,非 常に試

練に満ちた計画になっているわけです。

別の言葉で言います と,地 球温暖化対策 と

しての二酸化炭素(CO2)排 出削減 などのい

ろいろな制約のなかで,経済成長,エ ネルギー・

セキュリティ,環 境保全を何 とか調和させな

がら日本の生きる道を切 り開 く計画です。

このなかで特に強調してお りますのが,省

エネルギーです。併せて,原 子力発電の推進

と新エネルギーの導入に,さ らに努力 してい

こうという計画です。

この 「需給見通 し」については,実 現性に

いろいろ議論があ りますが,こ の見通 しは,

政府 としての指針であり,努 力 目標であるわ

けです。

このような 「需給見通 し」をつ くり,そ こ

に示 されたエネルギー選択に努力するという

ことは,こ れから日本の社会がいかなる経済

な り社会構造システムを目指すかという論点

と深 くかかわっています。

もちろん,い ままでのような大量生産,大
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佐々木 宜 彦 氏

(灘 講 議書源エネルギー庁)

量廃棄の産業 システムを変えていかなければ

ならず,一 方でまた,エ ネルギーの問題はタイ

ムスパンが非常に長いこともあ ります。 さら

に,い まの世界の状況を見てみますと,日 本の

石油の中東依存度は一時相当下が りましたけ

れども,近 年はかなり上がってきてお ります。

さらに,ア ジアの諸国も同様に,石 油の中東依

存度が今後急速に増加 してい く趨勢にあ りま

す。こういうなかで,今 後の石油資源の確保 と

価格にどういう見通 しを持つのかであ ります。

秋山 お話のように国際的には とりわけアジ

ア地域でのエネルギー ・環境問題 と,そ れに

関連 して経済情勢なども,見 通 しとして極め

て厳 しいようですね。 日本のエネルギー供給

を考えてい く際に,や はり近隣諸国や世界全

体 を視野に とらえながら議論 を進めてい くこ

とが,ま すます必要になってきています。

世界の範 となる

日本のエネルギー需給構造

エネルギーと経済の調和へ

率先 した努力を

佐 々木 発展途上国の立場か らいいます と,

先進国がいままでに恵まれた経済生活 を享受

してきた一方で,途 上国がいざ経済成長 を進

めようとするとき,地 球温暖化防止のCO2排

出削減 とい う枠のなかで成長の制約 を嵌めら

れるのはおか しい,と いう議論があ ります。

発展途上国の成長に必要なエネルギー とし

て,原 子力発電は期待す るほど伸びない と思

います。これは膨大な技術が集積 したシステ

ムであ り,高 度 な安全 を守れる人材 と技術に

サポー トされなければな りません。関連産業

にもかなりのレベルが求め られます。そうな

ります と,や はり,石炭 とかLNGと かの化石

燃料に相当依存せ ざるをえないのが,発 展途

上国の実情 と思います。

その うえで,地 球規模のCO、 排出削減 を,

先進国のみならず発展途上国 も含めた枠組み

のなかで,長 期の問題 として考 えます と,日

本は,石 油ショック以降これまで,省 エネル

ギーには相 当の努力を行 い,ま た,電 源やエ

ネルギー源の多様化 も進めてきてお り,そ の

意味では,国 全体 としてのエネルギー需給構

造の面で,世 界の範になりうる国だと思って

います。

さらに,世 界のなかで,こ のようなエネル

ギー供給構造をもつ 日本が,一 定の経済成長

を確保 し,豊 かな生活のできる国を目指 して

いくことは,世 界をリー ドする日本の1つ の

大 きな役割か と思 うわけです。

今回の 「需給見通 し」 を見ていただ くうえ

で考えてほ しいのは,新 しい経済や社会構造

システムが何 を目指 しているかであります。

世界のなかで 日本が使 うエネルギーは多いの

ですが,こ れか らどういう世界観 で,ど のよ

うな地球文明論でわれわれは生 きようとして

いるのか,そ のなかで,2010年 とい う1つ の
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断面で目指す 目標 を示 しているのです。現実

にできる,で きないの議論 よりも,一 歩でも

実現に向け努力 をしてい くのだ という意志が

示されていることを,ご 理解いただきたい と

思います。

痛みも伴 う省エネ目標の達成

理解が欲 しい経済構造の変化

秋山 「需給見通 し」のなかの原子力発電につ

いては後程の話題 としまして,新 エネルギー

と省エネルギーの分野で,今 後の展望,あ る

いは重点的な技術開発の対象など少 しお話し

いただけ ますで しょうか。

佐々木 「需給見通 し」は,非 常に意欲的な計

画であ ります。実現性の議論のなかで,特 に

新エネルギーについては,太 陽光発電 とか風

力発電をもっとやるべ きだ とのご意見があ り

ます。現状から申しますと,2010年 の断面で,

この見通 しが目標 とする新エネルギー供給量

の達成には,か な りの努力がいることを多く

の方にお分か りいただきたいと思います。

また,省 エネルギー も,2010年 の断面で,

このままエネルギー消費量が伸 びると想定さ

れる量に対 して,石 油換算で,約5,600万 キロ

リットル(kl)の 省エネを実現 しなければいけ

ません。およその数字で,現 在の最終エネル

ギー需要が4億k1の うち,産業用が2億k1,家

庭用 と業務用 を合わせた民生用が1億kl,輸

送用が1億klで す。5,600万k1の 省エネ とい

うのは,い ま全国の家庭で使 っているエネル

ギーの合計量 を上回る省エネルギーであり,

容易なことではあ りません。省エネルギー法

による規制は,主 に電気機器類の高効率化,

工場でのエネルギー使用の合理化ですけれど

も,そ のほかに,社 会のシステムを変えてい

かない ととても目標は達成で きないというよ

うなことも,先 取 りしてこの省エネ項 目の中

に入っているのです。

このことは,実 は,各 産業セクターあるい

は個人部門 とも,こ の達成にはある痛みも伴

うのです。また,こ の実現が経済構造に及ぼ

す影響 を,国 民の皆さんに本当に分かってい

ただ く必要があります。われわれは毎 日電気

が点いて当た り前 という生活に慣れ きってお

り,こ の点も,「需給見通 し」が示す数字 を単

に見ていただ くだけではな くて,ほ ん とに何

かが変わっていくのだ と,ぜ ひ理解 していた

だきたいと思います。

深刻化が進む

21世紀のエネルギー需給

佐 々木 さらに,「30年,50年 先の話は誰 も予

測困難ですから,今 回の 『需給見通 し』は,

数字にしても無意味だ」とい う説 もあ ります。

しか し,将来の地球環境問題 を考えます とき,

2010年 は通過す る一断面にすぎず,2010年 を

超えればさらに厳 しい状況に向 うということ

で,長 期に亘 り今回の 「需給見通 し」の考 え

方を徹底 してい くことが必要です。21世紀は,

いままでのように,エ ネルギーが湯水のよう

に,流 れるように世界を回るという時代 では

な くなるという認識を深めていただきたいと

思います。

秋山 現実の行政 を通 じて,国 民の利益 と社

会の円滑な運営に大 きく貢献 しておられる審

議官から,い ま指摘されたように,具 体的に

は2010年 頃 までを見通すこと,そ して同時に

21世 紀全体 という長期的な未来 と,ま た併せ

て全地球的な広が りを頭のなかで描 きなが ら

構想や議論 を進めてい くことが大切ですね。
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実は私,学 術的な観点か ら,21世 紀全般な

い しはそれ以遠の超長期 を視野に入れなが

ら,人 口,食 糧,エ ネルギー ・環境などの問

題についていろいろ勉強 しているところです

が,こ ういった大 きな問題のなかで,日 本の

政策 といいますか,哲 学 といいますか,そ う

いう基本的な体系が国際的に も模範 となる形

で整っていくことが重要だと思います。

それか ら,前 も触れましたが,エ ネルギー ・

環境に関 しては,や は り2010年 頃までに相当

深刻な状況に落ち入 るんじゃないか と危倶 さ

れます。近隣の東南アジア諸国で石油の供給

能力が減ってきて,国 によっては石油輸入国

になってい くという話 も聞いていますが,そ

れらを含めて,エ ネルギー需給の問題が全体

として相当深刻になると思います。一方,CO,

問題については,現 状のまま推移すれば,近

い将来から深刻な環境劣化の問題が顕在 して

くると指摘 されています。こうした基本的な

問題については,行 政,産 業,学 術などの各

サイ ドから知恵を出 し,力 を合わせて総力戦

でいかなければと思っています。

さらなる知恵を出すべき

省エネルギー分野の技術開発

秋山 わけても省エネがこれか らますます重

視され,基 本的にはライフスタイルも見直 し

てい く時代であると認識 されますが,そ の辺

のことも含めて省エネ全体 として何か補足な

さるこ とはないでしょうか。

佐々木 法的な規制力でもって省エネを実施

すれば,産 業経済にはかな りの痛みを伴 うの

が現実 と思います。

いま,省 エネルギーの推進に必要最低限の

規制 として,「エネルギー使用の合理化に関す

る法律」 を改正 して.特 に自動車や家電の12

品目については省エネ目標値 を決めてメー カ

ーに技術開発競争 を促 そうと,「トップランナ

ー方式」 ということで,現 在市販されている

製品で最 も効率の良い機器の普及を図ること

にしています。

ライフスタイルについては,で きるだけ直

接規制 を避けて知恵を出し,技 術でカバー し

てい くのが本来の姿 と思います。

省エネルギーの面か ら,ラ イフスタイルを

変革 してい くうえで,今 後,相 当の意識の転

換が求め られますのが,車 社会です。車 も,

電気自動車など,い ままで と概念が全 く違 う

車に変わるまでには相当の時間を要すると思

いますので,生 活水準を維持 しなが ら車の省

エネを果 していくことが大切です。

無駄なことはやめる,で きるだけ無駄をな

くす ということは,工 夫により可能ですけれ

ども,法 規制を強化 して省エネを達成 しよう

とす るのは,1億 人以上の人間が生活するわ

が国では,産 業の国際競争力に影響 を与える

ことにもなりますし,難 しいことだと思いま

す。

省エネ技術の開発により,ま だまだできる

ことが相 当あるかもしれ ません。ただ,そ れ

には時間はかかるもの もあるでしょう。 しか

し,発 光ダイオー ドによる照明であるとか,

もろもろの技術の芽のなかで,い ままでわれ

われが 「そんなことできるか」 と思 ってたも

の も,半 世紀経てば,実 用化 に至 る類は結構

あるかと思います。そういう意味では,省 エ

ネルギーの技術開発に,も っと力を入れるべ

き分野があろうか と思っています。

秋山 実は私,講 演などの折 りに"プ ッシュ

か らプルへ"と いう言葉 を使 っています。法
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規制を含めた社会の約束ごとで省エネを目指

すよりも,一 人ひとりの考え方に立 ち,個 々

の生活様式のレベルから社会総体に至 るまで

をエネルギー ・環境面で自発的に改善 してい

こうではないか,と い う気持です。省エネに

つながるアイデアを見いだして,そ れを実行

に向けてうまく引っ張る力が中か ら湧 き出る

ような,そ ういう姿勢が非常に重要だと思い

ますね。

ところで,新 エネルギーの分野はいかがで

すか。

過大な期待を抱かずに

バランスが大事な自然エネルギー

佐 々木 新エネルギーについては,日 本 では

太陽エネルギー,風 力エネルギー,廃 棄物の

有効利用など幾つかのアイテムがあります。

その うち,太 陽エネルギーは今後の技術進

歩 と量産化によりコス トはさらに低下すると

思います。新築住宅の屋根には,原 則 として

太陽電池のパネルを取 り付けましょうとか,

普及にかな りの方策が とれると思います。

しか し,新 エネルギー とい うのは,技 術が

どこまで進んでも,密 度が非常に薄いエネル

ギーを使 うものですか ら,自然界の制約から,

設備利用率 はそれほど高 くはなりえず,こ れ

がエネルギーの大勢を占めるものではありま

せん。あ くまでも,何 パーセン トかの補助的

エネルギー として利用す るものであ り,過 大

な期待 を持っても無理 と思います。

環境問題 をテーマにしてお られる方々のな

かには,新 エネルギーでエネルギー需要 を十

分賄えるのではないかといわれる方 もみえま

すが,コ ス ト面か らしましても,こ れは少 し

極論 と思います。日本の実情か ら申します と,

《ミ

秋 山 守 氏

((騒 ゴ ルギー船 工学研究所)

やはり各種のエネルギー間に適正なバ ランス

をとることが大事なことをご理解 いただきた

いと思います。

秋山 おっしゃるとお りですね。このところ

新エネルギーについて,い ろいろと目立った

動 きがあ り,海 外で も太陽エネルギーの話題

や計画などがますます関心 を高めてきている

ようですが,確 かにいまご指摘のように,新

エネルギーへの期待については,長 期的に考

えてその方向を目指すことが大事ですし,一

歩一歩できることを積み上げて行 くことがそ

れ以上に大事です。新エネルギーのそれぞれ

について,技 術 とか経済1生とかいろいろな要

素 を考 えながら,現 状 と将来を詳 しく分析 し

て判断してい くことが必要ですね。

原子 力発電 につ いて

まずは定着 さすべき現在の軽水炉路線

次世代技術の開発とともに

秋 山 「長期エネルギー需給見通し」のとこ
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ろでも,原 子力発電がCO2排 出抑制に力 を発

揮す るべ きであ り,大 いに期待されるという

お話 しがありましたが,そ うした目標ないし

は期待 と,実 際問題 として原子力を巡 る状況

が厳 しいということとの間に,言 葉が適切か

どうか知 りませんけ ど,乖 離があるというの

が現実 です。 このあた りにつ きまして,審 議

官は日頃 どのように思 ってお られるでしょう

か。

佐々木 原子力にはいろいろな技術開発や夢

があるのも事実ですけれども,放 射性物質 を

取 り扱 う原子力は,化 石燃料その他の一般エ

ネルギー とはそれな りに違 うことをわきまえ

る必要があると思います。

一方,日 本の原子力発電所は,す でに建設

して30年 を経過す るものが出て きて います

が,こ の巨大システムにおける高度な運転管

理 と,さ まざまな トラブルを原子力界共有の

経験 として水平展 開 し対応 を図って きたこ

と,ま た巾広 く知見 を取 り入れて きたことに

より,非 常に高い安全運転の実績を持 ってい

ることも事実です。

私 は,来 る21世紀 を見渡 してみましても,

基本的にはいまの軽水炉が中心になるもの と

思います。 もちろん,高 速増殖炉,核 種変換

や消滅処理 を目的 とした高速炉,あ るいは次

の時代の核融合などの研究開発 も非常に重要

であ りますけれ ども,当 面,政 策の焦点に据

えなければいけないのは,わ が国なりあるい

は世界が採 っています いまの軽水炉 の路線

を,ま ず人類の ものとしてしっか り定着させ

ることが一番大事であると思います。

日本に原子力発電所 はどの程度の規模 まで

必要 なのか,適 切なのかにな ります と,電 源

の多様化,エ ネルギーのセキュ リティ,世 界

の需給情勢 を考 えて,こ れから十分議論をし

てい く必要があると思います。私は,2007年

頃に最大 と予想される日本の人 口に対 して,

かな りのタイムラグも考 えられますが,電 力

需要が どの程度の伸びで収まるのかが問題 と

思っています。

一次エネルギー総供給量に占める電力向け

エネルギーの投入量 を示す電力化率は,い ま

39%ぐ らいですが,生 活の利便性か ら考えま

す と,電 気エネルギーへのシフ トはまだ増加

すると思います。電源の多様化,セ キュ リテ

ィを考えます と,お そらく40数%が 一つのメ

ル クマールか もしれませんが,長 期的には,

電力需要は,ま だ伸びてい くと見ています。

日本の電力設備容量は,自 家発 も入れます と,

いま2億kWを 超 えたところですが,3億kW

時代はいずれ来 るもの と見ています。

そのなかで,原 子力発電への依存について

は,か つて,原 子力長計が2030年 に1イ意kWと

い う数字 を出してお ります。2030年 という時

点は別にしましても,日 本の原子力発電設備

の容量が1億kWに なる時代は,い ずれ到来

すると思われます。ただ,こ のあたりのこと

については,シ ミュレーションによる分析 と

総合判断が必要だとは思います。

資源少国であるわが国のエネルギー ・セキ

ュ リティを考えますとき,2010年 の 目標にあ

る原子炉20基 の建設ができる,で きないの話

を飛び越 えて,原 子力の分野については,軽

水炉を定着化 させ ると同時に,次 の技術 をオ

プションとして持ちなが ら技術開発 も含めて

進めてい くことが,い ま大事なポイン トと思

っています。

秋 山 長期のエネルギー需給のなかで,原 子

力の役割ないしは原子力への期待につ きまし
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ては,ご 存知のように,電 力中央研究所や政

策科学研究所でいろいろ と調査研究をしてお

られます。それによ ります と,例 えば21世 紀

の末頃までを見渡 した ときに,世 界の総人口

を100億 人レベルと想定 した上で,1人 当た り

のエネルギー消費 として,現 状4kWの レベ

ルを近い時期 に2kW,そ して遠い将来には

限 りな く1kW強 の平均 に近づけてい くこと

が考えられると。そうしたとき,将 来の世界

のエネルギー需要は現在の2倍 強で納まるで

しょうと。ただし,先 進国 と途上国 との差が

あまり縮まらないということになると,ト ー

タルのエネルギー需要は当然のことなが ら増

える計算にな ります。

一方,原 子力の役割をどのように見定める

かについては,海 外では,化 石,原 子力,再

生可能エネルギーをそれぞれ3分 の1ず つ ぐ

らいが妥当とする考え方がありますが,国 内

のスタディを見ますと,21世 紀の終 り頃の時

点で,原 子力は全エネルギーの10%ぐ らいと

した前提 で議論 している例があります。

いずれにして も,審 議官がおっしゃるよう

に,着 実に原子力発電 を進めてい くことが必

要だ と思います。軽水炉の将来 も含めなが ら,

次々 と新 しい技術 を視野に入れて,長 期的に

取 り組んでい くことが必要です。

核燃料サイクルの確立へ

動 きだ したMOX燃 料の導入

秋 山 ところで,原子力の中身のことですが,

これからは核燃料サイクルのことが一段 と重

要になってきます。平成9年1月 の総合エネ

ルギー調査会原子力部会の報告にもあります

ように,核 燃料サイクル確立の必要性と,そ

の中でのプルサーマル利用の重要性が述べ ら
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れています。審議官は,先 般,福 島県に出向

かれて県議会 ・議員協議会で説明をなさった

とお聞 きしていますが,そ の辺 りのことも含

めてお話 し願えますか。

佐 々木 核燃料サ イクルの確立に向けては閣

議でも議論され,「当面の核燃料サイクル確立

に向けて」が決定 されました。この決定は,

動燃のもん じゅ事故が契機になったこともあ

りますが,わ が国は,従 来か ら,原 子力を推

進するうえで核燃料サイクルの確立を目指す

方針 をとってきており,こ のこと自身,私 は

いまこの段階でも不変だ と思ってお ります。

まず,核 燃料サイクルの確立に向けての1

つに,ウ ラン資源を有効に使 うこと,す なわ

ち,MOX燃 料(ウ ラン・プル トニウム混合酸

化物燃料)を 軽水炉に装荷するプルサーマル

の問題があ ります。欧州には使用実績がある

のですけれども,日本でもようや く昨年(1998

年)11月 初めに,福 島県の同意が得 られまし

た。わが国におけるプルサーマル実施に係る

地元同意 としては最初でして,今 年(1999年)

の秋 に初 めてMOX燃 料が装荷 され ること

にな ります。続いて,関 西電力の高浜,東 京

電力の柏崎刈羽のプルサーマルが,今 年から

来年 にかけて動 きだせ る見通 しにな りまし

た。

ここで,プ ルサーマルの位置づけを申しま

す と,使 用済み燃料 をそのまま捨てるのは資

源の有効利用の面から無駄ですし,回 収 した

プル トニウム自身についても,核 不拡散の観

点から,で きるだけ核燃料サイクルのなかで

燃や して使 うことが,国 際的にも原子力の平

和利用の側面か らも肯定されるわけです。使

用済み燃料 を再処理 して有効に使 うというわ

が国の方針は不変であ り,ま た,い ろいろな
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国際情勢 もあ りますことか ら,2010年 頃には

16基 か ら18基 ぐらいの原子炉 にMOX燃 料

が装荷されることになると考 えています。原

子力が順調に進めば,今 後さらにMOX燃 料

の軽水炉使用は増 えるか と思います。

MOX燃 料の装荷 は,フ ランスには28基 ぐ

らいを目標に増や してい く計画があ り,ド イ

ツも現実 には増や しているわけです。そうし

た国際的な流れの中でも,核 燃料サイクルの

確立に向けて,よ うや く日本 も第一歩を踏み

出す ことができたという思いであ ります。

中間貯蔵はエネルギーの有効利用

望まれる価値観の変換

秋 山 プルサーマルと併せて,わ が国では使

用済燃料の中間貯蔵,そ して再処理がそれぞ

れ重要 とされてお ります。それらの狙い,基

本的施策,ま た推進 ・検討状況などについて

ご紹介下 さい。

佐々木 中間貯蔵 について申します と,使 用

済燃料は,原 子炉か ら取 り出された後,再 処

理施設に送 られるまでの問,発 電所構 内に一

時貯蔵 されます。ここでの問題は,設 備の貯

蔵能力が満杯 に近付 きつつ あるところがあ

り,ま た六カ所村に建設中の再処理施設がフ

ル稼働するまでにはある程度の時間がかかる

ことが挙げられます。操業開始は2003年 を予

定 してお りますが,そ こで処理できる量よ り

原子力発電所から出て くる使用済燃料のほう

が多い状態が続 くわけです。「発電所にはこれ

だけの量を置きます」 と約束 している以上,

どうして も,選 択肢 としては中間貯蔵 という

ことで して,発 電所の外に使用済燃料を一時

置 く場所を求めることになります。

このことは,こ の使用済燃料はエネルギー

としての価値があるわけですから,安 全に貯

蔵 しておけば将来必ず役立つ ことをご理解 い

ただき,も のの考え方を,硬 直的ではな く,

融通のあるオプションというなかで,こ うい

う政策 を考 えていただ きたい と思ってお りま

す。これに関する法制度はいま準備 してお り,

次回通常国会に法案を出すべ く努力中であり

ます。

処分方向の明示 と費用試算段階 まできた

バックエンド対策

秋山 話題が変 りますが,こ こでバックエン

ド対策について も状況をお話 し下 さいません

か。

佐々木 バックエン ド対策は,地 元の首長さ

ん,い ろいろな団体の方々などと原子力の問

題について話をさせていただ くとき,将 来の

方向性 を明確 にするべ きと常に求め られる,

いちばん大 きなテーマです。

発電を終えた原子力発電所の解体費用につ

いては,す でに引当金積立の制度が出来上が

っています。 さらに,今 回,解 体 した後の放

射性物質を含む廃棄物の処理 ・処分費用につ

いて も,大 体110万kWク ラスで1基200億 円

ぐらい と想定 して,積 立方法等の対処ぶ りを

検討することになっています。

放射性廃棄物 としての取 り扱いを考える必

要のない範囲を示す クリアランスレベルにつ

いて,今 年6月 頃までには原子力安全委員会

か ら提示がなされる見込みであり,こ れに基

づいて再チッェクが行われます。 これでいよ

いよ目標の2000年 か ら,原 子力発電所の解体

か ち出る放射性廃棄物の処理 ・処分のための

費用 も積立てが現実化 して くると思います。

今後の重要な問題 として,高 レベル放射性
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廃棄物の処分に関して,い ま総合エネルギー

調査会原子力部会の議論 が大詰め を迎 えてお

ります。おそらく,98年 度 内にはパブ リック

コメン トが出されて くると思いますけれ ど

も,ガ ラス固化体の封入容器4万 本 をべ一ス

にした深層地下処分の実施 に,お よそ2兆

7,000億 円から3兆1,000億 円 ぐらいの費用が

かかると試算しています。

いずれにしましても,こ の高レベルの放射

性廃棄物の処分事業が始まるのはまだ数十年

以上先の話ですが,今 回試算された処分費用

をどういう形で積み立ててい くか,基 金化す

るとか,い ろいろな議論 も98年度内には方針

が出て くると思います。

また,事 業の実施主体のあ り方について も,

今年中には1つ の方向が出され,2000年 を目

途に事業主体が設立されることになります。

高レベル放射性廃棄物の処分 は,地 層処分

が当然 メインであ りますけれども,今 後に技

術の進展も考えられますので,30年 か ら50年

に及ぶ貯蔵期間中に,よ り合理的な地層処分

の方法を見出し得 ることもあるわけです。

バックエン ド対策に1つ の方向性が明示さ

れたことは,今 後の原子力政策の方向を国が

責任 をもって示すことであ り,大 きな一歩 を

踏み出すことになると思います。

秋山 いまの審議官のお話 を頭に入れながら

外国での状況を見 ます と,高 レベル放射性廃

棄物の地層処分事業その ものはまだ実施 され

ていないとしても,そ の実施 に向けての研究

開発はもちろんのこと,実 施主体の設立,あ

るいは資金の確保 といったことがすでに始 ま

っていると聞いてお ります。 このように,廃

棄物処分の実施に向けての具体的な準備が進

められているのに対 して,日 本では処分事業

の具体化についてはまだその検討中という状

況であって,外 国に比べて10年,さ らに極端

に言 えば20年 ぐらい遅れているのではない

か,と い うようなことも懸念されています。

しかし,い まの審議官のお話では,検 討がか

な り具体的に始め られつつあるとのことで,

その辺 りのことはかな りは認識 を新 たにしま

した。

情報公開について

ほ しい情報への容易なアクセスと

行政の意志決定 プロセスの一層の開示を

秋山 最近では社会全般にもそうですが.原

子力でも情報公開が一段 と重要性を増 してき

ました。原子力の新 円卓会議も開催 されてお

ります。そこで,情 報公開に関 して資源エネ

ルギー庁 として戦略的に進めておられるお考

え,ま た併せ て具体的な施策等についてご紹

介いただきたいのですが。特に,そ のなかで

原子力発電課が事務局 となって原子力広報評

価検討会 を進めておられることについて もお

話 しをお願いします。

佐 々木 情報公開は,い ろいろな意味で重要

であり,い ずれ情報公開法 も制定される流れ

か と思っております。情報公開は信頼関係 を

醸成す る上でも不可欠です。

原子力政策円卓会議でも議論にな りました

のは,政 策決定が どういうプロセスを経て意

思決定されたかを,よ り詳 しく公開するべ き

ではないか ということでした。

行政側 も,い ろいろな審議会 を全部公開に

したり,さ らに政策決定前にパブ リックコメ
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ン トを求め るようにな りました。 これをさら

に一歩進めてい くことになりますと,今 後,

情報公開法により行政情報をかな り詳細な と

ころまでオープンにしていくことか と思いま

す。

原子力に関する規制 につ きましては,設 置

の許可書であれ,工 事計画の認可書であれ,

公開 してお ります。なおかつ情報の公開不足

が問われるのは,ほ かにどこが問題なのか と

再考 しています。

1つ は,情 報 とい うのは彪大な量の もので

すか ら,ま ず,情 報にアクセスをしたい人が

どこにア クセスしたらいいか的確に把握す る

ことが必要にな ります。彪大な情報の中での

アクセスの容易性についての問題があるかと

見ています。

もう1つ は,行 政の意思決定プロセスをも

っと公開すべ きだ という要望に対 して,わ れ

われが今後考 えねばならない問題は,公 開資

料 をどこで入手できるようにするかです。行

政情報を公開する方法 として,イ ンターネッ

トとか,あ るいはある場所に行けば,審 議の

過程 も全部が入手可能にす るようにしてい く

ことが必要なのか とも思っています。

しか し,地 方にお られる方か らは,「公開は

されてるけれども,東 京の原子力発電ライブ

ラリーに行かなければア クセスできないじゃ

ないですか」 と問われます。 これを解決する

には,情 報公開の仕組みには大 きなコス トが

かか ることを国民の皆さんにご理解いただ く

必要があ ります。

なお,電 気事業者か らは,ノ ウハ ウに帰属

す るものは別 として,一 定のルールのもとで,

相当な情報が公開されています。

原子力広報をレビュー中の

「原子力広報評価検討会」

佐 々木 昨年(1998年),資 源エネルギー庁に

おいて 「広報評価検討会」 というのを開始 し

ました。問題意識 としては1つ は,適 切な情

報が欲 しい方にうまく届いているのだろうか

ということと,も う1つ は,い まのマスメデ

ィアといろいろな原子力情報 との関係 をどう

考えてゆ くべ きか ということです。

一般の国民の方々に,「原子力についてあな

たはどこか ら情報を得ておられますか」 とい

うアンケー ト調査 をします と,8割,9割 の

方がマスメディア経由との答なのです。この

ような現実から考えます と,マ スメディアの

大 きな役割にわれわれも期待 します。

「広報評価検討会」では,わ れわれがいま

まであらゆる努力 をしてきまして も,な おか

つ公開が足 りない,戦 略的な広報ができてな

いなどのご批判があ りますので,広 報の受け

手 と広報手段のすべてをマ トリックスで対比

して,何 が不足 しているかの整理を行ってい

ます。 こうした中から新たに対応すべ き課題

も出て くるか と思 っています。

また,い まマスメディアが第三者 として,

原子力推進にオピニオンリーダー的な大 きな
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役割を果 していることも,あ るいはその逆の

ことも現実にはあると思います。その点,わ

れわれはマスメディアに対 して,誤 った報道

がなされた場合には,訂 正の申し出をきちん

とすべ きとも考えてお り,そ のために何 らか

の組織が必要ではとの考えもあ ります。

秋 山 いま審議官がおっしゃったように,情

報はやは りそれがファク トベースといいます

か,正 確な情報であることが第一義的に必要

な条件ですね。そして同 じく重要なことです

が,そ うした情報は欲 しい方に,い つで も,

どこでも,的 確に分か りやすい形で提供 され

なければな りません。

佐 々木 分か りやすいことが大事ですね。

秋 山 正にそこが肝心なところです。お役所

の審議会の資料などに しまして も,そ れ 自体

をできるだけ平易にしてい くことと,併 せて

一般向けに表現や体裁を再調整 したものを用

意 してい くことも大事なことですね。広報は

力の要 る仕事ですが,今 後重要性が増すこと

は世の趨勢です。

それから,最 後におっしゃったマスメディ

アの役割 というのは,こ れは原子力に限 りま

せんで,あ らゆることについて,環 境問題に

対 して もそうですが,非 常に重要 なので,マ

スメディア全般 について,そ この ところを十

分 自身が認識して適切な方策 をとってい くの

が健全な姿です。

規制緩和 について

自主保安一 大きくなる事業者の責任

秋山 審議官はかつて電気事業法の規制緩和

の検討のなかで,保 安規制の見直 しのお仕事

をなさったと伺ってお ります。その後,平 成

7年12月 には電力自由化,料 金制度改訂,保

安規制改訂などからなる電気事業法の改正が

施行 され,ま た今後さらに改定も予定 されて

いるとも伺 ってお りますが,そ の辺 りのこと

をお聞かせ いただけませんでしょうか。

佐々木 私は,か つて技術課長の時代に,「社

会的規制は合理化すべ きものであって,『 緩

和』 ということには馴染まない」 との考 えか

ら,電 気事業法の規制の合理化 をや らせてい

ただきました。

当時も,自 己責任,自 主保安 をさらに徹底

して,す でに信頼度が十分高 くなった技術は

合理化により国の関与をできるだけ縮小 し,

その技術がすでに蓄積されているものについ

ては民間の責任で確認す ることをべ一スに し

てや ったわけです。

今回の規制合理化 は,そ れよりさらに一一歩

進んだ感 じがします。 自己責任の原則をより

徹底 していきます と,電 気工作物の使用開始

に先立ち行政が事前検査するのではなく,事

業者が自主保安 を整え,自 己管理 していこう

とい うことになるわけですか ら,そ の面では

事業者 自身の責任は一 そう大 きくなるわけで

す。

先ほど申しました情報公開が進みます と,

事業者 も自らの保安体制をさらに情報公開す

ることが求め られます。そして,将 来,こ の

自主保安に対す るモラル,技 術者の責任が非

常に重 くなってまいります。

そうい う意味では,現 在,日 本の社会では

第三者的な技術の専門家集団がなかなか育ち

に くい環境ですけれ ども,こ うした規制の合

理化の推進 と併せて,プ ロ集団による第三者
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評価が成熟することを期待 してお ります。

電気工作物の保安 ・安全は

設置者自己責任の原則へ

佐々木 今回の規制合理化では,事 業用電気

工作物に関する電気事業法の考 え方 を大幅に

変え,設 置者による安全性の自己確認 を原則

とし,国 が直接確認 してきた工事計画の認可

はすべて届出制に,従 来や ってお りました国

の使用前検査は原則廃止,そ して定期検査 も

国の立会いの廃止を考えてお ります。

ただ,電 気工作物 と申しましても,原 子力

は当面除外にしていますが,こ ちらも,技 術

的な蓄積を踏 まえて,自 己確認の考 え方に近

づけうるものは可能な限 りその方向で今後議

論 してい くことに しています。

一般家庭などの一般用電気工作物では,漏

電の事故が最近非常に少な くなって きまし

た。電気事業法では,一 般家庭の場合です と,

電力会社 に対 して家 の完成時に調査 を行 な

い,そ のあとも定期的に漏電調査 をす る義務

を課 しています。一般家庭用には,当 面この

点検を続けなが らも,一 般家庭の方にも電気

の保安 ・安全については自らが責任 を持つ と

い う社会への移行が進んできていることを分

かっていただ きたい と思います。

基本的な大きな流れは,自 分 たちの設備の

安全は自分 たちで守っていただ く,自 分でで

きない場合には,プ ロの技術集団 と契約 して

やっていただ く,こ ういう方向で取組んでゆ

く課題だと考 えています。将来的には需要家

が自らの責任 で安全 を確保す る仕組みを確立

してゆ きたい と考えています。

秋山 いまのお話のポイン トの1つ を私な り

に理解 します と,言 葉は適切かどうか分か り

ませんが,"MyOwnBenefit"に 係わるとこ

ろは"MyOwnCost"で 進めていくというこ

とでしょうか。"MyOwn"と いうのは当事者

が 自ら責任を持つ という,い わば西洋の合理

主義 というか,個 人主義 というか,そ うした

背景 を感 じますが,と もか く欧米ではこの感

覚では国際的に先行 していて,わ が国で もこ

の方向に沿ってい く時代になってきた。 と,

そのように理解 してよろしいでしょうか。

佐々木 そうですね。 日本では歴史的流れが

違 うと思いますのは,欧 米ではプロの第三者

機関の技術 を尊重す るとい う流れです。この

第三者機関 としての技術のプロフェッショナ

ルな集団が育って きて,信 頼のおける機関と

して認知されています。

それぞれの国で経緯は若干違いますけれど

も,日 本の場合 は,何 かがあれば最終的には

すべ てお上の責任ではないかとい う社会だっ

たわけです。あるところまでは行政の責任 と

し,そ れより先は,例 えば,保 険 という社会

システムの中で解決するとかの問題にして,

社会全体の仕組みのなかで最 も合理性のある

方策 を考 えればいい と思います。 自動車は,

そういう意味で,自 賠責 という世界になって

きていると思います。

この考 え方は,ほ かの分野で も適切に組み

合 わせればいいと思うのですけれ ども,残 念

なが らまだ 日本ではルールを決める,基 準化

をす るとい う蓄積がまだ弱いのです。 日本で

は,自 らデータをべ一スにして世界に通用す

るような基準 をあまりまだ提示 してきてない

とか,第 三者機関が非常に育 ちに くいとか,

こういう問題があるわけです。今度の規制合

理化によ り,少 しでもそういう流れの中で欧

米流に近づいてい くためには,そ の仕組みが
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仕上が るまでの期間が必要だと思います。そ

の意味では,何年かの試行錯誤の時代 を経て,

構築 されてい くシステム と思います。

秋山 そうですね。標準化をべ一スにした品

質保証活動の全般にわたって,米 国などでは

協会 を中心 としながら実績を拡げています。

私 もアメリカの機械学会 で規格 ・基準の制定

に参加 したことがあるのですが,実 にボラン

ティア活動その ものでして,皆 でどん どん議

論 してい くうちに,良 い ものはコンセンサス

を得て世に出ていく。問題の残った ものは練

り直しのプロセスに戻 されてい く。 といった

方式で,非 常にいい雰囲気であったし実益的

であったと思います。

ひるがえって 日本では,こ れまでは川の流

れでいえば上流側できちんと管理 し,あ るい

は指導 してい くとい うことでや って きま し

た。それはそれとして良い面 もあったし,歴

史的な経緯 もあったことですが,こ れからは

実際問題 として世界のスタイルに合わせてや

っていかなければなりません。

佐々木 だんだんそうなっていくと思います

ね。

ら有機的 ・体系的に取 り組むとい うことでし

て,科 学技術が まさに広範な,そ して先進的

な基盤 となっています。それ と,私 個人的に

も科学技術の新 しい芽を日本で生み出してい

くことによって国際貢献を増や していくこと

に関心 をもってお りますこともあ りまして,

この話題 を取 り上げさせていただいてお りま

す。

ところで,こ れか らは情報化の時代 だとい

われますが,そ のような状況の中で,情 報 と

エネルギーは一緒にして議論 しないほ うがい

い という見方 も当然あるのですが,や はり情

報化が進む中で,エ ネルギー も環境 も情報 も

まわ りの動 きと切 り離せな くなっていると思

うのです。

さらに,わ が国の役割について考えます と

き,国 も,産 業界も,ま た大学等のアカデ ミ

ア もそうなんですが,努 めて戦略的に取 り組

んでい くことが非常に大事なのではないか と

かねがね思っていまして,そ のあた りのこと

も含めて,こ れからの科学技術の展望につい

て,少 しくご自由にご意見を頂戴できれば と

思いますが,い かがでしょうか。

ニーズオ リエンテッ ドをべ一スに

体系的要素技術の補墳を
技術開発 につ いて

技術開発に重要な戦略的取り組み

秋 山 さて,そ れでは21世 紀に向けた科学技

術 のことに目を移 してお話 を伺 いたい と思い

ます。

私 どもの研究所は,エ ネルギー総合工学 と

いう観点で調査研究活動 を進めてお ります

が,総 合工学の含意のひとつは工学の立場か

佐 々木 最近,国 が行 う技術開発については,

研究開発投資の効率化 とか,戦 略の重要性が

指摘されてお ります。そして,日 本が知恵と

技術で生 きていくためには,新 しい産業 を起

こしてい くことが必要 ということで,い ま政

策展開が図 られているわけです。

それで,こ うした夢を語 るとき,い ま先生

がおっしゃったように,技術の世界において,

戦略 とは具体的にどういうことなのかを考 え
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ます と,技術は非常 に巾が広い ものですか ら,

戦略のためにいいものが切 り捨てられるとい

う別の側面 もあるのです。 しかし,い ま大き

な戦略で考 えてみます と,日 本が新 しい産業

を起 こす技術の もとは,ニ ーズオ リエンテッ

ドになってきているか と思います。

技術は,ど んなに優れた技術 であっても社

会の中に適用され,工 業化 され,産 業化 され

るまでのプロセスにはいろいろな曲折がある

と思 うのですが,単 独の技術があまり早 く生

まれ過 ぎても,そ の周辺 を支 える材料技術や

基盤的技術が伴わなければ,な かなか産業化

までは行 き着 きません。

いろいろなタイプがあると思います。いま,

われわれが 目指 しているところは,ニ ーズオ

リエンテッ ドでして,そ れに不足 している技

術をいろいろな分野か ら体系的に拾い上げて

埋めてい くというのが,技 術開発における戦

略性かと思っています。

ラジウム発見か ら原子力発電 まで

1世 紀かかった技術開発の重み

佐々木 技術開発についてもう1つ 述べます

と,技 術の流れの方向として,人 間の機能,

自然界の生物の機能 を工学的に実現しようと

していると思います。その意味では,コ ンピ

ュー タはまさにその とお りです。

また,人 間の情報処理技術ほど,こ んな不

思議なものはあ りません。神経がなぜこんな

に自由に働 いて,筋 肉が どうしてこれに応え

て動 くのか とか,人 間のほかにも自然界にま

だある,分 かってないいろいろなことを工学

的に利用する方向に,技 術開発は向かってい

ると思います。

これがいったいどこまで進むのか。人間に

とってこれが幸せなのかを,あ る段階で評価

することも必要か もしれません。

最新の産業技術 をべ一スに考 えます と,こ

の情報処理技術 と材料系などの組み合わせに

より,何 か革新的な新技術が起 こりそうな分

野があるような気がします。

いま,国 の研究所 も独立行政法人化 して,

研究の自主性をもっと尊重 しようという方向

にあります。また,大 学において も,産 業界

か ら評価 して もらうような技術の芽をもっと

取 り上げたらとか,あ るいは,人 的活性化の

ために組織をもっと融通化 していくとか,期

限つ きの人的交流をもっとできるようにして

いこうとか,あ りとあらゆる知恵が交錯する

なかで,技 術が単独 では成立しえな くなって

きてお り,そ れを支える周 りの技術の融合化

が必要で,チ ーム化によ り1つ のものをつ く

り上げていく方向にあります。

このような時代になって きてお ります の

で,技 術開発 を推進す る体制 とか仕組みを,

もっともっとオープンで,フ リーで,責 任主

体 を明らかにして一 先ほど申しました保安

の自己責任の原則ではあ りませんが一 そし

て評価はやは り厳 しくや っていく。一方で,

いまこの時点では もう少 し時間がかかるなと

いうものは,ち ょっと置いといてもいいわけ

です。

昨年は,キ ュ リー夫妻のラジウムの発見か

ら100年 でした。1つ の技術が見つかって,そ

れがほん とに社会に入 り込み産業化 してい く

歴史というものは,い まの原子力発電までを

考えます と,ほ んとに1世 紀の重みがあると

いっことを,21世 紀を迎えるこの時点でもう

少 し思いを致 して考 えなければいけないと思

います。
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秋山 ラジウムの発見や量子力学の誕生か ら

100年 が経過 したのですね。こうした基礎的な

学術が原子力利用 として社会に役立つまで広

が り,そ して多 くの実績 を重ねるに至 ったこ

とは,本 当に感慨深いものがありますね。

ところで,こ れか ら先についてはいかがで

すか。

佐々木 これか らの複雑系の科学 ということ

で,融 合化,歴 史のダイナ ミズム,自 己保存

性など,い ろいろなものが調和 した法則が,

次の21世 紀の体系の1つ のバックボー ンにな

ってい くんでしょうか。

秋山 そ うでしょうね。複雑系 とかバイオと

か遺伝子 とか,こ れか らの発展が期待 されま

す。宇宙の分野でも向井 さんが宇宙で立派な

仕事 をなさっていることがニュースになって

いますね。それからバーチャル リア リティの

広が りもどこまで行 きますかね。

適正な技術をヒューマニティの精神で

秋山 私,最 近,大 変 きざな言葉か もしれま

せんが,ヒ ューマニティという言葉をあちら

こちらで使わせ てもらっています。そのヒュ

ーマニティの内訳ないしは心に関係のあるこ

ととしては,ひ とつにはアメニティ,そ れか

ら原子力で率先 して使 っている言葉の リサイ

クル,そ れか ら今はや りのインテリジェンス

な どがあ ります。それ らを総合 したヒューマ

ニティとい う言葉が好 きなんです。

佐々木 いい言葉ですね。

秋山 こうした言葉にも託 しなが ら,い ろい

ろな夢 を21世紀につなげたい と思ってお りま

すが,将 来のことについて審議官はどのよう

にお考 えですか。

佐々木 そうですね。現在の経済情勢か ら状

況変化が見えて くるまでには少 し時間がかか

ると思われます。人間が生 きているというこ

とは,そ こに大 きな流れがあって,必 ず変化

をす るものだという気持ちがまず大事です。

「楽あれば苦あ り。苦あれば楽 あり」 と昔の

人はいいことを言っていますけれ ども,お そ

らく,こ の春から秋 ともう少 し月日が経ちま

す と,状 況の変化が出て くるもの と念 じてい

ます。

いま先生がおっしゃったヒューマニティと

い っことは,わ れわれがこれから生 きてい く

社会に変化があって も,ど んなに素晴 らしい

技術 も,ど んなにすば らしい産業 も,原 点は

ヒューマニティといいますか,人 間らしい生

活の追求 と思います。

その実現に,い ちばん大 きな力をなすのは

技術であって,次 には社会制度やシステムで

あり,技 術によりもろもろのことがカバーで

きるということです。そのために,「適正な技

術 をヒューマニティの精神 で」 という,そ ん

な社会 を築 くのに,技 術者が持つべ き要はモ

ラル と思います。

む す び

社会のほん との基盤をなすものは

知恵と技術 とモラ リテ ィ

佐 々木 技術者は,社会に対する責任 を持ち,

かつ,明 るくなければいけません。そうした

人が,世 の中か ら尊敬される社会システムが

できてほ しいものです。これは,技 術者の貢

献に対する1つ のフィー ドバック関係だとも

思 うのですが。
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そのような社会でないと,制 度や概念だけ

が先行 して も何 もついていきません。やは り,

知恵と技術 とモラリティが,社 会のほん との

基盤なのだ と気がついて くる,そ ういう時代

に早 くなってほしい と思います。

その意味でも,ぜ ひ,エ ネルギー総合工学

研究所が1つ のオピニオンリーダー として活

動 されますよう希望いたします。

秋 山 本 日は多岐にわたりまして,審 議官の

お考え とお仕事の内容,そ してまた将来の展

望などにつ き,い ろいろと有益なお話 を詳 し

くお聞かせ下さ り,誠 に有 り難 うございまし

た。 また,私 どもに対 しても大変温かいお言

葉を頂戴いたし,感 謝申し上げます。

ほんとうに長時間有 り難 うございました。

亀
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竃 観 謝 竃 竃 竃 竃 畿 竃 竃 竃 竃 Ω 竃 羅 潮 竃 竃 竃 竃 竃 竃 雀 竃 竃 竃 潮 瑚 竃 竃 竃 竃 竃 潮 竃 醐 竃

〔関連施策紹介〕

自動車を巡る環境 ・エネルギー問題 と政策展開

都 築 直 史(舗 騒 省課讐雛 報産業局)

棄 竃 謝 竃 観 竃 ◎ ヨ膨 竃 鷹 竃 國匪 鰐 竃 棄 竃 竃 ζ彫 竃

1.は じめ に

自動車の排出ガスによる大気汚染,排 出ガ

ス中の二酸化炭素(CO、)等 による地球温暖

化,使 用済み自動車か ら発生す る廃棄物の不

適正処理や処分場の不足の問題等,自 動車を

巡 る環境・エネルギー問題は深刻化 している。

本稿では,こ れら問題の現状 とそれに対応す

るための政策的取 り組みについて紹介する。

なお,文 章 中意見に関わる部分 は,個 人的な

見解であることを予め御了承いただきたい。

2.自 動車 と環境 ・エネルギー問題 との関

係についての鳥賦

自動車を巡 る課題には様々なものがある。

①大気汚染問題,② 地球温暖化問題,③ 安全

性の問題,④ 水質 ・土壌汚染問題,⑤ 廃棄物

処理問題等が挙げられる。

これ ら課題については,一 つの課題 を克服

しようとすると他の課題が制約要因となるこ

とがある。排出ガスをきれいに しようとする

と,例 えば,フ ィルタや触媒等の装置をつけ

ることとなり,車 両が重量化 し燃費が悪化す

る。そこで,燃 費改善のために自動車を軽量

化す ると,車体の丈夫 さや安全 陛が低下す る。

りサイ クル しやすい 自動車 を作ろ うとす る

d《 』
竃 竃 竃 峯 竃 竃 竃 醐 籍 観 竃 竃 剛 竃 竃 竃 竃 竃

と,車 の材料 ・構造に制約が生 じ,排 ガスや

燃費や安全性 を犠牲にせ ざるを得 なくなる。

したがって,ト レー ドオフの関係 にあるこれ

ら課題に対 してバ ランスよ く対応 してい くこ

とが不可欠である。

自動車の環境 ・エネルギー問題に対する対

策は,大 きく,① 移動発生源の対策 ②固定

発生源の対策に分類が可能である。①につい

ては,更 に自動車単体対策 と交通 ・物流シス

テム対策 とに分け られ る。 また,② の固定発

生源の対策については,工 場 ・事業所の環境

管理に関す る対策 と,使 用済み自動車の適正

処理 に関す る対策 とに分け られる。

以下では,こ れ らを一つ一つブレー クダウ

ンし,当 省 としての政策展開の考え方につき

言及す ることとす る。

3.自 動車単体の対策

自動車単体の対策については,大 きく3つ

の対策に分類することができる。

(1)既 存車の高度化

当面は既存のガソリン車,デ ィーゼル車が

引き続 き主流を占めることは間違いない。 し

たがって,ま ず,既 存車の高度化(排 ガスの

改善,燃 費の向上等)と 高度化 された車への
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買替促進が最 も重要である。

これについては,従 来 より,① 規制による

対応,② 企業におけ る技術革新のための努力,

③政策的誘導(減 税,補 助金等の政策ツールを

活用した買替促進等)に より実現されてきた。

① 規制による対応

現在 も排ガス規制の強化,燃 費規制の強化

が議論 されているところである。

まず,排 ガスについて,ガ ソリン車につい

ては97年11月 の中央環境審議会における 「今

後の自動車排出ガス低減対策のあり方につい

て(第 二次答申)」及びこれに伴 う規制強化 の

ための告示改正がなされ,デ ィーゼル車につ

いては,98年12月 の中央環境審議会第三次答

申において排出ガス規制の強化が答 申されて

いる。

また,燃 費について も,総 合エネルギー調

査=会及び運輸技術審議会において,98年6月

に成立 した改正省エネ法に基づ き,ト ップラ

ンナー方式の考え方を導入 した基準改定が行

われることとなっている。(表1)

しか しなが ら,厳 しす ぎる規制は企業の技

術的余力を損ない,環 境改善 とい う点では寧

ろ逆効果 となることもあ り得 るため,科 学的

に最適な規制 を設計 してい くための研究が絶

えず必要である。自動車の高度化は企業の役

割だが,政 府 としては,最 適な規制の制定に

資す る知見 を集積す るための研究(JCA

P(注1),燃 費測定方法の研究等)と その成果

に基づ く費用対効果の高い規制の制定 を心が

けるべ きである。特に,燃 料 ・潤滑油 とエン

ジン・触媒 との効果的な組合せ,NOxとCO2

(燃費)の トレー ドオフ関係等には熟慮が必

要である。

(注1)

JCAP(JapanCleanAirProgram)

排 ガス・大気環境改善のための 自動車業界 と

燃料業界 との共 同研究 を,96年 度か ら(財)石

油産業活性化 センター(PEC)の 補助事業に

より支援。様 々な自動車 と燃料の組合せ による

排 ガスの変化,大 気汚染の発生 メカニズム等の

解 明。

本年度補助額 は8.3億 円(補助率2/3)。石油連

盟 と(社)自 動車工業会 とで共同研 究を実施。

環境庁,運 輸省 もオブザーバ参加。

② 企業における技術革新の取組

次に,上 記①の規制強化の流れ もあって,

企業における技術革新の取組が活発化 してい

る。具体的にいえば,排 ガス改善の典型例 と

して,ガ ソリン車での達成が困難 とされてい

表1自 動車燃費規制における燃費向上率

〈ガソ リン自動車 〉 1995実 績値(km/£) 2010基準目標値(km/£) 向上率(%)

乗用 自動車 12.3 15.1 22.8

総車輔重量2.5t以 下の貨物 自動車 14.4 16.3 13.2

全 体 12.6 15.3 21.4

〈デ ィーゼ ル 自動 車 〉 1995実 績値(km/£) 2005基 準目標値(kmμ) 向上率(%)

乗用 自動車 10.1 11.6 14.9

総車輔重量2.5t以 下の貨物 自動車 13.8 14.7 6.5

全 体 10.7 12.1 13.1

一22一
季報エネルギー総合工学



た カ リフ ォ ル ニ ア州 のULEV(UltraLow

ErnissionVehicle),EZEV(EqualZero

EmissionVehicle)の 水 準 をほ ぼ 達 成 した ガ

ソ リン車 も出 現 して い る。 ま た,デ ィー ゼ ル

車 に お い て も燃 料 噴射 の 高 圧 化,電 子 制 御 等

に よ り,排 ガ ス は大 幅 に 改 善 さ れ て い る。

燃 費 面 に 目 を 向 け る と,各 社 が95年 頃 か ら

リー ンバ ー ン(希 薄 燃 焼)エ ン ジ ン搭 載 車,

ガ ソ リン直 噴 エ ン ジ ン,ガ ソ リン ・電 気 ハ イ

ブ リ ッ ド自動 車 等 が そ れ ぞ れ 量 産 化 され る 等

技 術 革 新 が 続 い て い る。 デ ィー ゼ ル 車 につ い

て も,直 噴 エ ン ジ ン,イ ン ター クー ラー ター

ボ搭 載 等 に よ る燃 費 向上 が 進 ん で い る。

③ 政策的誘導(買 替促進等)

最後に,買 替促進策については,低 排ガス

車への買替促進策 として,自 動車NOx法 指定

地域(首 都圏,大 阪 ・兵庫圏)に おける古い

ディーゼル車の買替を優遇する税制等がある

が,低 燃費車への買替促進策はない(注2)。思

考のフェーズが同一ではないが 自動車税制の

グリーン化についての議論 もある中,適 切な

インセンティブ付与のあ り方については総合

的な見地か ら更に熟考が必要である。

(注2)

1999年 度 よ り低 燃費車 の購 入の際の 自動車

取得税 の軽減措置(取 得価格 の30万 円分 を控

除)が 講 じられ ることとなっている。

(2)ク リーンエネルギー自動車の普及促進

クリー ンエネルギー自動車は,環 境 ・エネ

ルギー問題への対応の観点か ら早期普及が重

要であるが,現 状では既存車 と比べて走行性

能が劣る割に価格が高いため,購 入費補助,

税制優遇等による需要創出が不可欠である。

こうした観点か ら,当 省 としては以下のよう

な普及施策(補 助事業 〈表2>,税 制,財 投

〈表3>)を 実施 している。

今後は,電 気 自動車,天 然ガス自動車等,

各種 クリー ンエネルギー自動車の技術的 ・経

済的特徴 を踏まえた棲み分け を重視 し,適 材

適所の重点的 ・効果的普及を目指すべ きであ

る。その際には,ク リーンエネルギー自動車

の技術 的特徴 を活か して,単 にガソ リン ・

ディーゼル車に代替させ るのではな く,使 い

分けによって共存を図るべ きである。

例 えば,小 型EV(電 気自動車)と ガソ リ

ン乗用車の両方を保有 して,用 途に応 じて使

表2購 入 費補 助 事 業
(単位:百 万円)

98予 算 97予算

クリー ンエネルギー 自動車普及整備事業 8,000 σ9●

電気 自動車等普及整備事業(車 両価格差 の1/2補助) o● 260

天然ガス自動車普及促進対策事業

(車両価格差の1/2補 助,燃 料充唄設備 費の2/3補 助)
1,348

低公害 自動車普及基盤整備事業(エ コステー ション設置費の定額

補助)
1,105

LPガ ス自動車転換促進事業 98 98

地域新 エネ等導入促進事業(自治体大量導入1/2補 助) 2,477 1,770

(注)97年 度の電気 自動車等普及整備事業等は,本 年度には クリー ンエネルギー 自動車

普及整備事業 に統合 ・拡充 して実施。

第21巻 第4号(1999)
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表3税 制 ・ 財 投

○エネ革税制

低 公害車4種(電 気 自動車,天 然ガス自動車,メ タノール 自動車,ハ イブ リッ ド自動車)

の導入 に際 して,所 得税及び法人税に関 して初年度30%特 別償却 もしくは7%税 額控除

○ 自動車取得税の軽減

低 公害車4種 は2.4%軽 減(ハ イブ リッ ド乗用車は2.0%軽 減)

○ 日本開発銀行,北 海道 ・東北開発公庫による低公害車4種 及び低燃費ガ ソリン車(2000,

2003年 の燃費 目標 の1.2,1.1倍 を超える乗用車,貨 物車)に 対する融資(特 利3,融 資

比率 はそれ ぞれ30%,70%)

い分ける等の方法 を心がけるべ きである(複

数台保有化)。すなわち,現 在の我が国の平均

乗車人員は1.5人 を下回っていることか ら,短

距離 を少人数で移動する際には小型EVを 利

用 し,そ れ以外はガソリン乗用車を利用する

ようにすれば,ユ ーザーの利便性を損なわず

に省エネ,環 境改善が可能 となる。 また,ガ

ソ リン車の代替ではなく,ガ ソリン車 と使い

分ける小型EVで あれば,ガ ソリン車ほ どの

性能は要 らず,短 距離走行に限定 した安価な

EVの 開発 も可能 となる。このようなコンセ

プ トのEVは,都 市部等の駐車場が少ない地

域ではなく,す でに複数台保有者が多 く平均

走行距離 も長い(CO、 排出量が多い)地 方で

(注3)

ク リー ンエネ ル ギー 自動 車(CEV)+ITS構i想

航続距離が短い,燃 料供給 インフラへのアクセ スが不便等のデ メリッ トをITS技 術 で補完 しCEVの

良 さを最大 限引 き出す狙 いで,1997年 度か ら小型EV(+ITS)の 共同保有や公共利用等 に関 して,経

済性,利 便性,省 エ ネ効果等を調査研究 して きた ところであるが,本 年度一次補正予算において/0億 円(N

EDO出 資事業)の 予算措置 を実現。

CEV+ITS構 想の概要

観光地用 レンタカー効率的
利用 システムの研究開発

2都 心部共同利用システム
の研究開発

翌
圃.物 流 トラック運行管理

システムの研究 開発

・』⊃

3住 宅地共同利用システム
の研究開発

⑤ 走行管理 ・情報提供の
高度化の研究開発
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の普及 も望 まれる。

もう一例 を掲げると,電 気 自動車や天然ガ

ス自動車は航続距離が短 く,常 に充電や燃料

供給インフラへのアクセスを意識 しながら使

用す る必要がある。このデメリットをITS

(IntelligentTransportSystems:高 度 道

路交通 システム)の 技術(最 適な燃料供給時

期,供 給場所への経路誘導等)を 用いて補完

し,ク リーンエネルギー 自動車の良さを最大

限引き出すことが期待 される(注3)。

(3)ク リーンエネルギー自動車の高度化

現在のクリーンエネルギー 自動車は,依 然

として化石燃料に依存 していた り,性 能やコ

ス ト等に課題を抱 えている。 したがって,長

期的視点に立って,ク リー ンエネルギー自動

車のより一層の高度化が必要である。その際,

既存のガソリンや軽油に替わる自動車用燃料

として何を選ぶか という点 も重要 な検討課題

である。

既存のガソリンや軽油に頼 ることな く,よ

りクリー ンで効率の良い自動車及び燃料の探

究 を続ける必要があり,ACEプ ロジェクト

(注4)等がスター トしている。燃料の種類や,

動力が内燃機関か燃料電池か ということにか

かわらず,制 動時のエネルギーの回生や内燃

機関の効率の維持等の機 能 を有す るハ イブ

リッ ド化は将来においても重要な技術 として

残る可能性が高い。さらに,ハ イブ リッ ド化

の中でも,蓄 電池を利用 したハイブ リッ ドで

はな く,ウ ル トラキャパシタやフライホイー

ルを用いた方式が登場する可能性がある。こ

うした観点から研究開発を行 っている。

また,水 素エンジン,水 素燃料電池等,水

素を燃料 とす る方法が 日本や ドイツ等の一部

のメー カーにより研究されている。水素はほ

ぼ無尽蔵 に近い燃料であ り,燃 焼後は水にな

ることから将来の燃料 として期待 される。た

だし,常 温で気体 という性質上,水 素 ボンベ

もしくは水素吸蔵合金 を自動車に搭載 しなけ

ればならず,航 続距離,可 搬容積,コ ス ト等の

面で課題が残 り,未来の燃料 といわれている。

一方,液 体燃料 としては,メ タノール等が

期待 されている。これ らは製造が容易であ り,

バ イオ技術の利用 も可能である。効率面から

はメタノールはレシプロエンジンよりも,燃

料電池で使用す る方が良いといわれている。

現在,メ タノール燃料電池に関 しては,メ タ

ノールを改質器で水素に変換 して利用する方

式 とメタノールを直接投入する方式(注5)の

(注4)

ACE(AdvancedCleanEnergy

Vehicles)プ ロ ジェ ク ト

メタノー ル,ジ メチルエー テル,合 成ガ ソリ

ン,合 成軽油,天 然ガス と燃料電池,エ ンジン

を用 いて,ハ イブ リッ ド自動車の技術 によ り,

高効率(燃 費 を従来車の2～3倍,CO2排 出量 を

1/3～1/2等)か つ低公害な 自動車 を97年度か ら

研究。

本年度予算5.0億 円。NEDOか ら(財)日 本

自動車研究所(JARI)に 研究委託。7年 計

画。

(注5)

DMFC(メ タ ノー ル直接 投 入型 燃料 電池)の

研 究

従来の燃料電 池自動車は,水 素燃料電池 を用

いた もの(水 素吸蔵合金+水 素燃料電池,も し

くは,メ タノールタンク+改 質器+水 素 燃料電

池)。 このため,重 量,効 率等で課題 を抱える。

メタノール を燃料 とす るもの の改質 器が不要

なメタノール直接投入型燃料電池の研究 を,本

年度か ら大学,企 業等が参加 し,JARIに お

いて実施(本 年度一一・次補正予算(NEDO出 資)

5.5億 円)。

第21巻 第4号(1999)
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燃 料 電 池 の 両 方 式 が 開 発 さ れ て い る。 前 者 は

改 質 器 の容 積 ・重 量 や 耐 久 性 等,後 者 は 燃 料

電 池 の 開 発 自体 が 課 題 で あ る。 ま た,排 ガ ス

や 発 熱 の 処 理 等 も課 題 で あ る。

また,ジ メ チ ル エ ー テ ル は 軽 油 に 替 わ る ク

リー ン な液 体 燃 料 と して期 待 さ れ,大 型 エ ン

ジ ン 等 で 研 究 が 始 ま っ て い る。

さ ら に,人 工 的 に ガ ソ リンや 軽 油 に 近 い成

分 の 燃 料 を合 成 して利 用 す る可 能 性 も残 され

て い る。 こ の場 合,既 存 の イ ン フ ラ を活 用 で

き る点 が 魅 力 で あ る。

欧 米 で は,CarofTomorrow,PNGV

(PartnershipforNextGenerationVehi・

cle)等,燃 料 電 池 や ハ イ ブ リ ッ ド自動 車 等 の

技術 を高 度 化 して 燃 費 を現 状 の2～3倍 にす る

た め の 官 民 共 同 プ ロ ジ ェ ク ト等 が ス ター トし

て い る。

なお,こ れ に 併 せ て,燃 料 は 現 在 の ガ ソ リ

ンや 軽 油 か ら,よ りク リー ン な 人 工 燃 料(合

成 ガ ソ リン ・合 成 軽 油 や メ タ ノー ル 等)に 変

化 し て い く可 能 性 が あ り,ま た,ハ イ ブ リッ

ド自動 車 は,内 燃 機 関 と電 池 の ハ イ ブ リッ ド

自動 車 の み で は な く,燃 料 電 池 と電 池(も し

くは ウ ル トラ キ ャパ シ タ,フ ラ イ ホ イー ル)

の ハ イ ブ リッ ド自動 車 も登 場 す る可 能 性 が あ

る。 現 時 点 で は,次 世 代 自動 車 の 切 り札 が 確

定 して い るわ け で は な く,様 々 な可 能 性 が 追

究 さ れ て い る。

4.交 通 ・物 流 シ ス テ ム 対 策

(1)lTSの 推進の経緯

大気汚染防止,CO2排 出抑制のためには,

自動車単体のみによる対策にとどまらず,交

通 システム,物 流面の対策(交 通流円滑化,

物流効率化等),交 通需要対策(交 通容量の拡

大,需 要の抑制 ・公共交通の利用促進)も 必

要である。特に,交 通 システムに関しては,

渋滞解消による省エネ ・環境改善効果のみな

らず安全性向上効果 も有するITS(高 度道

路交通システム)の 早期導入が期待 されてい

る。

ITSは,1960年 代に自動車の経路誘導等

が米国等で研究されたのが始 まりといわれ,

日本では73年 か ら6年間,工業技術院の大型プ

ロジェクト(自 動車総合管制技術)で 経路誘

導や可変情報表示盤等が研究 され,今 日の実

用化に寄与 した。最近 では,1993年 頃か らI

SO(国 際標準化機構)で 標準化活動がスター

トし,94年 にはITS世 界会議が発足 した。

これに併せて国内では5省 庁(警 察庁,通 産

省,運 輸省,郵 政省,建 設省)連 絡会議,V

ERTIS(道 路 ・交通 ・車両インテ リジェ

ン ト化推進協議会)が 設立され,ま た,95年

に高度情報通信社会推進本部でITSの 推進

の決定,96年 に5省 庁共同で長期 ビジョン(I

TS全 体構想)の 策定等,動 きが本格化 して

いる。

既に96年 か らVICS(道 路交通情報通信

システム)の サービスが都心部でスター トし

ているほか,UTMS(総 合交通管制 システ

ム)に よる交通流制御,ETC(ノ ンス トッ

プ 自動料金収受 システム)等 も実践が始 まっ

ている。また,SSVS(高 度知能化 自動車),

ASV(高 度安全 自動車),AHS(高 速道路

自動運転等)等 の研究 も盛んに行われている。

(2)lTSの 推 進 に 向 け た取 組

ITSに よ る環 境 改善 効 果 は,2010年 にC

O、排 出 量 を200万t-C以 上 削 減 で き る も の
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と試算 されている。 もちろん,ITSの 効果

としては,現 在年間12兆 円ともいわれる渋滞

による経済損失や,年 間1万 人を超える交通

事故死者数の削減 も期待 される。

ITSを 推進 してい く上では,前 提 となる

インフラの整備が必要であることは当然であ

るが,実 用化に向けた研究開発の推進 も不可

欠である。 また,ITSの 推進は,広 範な分

野 を対象 とし多様な利害関係者 を含み,か つ

巨大な投資 を伴 うものであり重複投資 を防止

す る観点か ら,早 い段階か ら標準化を進める

こ とが必要 である。特 にデファク トスタン

ダー ドと比べ,策 定プロセスが透明かつ公平

であ り広範なメンバーのコンセンサスが得 ら

れ るというメ リッ トがあるため,国 際標準化

活動(デ ジュール・スタンダー ド)を 推進す る

ことが有効である。このような問題意識の下,

特に通産省によるITSへ の取 り組み として

は,5省 庁連携によるITSの システムアー

キテクチャーの構築への貢献,5省 庁連携に

よる標準化活動及び標準化に資する試験研究

の実施(注6),5省 庁共同によるモデル地区実

験構想への協力(注7),各 種研究開発(注8,9),

ITS世 界会議やITSア ジア太平洋地域セ

ミナーへの参画等がある。

(注6)

ITS規 格 化事 業

97年 度～。通産省,自 動車走行 電子技術協会

(自走協),自 動車技術会等。本年度4.1億 円。

5省庁連携による標準化活動及び標準化に資す

る試験研究の実施,シ ステムアー キテ クチャー

策定への貢献等 によって,シ ステム ・機器の早

期開発 ・導入 を支援。今後 は,シ ステムアー キ

テ クチャーの成果 をもとに,分 野横断的な対応

も含 めて具体 的な提案及 び策定 に向けた作業

を推進 してい く。

(注7)

モ デル地 区実 験 の フィー ジ ビ リティー ス タ

デ ィー

ITSの 有効性,問 題点等 を評価,検 証 し,

早期 の実用化 に結びつけるための社会実験(モ

デル地区実験)の 事前検討 を5省庁共 同で実施。

本年度は,36百 万円(ほ ぼ同額郵政省 において

も予算措置 し,と もにVERTISに 委託。5省

庁 の連携事業 として実施)。

(注8)

ITS十CEV構i想

前 出参照。

(注9)

ITS走 行最 適 化 シス テム技術 研 究 開発

ETC(ノ ンス トップ 自動料 金収受 システ

ム)の 早期導入 を目指す ため多数 のモニ ター に

よるETCの 車載機器及 びシステムの開発,I

TS技 術 を利用 したモビ リテ ィ研究開発,需 要

応答 型交通 システムを構築す るために必要 な

各種アプ リケー ションシステムの開発 を実施。

本年度三次補正 においてNEDO(新 エ ネル

ギー ・産業技術総合開発機構)及 びIPA(情

報処理振興事業協会)か らの出資によ り対応。

公募 により具体的な事業計画等 を策定。

これまで,ITSビ ジネスは官公需の近辺

に存在 していたが,本 質的に政府の役割は基

盤整備に限 られるものであ り,実 際政府が行

うインフラ整備は大 したマーケット規模 では

ない。最近では,ITSを 巡 り,様 々な民間

会社等に よるサービスが開始 されて きてい

る。 こうした取 り組みが次々 と市場に投入さ

れ,競 争領域に入ってい くことは非常に望ま

しいことである。閉塞感漂 う日本経済を大 き

く改革す るもの としてITSに 対する期待は

大 きいが,必 要 としているのは政府 ではなく

国民であり,国 民の便益が高まることが重要

である。国民の求めているものは何 で,ど の

レベルなのか というのは,政 府の全体構想に
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ある項 目,供 給サイ ドの論理では語れない も

のである。そ ういう意味で,実 社会にうまく

カスタマイズされたビジネスが成長 し大 きな

市場 として形成 されてい くことが期待 され

る。

5.使 用済み 自動車の リサイクル

(1)リ サイクル を巡る問題

年間約500万 台発生する使用済み 自動車は,

ディーラー ・整備事業者等を介 して解体事業

者に集まり,解 体事業者,シ ュレッダー事業

者によって有用な部品,鉄 ・非鉄金属等が回

収され,残 りがシュレッダーダス トとして埋

立処分されている。

90年 にシュレッダーダス トに鉛が含まれる

場合があることが指摘 され,埋 立処分方法は

従来の安定型処分か らゴムシー ト施工,排 水

処理設備付の管理型処分へ規制が強化 された

(96年4月 に完全施行)。しか し,管 理型処分

場の処分費用は安定型処分場よりも高 く,し

か も,処 分場容量が不足し,処 分費用が高騰

す るおそれがあるため,使 用済み自動車や解

体済み車体の逆有償化 の動 きも出始めてい

る。このような場合,

(i)不 法投棄,不 適正処理が増加する

(ii)解 体事業者,シ ュレッダー事業者等に

は廃棄物処理法上の業許可が必要 となる

が,こ れらの事業者や 自治体には十分に

情報がない

といった問題 を招来 させる。

(2)リ サイクル ・イニシァティブ

使用済み自動車は,重 量にして約75%が リ

サイクルされてお り,日 本では有価物 として

取 り引きされることも多いが,上 記のような

表4「 使用済み自動車 リサイクル ・イニシァティブ」の概要

課 題 対 応 策

○ 自動車の リサ イクル性 の向上,有 害物使用量の削減

(産構審 ガイ ドライン&自 主行動計画)
処分場(管 理型埋

使用済み車の リサイクル率2002年:85%
立処分場)の 需給

2015年:95%
逼迫への対 応,有

新型車 の リサ イクル可能率2002年:90%
害物質使用量の削

鉛 の使 用 量(重 量)2000年:1/2(96年 比)
減

2005年:1/3

SRSエ アバ ッグ2000年:処 理 容 易化

○ 自動車解体マニュアル等の作成,配 布

不法投棄,不 適正 ○ フロン回収制度の整備

処理の防止 0マ ニ フェス ト(管理票)制 度の義務付け,不 法投棄に対す る罰則の強化(廃 棄物処理

法,再 生 資源利用促進法)

関係者間の情報収
○関係者の役割分担 ・協力体 制の明確化

集 ・提供等
○ 自動車 リサ イクル情報セ ンター構想

○技術開発の促進
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使用済み自動車の処理を巡 る諸課題(処 分場

不足,廃 棄物への有害物質の混入,不 法投棄・

不適正処理の恐れ,関 係者間の情報流通の不

足等)に 対応す るため,95年10月 か ら産業構

造審議会の廃 自動車処理 ・再資源化小委員会

において対応策が検討 され,そ の検討結果 を

踏 まえ,97年5月 に「使用済み自動車 リサ イク

ル ・イニシァティブ」 を策定 した(表4)。

使用済み自動車 リサイクル ・イニシァティ

ブの細かい運用等については,広 く関係者を

集めて検討中であるが,自 動車の リサイクル

性の向上等 につ いては,既 に95年 頃か らス

ター トしている樹脂バ ンパーの リサイクルに

加え,リ サイクル材の使用拡大,リ サイクル

容易 なポリプロピレン樹脂の多用化,鉛 使用

部位の削減等が進んでいる。また,適 正処理

の促進に関 しては,既 に解体マニュアルやS

RS(補 助拘束システム)エ アバ ッグの適正

処理マニュアル等が配布 されているほか,

カーエアコンの冷媒用フロンに関 しても回収

体制が整備 されつつある。

(3)管 理票(マ ニフェス ト)制 度の導入

不法投棄,不 適正処理の防止のために,使

用済み自動車が廃棄物 となった場合のみなら

ず,有 価の場合であっても管理票(マ ニフェ

ス ト)制 度(廃 棄物の排出者が運搬,処 分 を

第三者に委託す る際,廃 棄物の種類 ・量等を

記 した管理票を発行 し,委 託先か らその回付

を受ける等により,廃 棄物の適正処理 を担保

【排 出者】

個 人ユーザー:有 償

事業者ユーザー:有 償

(リサ イクル法の適用)A(リ)

事業者ユーザー:逆 有償

A(廃)

(廃棄物処理法の適用)

A(廃)
逆有償

B

車両再販 ・

輸出事業者
部品販売事業者

販売 販売
A(リ)A(リ)

販売 ・整備

事業者

有償
解体事業者等

有償
→
麟

プレス業者等
有償 シュレッダー

事業者等
1

轟
'

炉

i有用部品取 り i鯛 部品取りii編 生
「

・カ ー ナ ビ

・カ ー ス テ レ オ

・カ ー エ ア コ ン

・バ ッ テ リー

等

「

・ ドア ・ ミ ッ シ ョ ン

・ボ ン ネ ッ ト ・ ドア ミラ ー

・タ イ ヤ ・電 装 部 品

・エ ン ジ ン ・ヘ ッ ドラ ン プ

・バ ン パ ー 等

1「

」

・普 通 鋼鋼 材

・特 殊 鋼 鋼 材

・非 鉄 金属

・樹 脂

等

'

A(廃)

逆有償

」

'

[事 前 処 理 品 目:廃 油,廃 液,廃 バ ッテ リー,

エ ア バ ッ ク,燃 料 タ ン ク等]逆 有イ 戸

解体事業者及びシュレッダーダス ト等の収集運搬業者等

(廃棄物処理法の収集運搬業等の業許可のある者)

↓

「

最 終 処 分 場1

(廃棄物処理法の最終処分の業許可)i

プ ラス チ ッ ク,ガ ラ ス ・セ ラ ミッ クス

ゴム,非 鉄 金属,繊 維 ・紙 ・木 等

その他 の産 業 慶棄 物 処 理

流れA(リ):有 価物 として リサイクル法で対象 となるマニ フェス トの流れ

流れA(廃):産 業廃棄物 として廃棄物処理法 の対象 となるマニフェス トの流れ

流れBシ ュ レッダーダス ト,廃 油,冷 却液等の産業廃棄物処理法の対象

となるマニフェス トの流れ

図1再 生資源利用促進法及び廃棄物処理法(産 業廃棄物)に おける使用済み 自動車の流れ
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する制度)の 導入を予定 している。(図1の 「再

生資源利用促進法及び廃棄物処理法(産 業廃

棄物)に おける使用済み 自動車の流れ」参照)。

(4)今 後の動向

今後は,使 用済み 自動車 リサイクル ・イニ

シァティブに係 る運用の詳細な検討に加え,

実効性確保のためのチェック&レ ビュー等が

必要である。これ と併せ,あ る意味では本課

題の大前提 となるリサイクル可能率の判定 ・

表示方法についても現在は国際的に整合的で

はないため,国 際標準化が必要である。

る自主管理 をサポー トする仕掛けとしては,

ISO14000の 制度が挙げられる。

今後 とも,本 問題に対 しては,政 府による

最低限の規制 と企業における自主管理の役割

分担に配慮しつつ対応していくことが重要で

ある。その場合には,国 民に対 して正 しい情

報が伝わることが重要である。現在,PRT

R(環 境汚染物質排 出 ・移動登録システム),

MSDS(化 学物質安全i生データシー ト)に

ついても法制化が検討されているが,企 業間

取引が相 当程度オンライン化 されている昨今

の状況にあって,こ うした環境関係の情報に

ついて も生産,流 通時にうまくのってい くこ

とはコス ト的にも効率的であると思われる。
6.工 場 ・事業所の環境対策

工場 ・事業所の環境問題に関 しては,1996

年の大気汚染防止法,水 質汚濁防止法の改正

(規制対象物質追加,事 業者の責任範囲の拡

大),97年 の廃棄物処理法の改正(業 の許可要

件の拡充,埋 立処分場の基準強化,産 廃物へ

のマニフェス ト制度の導入等),環 境アセス法

の制定が行われている。また,CO、 排出抑制

の観点か らは,省 エネ法の強化による工場の

エネルギー使用のよ り一層の合理化が義務づ

けられることとなっている等,法 規制の強化,

制定が相次いでいる。

技術革新,産 業形態の変化等に伴い,新 た

な有害物質が使用 ・排出され る場合 もある。

新たに発生する様々な問題に機敏 に細か く対

処するためには,こ れらの法規制の遵守が必

要なのは当然であるが,一 般的に法規制は社

会的な情勢判断に基づ き最低限のラインを規

定 した ものであ り,こ れらに加えて,各 企業

による自主的取 り組み(ボ ランタリープラン

の策定 と実践)が 不可欠である。企業におけ

7.ま と め

以上,自 動車を巡 る環境 ・エネルギー問題

と対応のあ り方について概観 してきたが,そ

の中で政府の役割は,費 用対効果の高い規制

と助成措置の整備にある。特に規制による対

応ついては,現 在 も様々な官庁により様々な

観点で規制 を実施,検 討されているが,規 制

コス ト,規 制される側の コス ト,規 制手法,

規制時期等について十分に配慮することが必

要である。環境対策がビジネスの中に位置づ

け られてきている今 日にあって,可 能な限 り

環境規制対応にも市場原理の入 り込む余地を

模索す ることが重要である。

環境 ・エネルギー問題への対応 と経済発展

は両立 しないという指摘 もあるが,制 度設計,

各プレーヤーの対応如何 によっては両立 も可

能であり,更 にいえばそこにビジネスの源泉

も隠れている。それを模索す ることは,ス リ

ル と楽 しみがある。
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〔調査研究報告〕

A,11hhdL

電気二重層キャパシタによる電力貯蔵技術

ワ

新しい負荷平準化手法の実証調査一

伊 久 美 早 利 僻診竺議鮎獺糧任研究員)
▼,■1」▼1」11,L▼ 「7■L川「7

1.は じ め に

近年,最 大電力需要の増大および昼夜間の

電力需要の格差の拡大に伴い,年 負荷率の低

下が進行するとともに,特 に夏季の特定の時

期 に電力需要 ピー クが発生する傾向が顕著 と

なり,負 荷平準化 を進め ることが重要 となっ

ている。

電力負荷平準化に寄与す る電力貯蔵技術 と

しては,国,電 力会社,メ ーカー等により新

型二次電池を始めとして様々な技術開発が取

り組まれているが,新 たな電力貯蔵技術 とし

て充放電効率が高い,サ イクル寿命が長い,

メンテナンスが容易等の特徴 を有す る電気二

重層キャパシタ(注)が注 目されは じめてい る。

このような流れの中で,当 研究所が新エネ

ルギー ・産業技術総合開発機構(NEDO)か

ら平成9年 度より3ケ 年計画で 「負荷平準化

用キャパシタシステムの実証調査」 を委託さ

れ,ト ータルシステムの研究については当研

究所が,ま た,シ ステムの設計 ・製作 ・特性

試験については㈱パワー システムに再委託 し

「7'」llPVVLIISLrV,LIILrVitVLLVnyLlllL▼'llμ ・ワ・[11trV,LIIILv「P

て実施 している。本稿では,電 力貯蔵用キャ

パ シタの概要およびこれまでに得 られた実証

調査の成果について概論する。

2.電 気二重層 キャパシタの原理 と基本特性

(1)原 理

電気二重層 は,1879年 にヘルム ホルツに

よって発見された現象である(1)。図1に 示す

ように,一 対の個体電極 を電解質イオンを含

む溶液中に浸 して直流電圧 を印加 すると,+

側に分極 された電極 には一イオンが,一側電

極 には+イ オンが電界に より引 き寄せ られ

る。電極 と電解液の界面には電解液溶媒の分

子などが層 を形成 し,そ の層の電解液側 にイ

オンが吸着される。この二つの層(溶 媒分子

などの層 とイオン層)を 合わせて 「電気二重

層」 と呼ぶ。二重層のうち電解液溶媒分子の

層が絶縁膜 として機能 し,+一 両極の電気二

重層に コンデンサが形成 され電荷が蓄積 され

る。電気二重層の構造モデルにはい くつかの

説があるが,ヘ ルムホルツの分子容量説に基

づ くと,静 電容量Cは 式1で 表される(3)。

注:キ ャパ シ タ(Capacitor)と い う用 語 は,本 来 は 電気 の分 野 で用 い られ る コンデ ンサ(Condenser)と 同義 で あ

る。 日本 では,キ ャパ シ タ よ りコン デ ンサ とい う呼 称 が一 般 的 であ るが,英 語 で はCapacitorが 一般 的 であ る。

(英 語 で のCondenserは 凝 縮 器,復 水 器 の こ とで あ る。)電 気 二 重 層 キャパ シ タ(ElectricDoubleLayer

Capacitor)は,電 気二 重 層 の 原理 を用 い た コンデ ンサ で あ るが,日 本 で単 に キ ャパ シタ とい う と,コ ンデ ン

サー 般 では な くこ の電 気 二重 層 キャパ シ タの こ とを指 す こ とが 多い 。な お,本 稿 は電 気 二重 層 キ ャパ シ タの み

を対 象 と して い る。

第21巻 第4号(!999)
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電解液

充電

電源

図1

放電

}}
電気二重層

電気二重層 キャパシタの原理(2)

C-f・/(4π δ)・dS(式 ・)

ここで,ε は電解液の誘電率,δ は電極表面

か らイオン中心 までの距離で,電 気二重層の

厚さに相当し,Sは 電極界面の表面積である。

水溶液 と水銀 との界面に形成される電気二重

層の容量は約20～40μF/cm2に なる。

さらに,電 気二重層キャパシタに蓄えられ

るエネルギーEは 式2で 表 される。

E=CV2/2(式2)

ここで,Cは 静電容量,Vは 印加電圧である。

印加電圧の上限(=定 格電圧)は,電 解液が

分解 しない範囲で設定される。

したがって,電 解液に誘電率 と耐電圧が高

い物質 を,電 極に高い導電性を有 し比表面積

の大 きな物質 を用いると,大 容量の電気二重

層 キャパシタを得 ることができる。

A[電 極

ACF分 極性電極 ガスケツ トリング

図2コ イ ン型 セ ル の 例(3)

図3円 筒 型 セ ル の 例(4)

(2)外 観 と構造

電気二重層キャパ シタの形状 としては,コ

イン型,円 筒型,直 方体型などがある(図2

～図4)。

コイン型は,平 板状の電極 を用いたもので

あ り,メ モ リバ ックアップ用などに商品化 さ

れている。大型大容量のセルには向いていな

い 。
図4直 方体型セルの例(5)

一32一
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円筒型は,比 較的薄い電極 とセパレー タと

集電材を渦巻 き状に巻いてケースの中に収め

てある。電極構造がアル ミ電解 コンデンサに

類似 しているため,ケ ー シング自動製造装置

を流用することにより,安 価 で信頼性の高い

シールが得 られる利点がある。

直方体型は,平 板状の電極 とセパ レータを

積層 してケースに入れてある。エネルギー密

度が重要な電力貯蔵 システム用には厚めの電

極が指向されるため,直 方体型のセルが採用

されることになると考 えられる。設置する際

にデッ ドスペースができにくいので,シ ステ

ムとしてのエネルギー密度の面からも有利で

ある。

次のとお りである。

①急速充電が可能である。

②繰 り返 し充放電に強い。

③充放電効率が高い。

④使用温度範囲が広 く,氷 点下域でも使用

可能である。

⑤電極材料に重金属 を含まないため無公害

である。

⑥ フェールセーフ構造で異常時の安全性が

高い。

⑦NAS(ナ トリウムー硫黄)電 池等の二

次電池よ りエネルギー密度が小 さい。

⑧充放電に伴って電圧が大 きく変わる。

⑨原材料が資源的に豊富である。

(3)特 徴

電気二重層キャパシタの特性 を一般の電子

回路用コンデンサおよび二次電池 と比較 して

表1に 示す。電気二重層キャパシタの特性は,

電子回路用 コンデンサと二次電池の中間的な

ものであることがわかる。

電気二重層キャパ シタは,原 理的にはコン

デンサの一種 であるが,二 次電池 と同じよう

に直流で用いられる。このため,そ の特徴は,

二次電池 と比較 して整理 してお くのが よく,

3.卜 一 タル シ ス テ ム の 研 究

(1)電 力貯蔵技術 におけるキャパシタシス

テムの位置づけ

現在,わ が国の電力貯蔵技術 には,既 に実

用化 されている揚水発電 を始め,NAS電 池

やレ ドックスフロー電池などの二次電池,S

MES(超 伝導エネルギー貯蔵),CAES(圧

縮空気エネルギー貯蔵)お よび超電導軸受に

よるフライホイールなど様々な技術開発が進

表1電 気二重層キャパシタと電子回路用コンデンサおよび二次電池との比較

電子回路用コンデンサ 電気二重層キャパシタ 二次電池

標準的放電時間 10-6～10-3sec 0.1～100min 0.3～5hrs

標準的充電時問 10-6～10　 3sec 0.!～100min 1～8hrs

エ ネ ル ギー 密 度(Wh/kg) <0.1 !～15 20～200

出力密度(W/kg) >10,000 200～5,000 50～300

充放電効率 ≒1.0 0.90～0.98 0.60～0.90

サイ クル寿命 無限 >10,000 300～2,000

出所:文 献(7)に加筆

第21巻 第4号(1999)
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表2電 力貯蔵技術の評価

項 目
二次電池

(NAS電 池) 揚 水 発 電
超 電 導
マグネ ッ ト 圧縮空気 フラ イホイー ル キャパ シタ

技

術

の

特

性

規 模 沿期
～50(*1)

(～6)

1000～12000

(～2000)

～5000

(～1000)

～3000

(～800)

～10

(～10)

2～10(*1)

(～1)

運転単位時間 日 ・週単位 日 ・週単位 日 ・週 単位 日単位 分 ・時間単位 日 ・週単位

用地面積(m・/MWH) ～20 ～650 ～160 ～24 ～3 10～20

エネルギー密劇kWH励 約150 約1～2 約2 約5～13 約200 約15

システム効率(%) 75以 上 65～70 90～95 70以 上(*1) 約84 87～90

寿 命(目 標値) 15年 以上 40年 以上 50年 15年 以上 30年 以上 20年 以上

負荷応答特性 大 中 大 小 大 大

起動 ・停止 時間 瞬時 数分 瞬時 2G～30分 瞬時 瞬時

メンテナ ンス 容易 容易 複雑 複雑 複雑 容易

自己放電 1%以 下
(待機損失6%/日)

無し 1%以 下 無 し 1%以 下 3%/日

立

地

環

境

立地特性

自由
需要地内立地が可
能なため送電ロス
が少ない

山間地域
遠隔立地のため送
電ロスが大きい

地盤強固地域
同 左

同左
同 左

自由
需要地内立地が可
能なため送電ロス
が少ない

自由
需要地内立地が可
能なため送電ロス
が少ない

環境影響 ない 広範囲の水没等 ない 騒音 騒音 ・振動 ない

安全対策 活物質漏洩対策 一 超電導崩壊時の対応 高圧空気漏洩防止 回転異常時の対応 一

研 究 習 熟 度 実用試験レベル 既存技術 要素研究レベル 実用化例あり 要素研究レベル 実証調査レベル

(*1)配 電用変電所設置用 として(*2)空 気貯蔵効率

め られてお り,そ れ らを比較すれば表2の と

お りである。

これらの技術 を比較す ると,二 次電池によ

る電力貯蔵は,モ ジュール構造,高 効率など

優れた性能か ら適用分野が広範囲であ り,立

地上の制約 も少な く,か つ量産化された場合

には経済性において も有利になる と考 え ら

れ,実 用化されている揚水発電以外では最 も

実用化に近いといえる。

また,電 気二重層キャパ シタは,セ ルを組

み合わせてモジュール化す ることおよび基本

的に直流で用いられることなど,二 次電池 と

類似す る点が多い。

(2)電 力貯蔵用キャパ シタシステム と電力

貯蔵用二次電池 との比較

電気二重層 キャパシタと二次電池は,サ イ

クル寿命,シ ステム効率,エ ネルギー密度等

の点で次のような特性の差がある。(表3)

①サイクル寿命

電気二重層キャパ シタは,電 荷の移動のみ

でエネルギー を貯える方式であるので,確 実

な製造技術が確立されれば,1万 サイクル以

上の寿命が期待 できる。 これは,毎 日充放電

を繰 り返 しても20年以上の耐用年数となる。

NAS電 池の場合 は,電 極の耐蝕性向上によ

り2千 ～3千 サイクル(15年)以 上 を目標 と

している。

② システム効率

電気二重層キャパシタは,内 部抵抗が小さ

く副反応もないため,充 放電に伴 う損失は少

なく,キ ャパシタ単体 では95～98%程 度の効

率が得 られると予想される。 また,交 直変換

装置を含めた交流入力,交 流出力の効率は,
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表3電 気二重層キャパ シタと二次電池 との比較

電気二重層 キャパ シタ NAS電 池

サ イクル寿命(目 標) 10,000サ イ クル(20年 以 上) 3,000サ イ クル(15年)

システム効率 85～90%

　

75%以 上

起動停止時間 瞬時 数秒 ～20秒(瞬 起動停 止の場合)

エネルギー密度

(セ ル)

現状 17kWh/m・ 34!kWh/m・

目標 30～50kWh/㎡ 400～500kWh/m・

自己放電率 約3%/日 約6%/日(補 機 損 失率)(注1)

モジュール充唄率 約75%

　

約35%

安全 ・環境性 特 に問題な し 法規制緩和が必要
一

(注1)電 力共同研究試験結果におけ る日間総合効率(72%)と 週間総合効率(66%)と の

差 で設計条件 によ り変わる

87～90%程 度が予想 される。NAS電 池の場

合 は,電 池単体の内部抵抗の低減,補 機損失

の低減などによ り,75%以 上のシステム効率

を目指 している。

③起動停止時間

補機 を有 しないため瞬時の起動 ・停止が可

能である。NAS電 池は暖起動時で二十数秒

程度,暖停止時で数秒か ら十数秒程度 となる。

なお,完 全停止状態からでは冷起動時間とし

て3日 程度かかる。

④エネルギー密度

平成9年 度末 までに達成 された電気二重層

キャパシタの最大体積エネルギー密度は,今

回のプロジェクトで製作 した17kWh/m・(体

積11itterの 単セル)で ある。平成12年 には30

kWh/m・,平 成15年 には50kWh/m3の セルの実

現が期待 される。NAS電 池の場合,単 体で

341kWh/m・(モ ジュール:145kWh/m3)を 達

成 している(8)。

⑤安全 ・環境性

今回製作 した電気二重層 キャパシタの材質

は,通 常の使用状況では特に安全上 ・環境上

の問題が生 じる可能性はな く,設 置場所に特

に制約 を受けることはない。NAS電 池の場

合は,ナ トリウムお よび硫黄の貯蔵 ・取 り扱

いについて,法 規制緩和の働 きかけを国に対

して行 っている。

⑥モジュール充唄率

キャバ シタは直方体のセルを密着 して接続

してモジュール化することが可能であ り,フ

レームとケーブル配線に要するスペースのみ

考慮すれば,モ ジュール時の充填率は約75%

程度 となる。NAS電 池の場合は,形 状が円

筒であること(並 べ ると隙間が生 じる)お よ

び動作温度維持のための保温スペース等によ

り,モ ジュール充填率は約35%で ある。

(3)電 力貯蔵用キャパシタシステムの設置

面積 とエネルギー密度

キャパシタは,シ ステム効率,起 動時間,

安全環境性の点で優れた特性があるものの二

次電池に比ベエネルギー密度が小さいため,

第21巻 第4号(1999)
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図5NAS電 池の配電用変電所への設置例(9)

表4配 電 用 変 電 所 用 キ ャパ シ タ シ ス テ ム

(モ ジ ュ ール 高 さ3.5m)所 要 設 置 面 積(mt)

※1バン ク当た りの設置面積200■2以下について網掛け

キャパ シ タエ ネ ル ギー 密 度(kWh/m3)

15 20 30 40 50

シ
ス
テ
ム
容
量

3MW×4H 458 344 228 171 13?

2MW×8H 609 458 305 228 玉s3

2MW×4H 305 228 1s3 114 9窯

(注)シ ステム出力は一般的 な配電用変電所の1バ ンク当た り出力の10%

程度が最適 な電力貯蔵用容量 とされてい る⑧

同容量の電力貯蔵設備 を設置する場合,二 次

電池より広い面積が必要 となる。

既設の配電用変電所 を更新する場合や住宅

地等に新設する場合な ど,電 力貯蔵設備の設

置面積に制約を受けるときは,縮 小型の変電

機器を採用 して屋内に設置 し,電 力貯蔵設備

を屋外に設置する方法が考えられる。NAS

電池を配電用変電所へ設置 したイメージを図

5に 示す。標準的な3バ ンク構成の配電用変

電所における,屋 外機器の有効設置面積 を約

600m2と した場合,電 力貯蔵設備の1バ ンク当

たりの設置面積は約200m2と なる。

また,エ ネルギー密度から算出したキャパ

シタ1バ ンク当た りの所要設置面積は表4の

とお りである。 この結果,1バ ンク当た りの

設置面積 を200m2と すると,電力貯蔵用 キャパ

・-36一
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シタシステム(2MW×4H)を 配電用変電所の

屋外 に設置す るためのエネルギー密度は30

kWh/m・ 程度以上 という見通 しが得 られる。

(4)電 力貯蔵用キャパシタシステムと二次

電池 との組合せシステム

配電用変電所負荷カーブの昼間のピー ク部

分において,NAS電 池がべ一ス部分(8時

間相当)を 分担し,充 放電効率が高いキャパ

シタがピーク部分(4時 間相 当)を 分担する

組合せ とすることで,よ り効率的な電力貯蔵

システム とする事が考 えられる。(図6参 照)

キャパ シタとNAS電 池を組み合わせたシ

ステムと,二 次電池(NAS電 池)を 単独で

設置 した場合 との効率 と設置面積 を比較 した

結果を表5に 示す。

組み合わせ たシステムの方がNAS電 池単

独の場合よ りも効率はアップす る。また,設

置面積 は,キ ャバシタのエネルギー密度が30

kWh/m3程 度以上であれば,ほ ぼ同等の設置

(MW)

20 ,

配電用変電所(工 業地区)負 荷曲線(8月)

電力貯蔵 システ

rII

5

0

51ー

圃

■

一
、

11 1醒P

/踊轍1翻

1.1■

『

■ 鋼 ■,1■ 噛 ■0
13 57 9 目時問15 171921 23

ウ
4時 間

キャパシタシステムの

必要容量

!。

t
← 一/

,時間
NAS電 池の必要容量

2[oMWO0.5MW

/

一
NAS電 池の必要容量

5MW

図6NAS電 池 とキャパ シタシステム組合せイメージ

表5組 合せシステムとNAS電 池単独設置の場合の比較

出力(MW)[放 電容量(MWH)]
効 率

(交流端,%)

設 置 面積(m・)

全体出力
組 合 せ 条 件 キ ャパ シ タエ ネル ギー

密 度(kWh/m・)

キ ャパ シ タ NAS電 池 15 30

2.0

0.5[2.0] 1.5[12.0] 77.1 103 78

1.0[4.0] 1.0[8.0] 80.0 137 86

(NAS電 池 単 独)2.0[16.0] 75.0 70 70

3.0

0.5[2.0] 2.5[20,0] 76.4 138 113

LO[4.0] 2.0[16.0] 78.0 171 121

1.5[6.0] 1.5[12.0] 80.0 205 129

(NAS電 池 単独)3.0[24.0] 75.0 105 105

・キャパ シタの効率はセル単体 の効率か ら推定。NAS電 池の効率 は東 京電 力

におけ る試験 の実績値
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面積 となる。

この他,キ ャパシタの利用方法 として 「短

時間の急速充放電が可能」 という特徴 を活か

し,昼休みの負荷が落ち込む時間帯に充電 し,

午後ピー ク時に放電したり,サ イクル寿命が

長いことから,年 間通して使用できるため,

軽負荷期の深夜の安価 なオフピーク電力を効

率 よ く貯蔵 し,昼 間に放電するなど,様 々な

利用形態が考えられる。

4.電 力貯蔵用キャパシタの設計・製作・試験

今回のプロジェク トは,3ケ 年計画でキャ

パシタシステムの製作および充放電試験等の

各種試験を行い,変 電所に設置す るシステム

の実現可能性 を実証することが 目的である。

平成9年 度はセル,10年 度はモジュール(セ

ルを複数個直列接続 したもの)を 製作 し,11

年度にはキャパ シタバンク(モ ジュールを複

数個直並列接続 したもの)と 交直変換装置を

組み合わせたシステムを製作す る。 なお,今

回の システムはエ ネル ギー密 度15kWh/m・

(モジュール時)を 目標 としているが,次 世

代の高エネルギー密度キャパシタの実現を目

指 しエネルギー密度25kWh/m・ のセルの製作

を並行 して実施 している。

ここでは電力貯蔵用キャパシタの技術的特

徴 と平成9年 度に実施 したキャパ シタセルの

設計 ・製作 ・試験結果について報告する。

(1)技 術の特徴

電気二重層キャパシタは,急 速充放電が可

能,繰 り返 し充放電に強い,充 放電効率が高

いなど電力貯蔵用 として優れた特徴 を有 す

る。ただ しエネルギー密度の点では二次電池

と比較 して低 く,電 力貯蔵用 として用 いるに

は工夫が必要である。 キャパシタに貯えられ

るエネルギーは,前 述の(式2)で あらわさ

れるように静電容量 とセルの印加電圧の2乗

に比例す る。今回製作するキャパシタシステ

ムはこの点に着 目し,電 力貯蔵用 としてエネ

ルギー密度を高め るため,次 のような技術的

特徴を有する。

○ 静電容量(C)の 向上

内部抵抗がある程度大 きくなることを許容

し,静 電容量が大 きくなるように加工 した活

性炭電極 を使用 して単位重量当たりの静電容

量を格段に増やす。

○ 耐電圧(V)の 向上

電気二重層 コンデンサに耐電圧以上の電圧

を印加すると絶縁破壊により性能が極端に劣

化する。このため,通 常,余 裕を見て上限の

70%程 度の印加電圧で使用してお り,こ れは

耐電圧一杯 まで使用 したときに比べてエネル

ギー容量では0.49倍 とな り半分の容量 しか利

用 していないこととなる。

この問題 を解決す るために個々のセルに電

子回路(並 列モニター と称する)を 取 り付け

電圧 を監視 ・制御す ることで耐電圧近 くまで

充電する(図7参 照)。(5・9～11)

○ 放電深度の向上

電気二重層キャパ シタは電圧が充放電に伴

い大きく変動する。今回のプロジェク トのよ

うに多数のモジュールを組み合わせ るシステ

ムでは,充 放電の途中でモジュールの直並列

0

一 並 列 モニ タ 『 『 並列 モ ニ タ ー

llll
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図7セ ル電圧監視制御回路の接続(12)
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図8直 並列切 り替えの実施例(12)

(a)放 電電力量(%)50
75 94

(b)

図9

放電電力量(%)50 75 94

直並列切 り替 え式キャパシタシステム
の動作領域(lo)

((b)は従来方式)

(注)図8の ス イ ッチ を オ フ に して キ ャパ シ タ1と

キ ャパ シタ2を 並列 に して放 電 を 開始 す る。キ ャ
パ シ タの 電圧 が 半 分(Va)に なっ た とこ ろ で ス

イ ッチ1を オ ンに して キ ャパ シタ1,2を 直列 に

切 り替 え る。

その 結果,放 電 に と もな う電 圧 の推 移 は 図9(a)

の よ うに な る。図(b)は 従 来 の方 式 で,(a)の 電圧 変

化 が,1/2に な る様 子が 明 瞭 で あ る。(13)

(Vc=2×Vb=4×Va)

数 を組み替えて,モ ジュール単位での電圧変

動 は大 きくて もモジュールの集合体 としての

直流電圧の変動 を小 さくする方法⑰を採用 し

ている(図8,9参 照)。 これにより従来の交

直変換装置の電圧変動幅以内 とすることがで

き,そ の結果無理な く放電深度 を大 きくとれ

ることとなる。満充電時電圧の1/4ま で放電す

るとした場合,エ ネルギー的には全容量の1-

(1/4)2=15/16(94%)が 利用可能になる。

(2)電 力貯蔵用キャパシタの構造

これまでに一般的に商品化されている電気

二重層キャパ シタの大部分 はコイ ン型であ

り,電 力貯蔵用途 としての大型セルは円筒型

と角型に大別できる。円筒型は現在の電解 コ

ンデンサの製造設備 を流用でき,初 期投資を

抑 さえることができる反面,モ ジュール化 し

た場合,セ ル間に隙間ができるため充旗率が

下が り,そ の結果 システム全体 としてのエネ

ルギー密度が低 くなってしまう。よって今 回

製作するタイプは角型 とし,設 置面積あた り

のエネルギー密度向上を図った。

(3)電 力貯蔵用キャパシタの設計

容器のサイズは極板の大 きさと枚数に関係

し,将 来製品化する場合の 「作 りやすさ」 も

考慮する必要があ り,机 上検討の結果,容 器

は1リ ッ トルとした。また,セ ルの電極構造

は,円 筒を押 しつぶすタイプではな く,サ ン

ドウィッチ式積み重ね型を採用 し,積 み重ね

る電極のペアの数 を少な くするため,極 力平

たい形状 とした。 ただし,セ ルの側壁が膨ら

みがち となり,強度上の問題が発生するため,

セルを頑丈にす る代 わりに多数のセルを重ね

てモジュール化する構造 とした。 また,今 回

のプロジェクトの仕様(充 電時間=8時 間,

放電時間:4時 間)か ら内部抵抗 を150ΩF程

第21巻 第4号(1999) 一39一



度 とし,キ ャパ シタ各部の定数 を定めた。 列に接続 したモジュールの外観 を示す。

④ 電力貯蔵用キャパシタの製作

前述のように,今 回のセルでは角型フィル

ム容器に積み重ね電極 とい う構造 とし,単 セ

ル容器の体積は約1リ ットル,寸 法は約125×

160×50mmで,体 積あた りの電極の充墳率は

約90%と なった。また,フ ィルム容器は,電

極液の湿気に対する確実 なシールとキャパ シ

タセルの高密度充填 を両立 させ る目的か ら

「キャパシタ用多層フィルム」の開発を行 っ

ている。以上の単セルを平成9年 度は35個 製

作 した。図10に 単セル,図11に セルを10個 直

,、,噛↓ ㍉

図10電 力貯蔵用キャパシタ単セル外観図

図11

(5)電 力貯蔵用キャパシタの特性試験

今 回製作 した電気二重層キャパ シタ単セル

35個 について充放電試験,内 部抵抗測定,エ

ネルギー密度測定,充 放電効率特性,自 己放

電特性,周 囲温度特性について試験を実施 し

た。結果の概要は表6の とお りである。

当初 の 目標 としたモ ジュールでのエネル

ギー密度15kWh/m・ は,今 回製作 したセルか

ら,達 成 される見通 しである。 なお,こ の数

値は,国 内外で公表 されているセルレベルの

電気二重層キャパ シタでは新記録 である㈱。

5.お わ り に

平成10年 度は,キ ャパシタモジュールを15

セ ット製作 中で,来 年度には,キ ャパシタバ

ンクと交直変換装置を組み合わせ たシステム

により,充 放電サイクル動作等の実証試験を

実施す る予定である。また,次 世代の高エネ

ルギー密度キャパ シタの実現 を目指 し,エ ネ

ルギー密度25kWh/m3の セルの製作に取 り組

んでいる。
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電力貯蔵用キャパシタモジュール(図8の 単セルが10個 入っている)
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表6電 力貯蔵用キャパ シタシステム特性試験結果

項 目 試験結果 備 考

エ ネルギー密度 16.4～16.8(kWh/m・)
モ ジュー ル(充 損 率93%)

に お い て15(kWh/m3)以 上

静電容量特性 1614～17761(F)

内部抵抗特性 6.4～15.3mΩ

充放電効率特性 93～94% 8時 間充電 一4時 間放電時

自己放電特性 12～14% 常 温(25℃)で72時 間放 置

静電容量の温度
依存性

低 下 率5%未 満(at-10℃)

内部抵抗の温度
依存性

内部 抵 抗 の上 昇 値

10mΩ →20mΩ(at-10℃)

自己放電の温度
依存性

5%(at-10℃)

10%(at20℃)

20%(at40℃)

将来の コス トの見通 しは,電 力貯蔵用キャ

パ シタの研究 と並んで,ハ イブ リッ ド型電気

自動車用の開発が ここ数年で急速に進んでお

り,電 力貯蔵用キャパシタの原材料及び製造

費は,今 後大 きく伸 びると予想される電気 自

動車の市場規模 と電気 自動車用キャパシタの

生産量 に支配 され る可能性が高い とみ られ

る。キャパ シタは,リ チウムや コバル トなど

の本質的に高価な原材料は使用していないた

め,今 後のエネルギー密度向上,量 産技術の

確立などによるコス ト低減が実用化に当たっ

ての鍵 となろう。

今後,電 力貯蔵用キャパシタシステムの具

体的な設計および コス ト低減の見通 しについ

て,さ らに調査研究 を進め る予定である。
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〔調査研究報告〕

TRU廃 棄物中深地層処分の

可能性 に関す る考察

和

田

小

達 嘉 樹 饒 勢 菱灘 繍 鵠 役)

村 穣 二**(義 了訓;驚 業センタ_技自市長)****

島 圭 二***(地 圏空間研究所代表東京大学名誉教授)
9

1.緒 言

わが国はTRU(超 ウラン)核 種 を含む放

射性廃棄物(以 下TRU廃 棄物)の 処分につ

いては,高 レベ ル廃棄物処分方策 との整合性

を図 りつつ,民 間再処理事業等が本格化する

時期 を考慮 し,1990年 代末 を目途に,具 体的

な処分概念の見通 しが得 られるように技術的

検討 を進めることとしているω。

TRU廃 棄物は長寿命廃棄物 であるため,

その処分は国際的にも地層処分が適切 と考え

られてお り,各 国とも地層処分計画 を進めて

いるところである。 しか し,地 層の種類 処

分深度,処 分時期等は,国 に よ り様々であ

る(2)。

また,TRU廃 棄物は長寿命廃棄物である

ほか,放 射能 レベルは比較的低いが廃棄物量

が多いことが特性 として挙げられる。それゆ

え,そ の処分には合理的処分,す なわち,経

済性 と安全性が両立す る処分が望 まれる。

TRU廃 棄物の合理的処分を検討するに当

たり,基 本 となる要件に処分深度がある。 こ

れについては,原 子力委員会放射性廃棄物対

策専門部会 は中間報告(1984)に おいて,T

RU廃 棄物の処分はその特性 を勘案す ると,

低レベル廃棄物 よりは深 く,高 レベル廃棄物

よりは浅 い地層への処分 も考 えられるとして

いる。すなわち,中 深地層への処分である。

本報は,TRU廃 棄物の処分にこの中深地

層処分 を対象 とし,安 全性の観点か らその可

能性 を考察す ることとした。このため,地 下

水の関与が深地層に比べ大きい中深地層に適

合す る安全評価 シナ リオを設定 し,安 全評価

試算 を行 い,そ の結果に基づ き,わ が国にお

けるTRU廃 棄物の中深地層処分の可能性 を

考察するものである。

本報は,科 学技術庁委託調査 としてエネル

ギー総合工学研究所が実施 した 「平成8年 度

TRU廃 棄物 中深地層処分シナ リオ調査報告

書(1997年3月)」 の成果の一部である。

2.安 全評価 シナ リオ

中深地層処分の概念は,わ が国の地層構成

から堆積層の難透水層への処分であり,水 資

****:前 働エネルギー総合工学研究所 プロジェク ト試験研究部 主管研究員
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源 としての帯水層 の存在状態及び利用状況

儂 業用水,工 業用水及び飲料用水 として,

主として深度200mま で)等 を考慮 し,そ の目

安深度 として200m～500mを 考えた(3)。

処分サイ トの地質については,安 定な地層

であることを前提 とし,難透水層は,処分施設

を設置す るに足る均質で十分な厚 さとして,

処分施設か ら上部及び下部帯水層 まで40mが

あるものとした(3)。また,水 理 については,難

透水層の透水係数は1×10-6cm/s(3.16×10-1

m/y)以 下,動 水勾配は難透水層,帯 水層 とも

1/100以 下のこととして1/1000と した(3)。

以上の設定条件のもと,放 射性核種の地層

中移行は地下水によって行われることから,

安全評価 シナ リオには基本的な地下水 シナ リ

オを採用 し,次 に示す水理環境条件で,決 定

論により処分の安全評価試算を行 うこととし

た。すなわち,"難 透水層中の地下水の動 きは

小さいが,地 層中での地下水の被圧作用によ

って上部帯水層へ向けての地下水の流れが存

在する。そして,処 分施設近傍の地下水流に

直接影響 を与えない程遠方に,飲 料水用深井

戸が存在する状態を設定す る"(図1参 照)。

TRU廃 棄物(非 発熱性)の 全処分量は,

現在迄に発生 しているTRU廃 棄物に加 え

て,今 後の 日本原燃の再処理工場の稼働 を考

慮して,2002ド ラム罐で60万 本 とした(3)。安

全評価試算では,こ の60万 本の処分について,

放射性核種の処分施設か らの漏洩量,難 透水

層か らの漏洩量,帯 水層 を経由する深井戸水

中濃度及びその飲用による内部被曝線量を計

算す る。

TRU廃 棄物中には種々のTRU核 種及び

β,γ核種が含 まれるカ㍉放射能量が多 く,長半

減期のTRU核 種 としてプル トニウムー239

(239Pu)及 びネプツニウムー237(237Np)を,

長半減期であ り,地 層中移行 性が大 きい放射

性核種 としてβ,γ核種のよう素一129(1291)を

選んだ。ただし,再 処理の廃ガス処理プロセ

スでよう素 フィルタにより捕集 され,よ う化

銀(Agl)と して固定 されてよう素廃棄物 とな

る1291は除外 した。

サイ ト

讐 目
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/礁噸
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図1安 全評価シナリオの概要図
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処分施設の健全性期間は,低 レベル廃棄物

の埋設施設に係 わる管理期 間(4)に準 じ300年

とし,処分後300年 か ら放射性核種の漏洩が始

まるとした。

3.安 全評価モデル及びパ ラメータ

(1)処 分 施 設

処 分 施 設 は,難 透 水 層 中 深 度350mに 設 置 す

る こ と と した 。2002ド ラム 罐 詰 め セ メ ン ト固

化 体4体 を収 容 した コ ン ク リー ト容 器 は,順

次 コ ン ク リー ト構 造 物 内 に定 置 し,空 隙 をセ

メ ン トに よ り充 填 し一 体(モ ノ リス)化 す る。

さ らに,コ ン ク リー ト構 造 物 の外 側 に は,ベ

ン トナ イ ト混合 率15%～20%の ベ ン トナ イ ト

混 合 土 層(厚 さ2m)を 設 け る(3)。

安 全 評 価 モ デ ル に お い て は,コ ン ク リー ト

構 造 物 ま で を均 一 な コ ン ク リー トモ ノ リス と

して 扱 い,周 囲 の ベ ン トナ イ ト混 合 土 は,独

立 し たバ リア と して モ ノ リス に含 め な い。 ま

た,掘 削 ず り埋 め 戻 し部 分 は評 価 対 象 外 と し

た 。

図2に,処 分 施 設(ボ ー ル ト形 式1基)の

表1イ ン ベ ン ト リー

核種 イ ンベ ン ト リー(Bq)

1291
1.0×1011

237Np 1.0×1013

239Pu 1.0×1016

概 念 図 を示 す 。 ボー ル ト1基 に は,コ ン ク リ

ー ト容 器 が2
,376個(2002ド ラム 罐9,504本)

収 容 で き る。従 っ て,200eド ラム 罐60万 本 を

処 分 す るた め,処 分 施 設 全 体 は この ボー ル ト

64基 か ら成 り,幅500m,長 さ1,000m,高 さ15

mで あ る。

表1に,評 価 対 象 と した放 射 性 核 種 の放 射

能 量(イ ンベ ン ト リー)を 示 す 。 こ れ らの 値

は,文 献(5)でTRU廃 棄 物 処 分 の安 全 評 価 で

設 定 した放 射 性 核 種 の イ ンベ ン トリー を参 考

に,2002ド ラ ム罐 で60万 本 処 分 す る場 合 に つ

い て,当 該 核 種 の イ ンベ ン ト リー を保 守 側 に

と り,オ ー ダ で示 し た もの で あ る。

② 処分施設からの放射性核種の漏洩

処分施設からの放射性核種の漏洩は処分後

ベン トナイ ト混合土(2m)

難

コンクリー ト構造物

コンクリー ト容器

セメン ト固化体

コンクリー トモノリス

図2処 分施 設(ボ ール ト1基)の 概念 図

一44 一 季報エネルギー総合工学



表2実 効拡散係数及び水中分子拡散係数

核種
実効拡散係数(㎡/y) 水 中分子拡散係数

(㎡/y)コ ン ク リー トモ ノ リス ベ ン トナ イ ト混合土

1291
1,06×10-2 5。67×10-3 6.41×10}2

237Np
8.94×10-3 5.67×10-3 5.42×10-2

239Pu
8.94×10-3 5.67×10-3 5,42×10-2

300年 か ら始 ま り,コ ン ク リー トモ ノ リス 中 の

拡 散 及 び ベ ン トナ イ ト混 合 土 中 の拡 散 に よっ

て制 限 され る と考 え た。

こ の モ デ ル を数 式 化 す るに あ た っ て,コ ン

ク リー トモ ノ リス(ボ ー ル ト1基=巾8m,高

さ8m,長 さ200m,表 面 積 は6,528m・)を 安 全

側 の評 価 の 観 点 か ら,漏 洩 の 速 さ を大 き く評

価 す る半 無 限領 域 と して 扱 っ た。 外 側 の ベ ン

トナ イ ト混 合 土(厚 さ2m)は,平 板 領 域 と し

て 扱 っ た 。

各 領 域 の 拡 散 を表 す パ ラ メー タ と して 実 効

拡 散 係 数(表2)(6)を 用 い,半 無 限 の コ ン ク リ

ー トモ ノ リス領 域 と平 板 状 の ベ ン トナ イ ト混

合土領域に関する拡散方程式に基づいて,放

射性核種の処分施設からの漏洩量を計算 した

(補足資料1の 式(1)及び(2)参照)。この際,コ

ンクリー トモノリスを半無限領域 として扱っ

たため,漏 洩量の総量がインベ ン トリー を超

えた以降は,漏 洩量 を0と している。

(3)難 透水層か らの放射性核種の漏洩

難透水層は,透 水係数が低 く,地 下水流速

も遅 いため,放 射性核種の移行は拡散が主体

と考 えられるが,地 下水 による移流 も考慮す

ることとした。

処分施設から漏洩する放射性核種は,施 設

帯水層

[totai

図3難 透 水層 の モデル(1次 元 化)
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表面全体か ら漏洩す るのではな く,一 定の領

域から湧 き出るようにモデル化 し,難 透水層

を簡略化 して上下方向に一次元化 して取扱

い,難 透水層 と帯水層の境界面を通過する放

射性核種の漏洩量 を難透水層からの漏洩量 と

した(図3参 照)。

計算は,移 流拡散方程式に基づいて行 った

(補足資料2の 式(3),(4)及び(5)参照)。ここに,

パラメータである放射性核種の水中分子拡散

係数(7)を表2に,難 透水層における放射性核

種の分配係数(地 層 と地下水の放射性核種濃

度の比)は,粘 土層に対する値(8)を参考に,難

透水層に妥当と考 えられる値 として表3に 示

す。 また,表4に は,設 定 した難透水層に係

わるパラメー タ(3)を示す。

(4)帯 水層経由による深井戸水中放射性核種

濃度

放射性核種の帯水層における移流及び希釈

を評価するため,一 次元帯水層中移流 ・希釈

モデルを使用 した(図4参 照)。 このモデルで

は,難 透水層から漏洩する放射性核種は帯水

層で希釈(地 下水量は,流 速3.16m/yと 帯水層

断面積500m×30mの 積の4.74×104m・/yで あ

る)さ れ,さ らに,帯 水層中を深井戸(処 分

施設中心から2,000m)ま で移行することを評

価する。結局,深 井戸に到達 した放射性核種

濃度が,そ のまま深井戸水中濃度 と見倣 され

る。

計算は,帯 水層での地下水による希釈 と帯

水層に関する移流拡散方程式に基づいて行 っ

表3分 配係数

核種
分 配 係 数(m・/103kg)

難透水層 帯水層

1291 0 0

237Np 1000 100

239Pu !0000 1000

表4難 透水層及び帯水層の地質 ・水理

パ ラ メー タ 難透水層 帯水層

厚 さ(m) 40 30

透水係数(m/y) 3.16×10-1

3.16×10-2

3.16×10-3

6.15×103

動水勾配(一) 1/1000 1/1000

土 真 密 度(103kg/m3) 2.48 2.46

間隙率(一) 0.33 0.33

分散長(m)* 2.97 19.62

*分 散係数=分 散長 ×地下水流速。

分散長は参考文献(7は り設定。
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た(補 足 資 料3の 式(6)及 び(7)参 照)。 こ こ に,

設 定 し た帯 水 層 に 係 わ るパ ラ メー タ(3)を表4

に 示 す 。 帯 水 層 に お け る放 射 性 核 種 の分 配 係

数 は,砂 層 に対 す る値(8)を参 考 に,妥 当 と考 え

られ る値 と して 表3に 示 して あ る。

(5)深 井戸水飲用 による被曝

深井戸から汲み上げ られた地下水を飲用す

ることで,人 間が内部被曝 を受ける。この被

曝線量を,年 間飲料水摂取量(0.73m・/y)(9)及

び実効線量換算係数(表5)(10)に よ り実効線

量当量で表 した。

表5実 効線量換算係数

核種 実効 線量換算係数(Sv/Bq)

1291
7.4×10-8

237Np
3.0×10　 6

239Pu
9.6×10-7

4.安 全評価試算結果及び考察

(1)処 分施設か らの漏洩量

処分施設からの放射性核種の最大漏洩量 と

第21巻 第4号(1999)

なる年及びその最大漏洩量を表6(そ の1)

に示す。

最大漏洩量 となる年は各核種について共通

に処分後約700年 後であり,最大漏洩量はイン

ベン トリー(表1)に ほぼ比例 した値が得 ら

れている。 これは,コ ンクリー トモノリス中

及びベン トナイ ト混合土中の放射性核種の拡

散 を実効拡散係数(表2)に よって評価 して

お り,そ の際,い ずれの核種についても,同

一あるいは同程度の実効拡散係数を用いたこ

とに由来する。

(2)難 透水層からの漏洩量

難透水層か らの放射性核種の最大漏洩量 と

一47一

表6安 全評価試算結果(そ の1)

核種

処分施設か らの漏洩量

最大漏洩量
となる年

(y)

最大漏洩量

(Bq/y)

1291
6.5×102 7。68×107

237Np
7.2×102 7.03×109

239Pu
6.5×102 7.32×1012



表6安 全評価試算結果(そ の2)

核種

難透水層の

透水係数

(m/y)

難透水層か らの漏洩量 深井戸水中濃度 深井戸水飲用による被曝線量

最大漏洩量

となる年

(y)

最大漏洩量

(Bq/y)

最大 濃度
となる年

(y)

最大濃度

(Bq/㎡)

最大被曝線量
となる年

(y)

最大被曝線量

(μSv/y)

1291

3.16×10-1

3.16×10-2

3.16×10-3

7.78×103

8.02×103

8.04×103

3.06×106

2.19×106

2.11×106

7.96×103

8.20×103

8.22×103

3.31×101

2,38×101

2.29×101

7.96×103

8.20×103

8。22×103

1.79×100

1.28×100

1.24×100

237Np

3.16×1『1

3.16×10-2

3.16×10-3

9.81×106

9.92×106

9.93×106

1.26×102

7.82×101

7.41×101

1.12×107

1.13×107

1.13×107

9.27×10-4

5.66×10　 4

5.35×10}4

1,12×107

1.13×107

1.13×107

2.03×10-3

1.24×10-3

1.17×10-3

239Pu
3.16×10-1 2。19×106 8.00×10-66 一 一 一 一

な る年 及 び そ の最 大 漏 洩 量 を表6(そ の2)

に示 す 。

放 射 性 核 種 の拡 散 係 数 は,分 散 係 数 と水 中

分 子 拡 散 係 数 の和 で 表 さ れ るが,透 水 係 数 が

3.16×10-1m/y,3.16×10-2m/y及 び3.16×

10-3m/y,動 水 勾 配 が1/1000で は,放 射 性 核 種

の 分 散 係 数 は,そ の 水 中分 子 拡 散 係 数 に対 し

て そ れ ぞ れ 約1/10,1/100及 び1/1000と な る。

従 っ て,透 水 係 数 が3.16×10-2m/y及 び3.16

×10-3m/yの 場 合,放 射 性 核 種 の 難 透 水 層 中

移 行 は,主 と して水 中分 子 拡 散 に よ る も の と

判 断 す る。

239Puの 場 合
,難 透 水 層 移 行 中 に吸 着 に よ る

遅 延 効 果 を受 け る と と も に 半 減 期 が2.41×

104yの た め 減 衰 し,最 大 漏 洩 量 は 非 常 に小 さ

い値 とな っ た 。 最 も大 き な漏 洩 量 を与 え る難

透 水 層 の 透 水 係 数 が3.16×10-lm/yの 場 合 に

お い て もこ の よ うな値 と な る た め,239Puに つ

い て は 以 降 の 計 算 結 果 の 表 示 は 省 略 す る。

237Npの 場 合
,難 透 水 層移 行 中 に 吸 着 に よ る

遅 延 効 果 を受 け るが,半 減 期 が2.14×106yの

ため 減 衰 は少 な く,最 大 漏 洩 量 は 約1×107年

後 に102Bq/y程 度 の値 とな っ た 。 一 方,1291の

場 合,陰 イ オ ン の た め 難 透 水 層移 行 中 に 吸 着

に よ る遅 延 効 果 を受 け ず,長 半 減 期(1.57×

107y)の ため 減 衰 も殆 どな く,最 大 漏 洩 量 は約

8×103年 後 に106Bq/y程 度 の値 を示 した。

(3)帯 水 層 経 由 に よ る深 井 戸 水 中 濃 度

深 井 戸 水 中 の 放 射 性 核 種 濃 度 が 最 大 とな る

年 及 び そ の最 大 濃 度 を表6(そ の2)に 示 す 。

237Npは 帯 水 層 移 行 中 に 吸 着 に よ る遅 延 効

果 を受 け るが,1291は 陰 イ オ ン の た め 受 け な

い。 両 核 種 と も長 半 減 期 の ため 移 行 中の 減 衰

は殆 ど な い が,地 下 水(地 下 水 量4.74×104m3/

y)に よ る希 釈 効 果 を受 け る。 結 局,深 井 戸 水

中最 大 濃 度 は,237Npの 場 合,約1.1×107年 後

に10一4～10-3Bq/m・ 程 度,1291の 場 合,約8×103

年 後 に101Bq/m・ 程 度 の値 を示 した 。

④ 深井戸水飲用 による被曝線量

深井戸水飲用による被曝線量が最大 となる

年及び最大被曝線量を表6(そ の2)に 示す。

239Puの場合
,深 井戸水 中濃度が無視 しうる
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図5深 井戸水飲用による被曝線量の時間変化

程 小 さ い と見 倣 され るた め,被 曝 線 量 は ほ ぼ

0と 考 え る。237Npの 場 合 は,1.1×107年 後 に

1×10-3～2×10-3μSv/y,1291の 場 合 は,約8×

103年 後 に1～2μSv/yの 値 を示 した。

い ず れ の場 合 も被 曝 線 量 は,わ が 国 に お け

る低 レベ ル放 射 性 廃 棄 物 浅 地 中埋 設 目安 線 量

で あ る10μSv/yを 下 回 る結 果 で あ っ た。 図5

に は,被 曝 線 量 の 時 間 変 化 の 一例 を掲 げ る。

本 安 全 評 価 試 算 で は,再 処 理 で 発 生 す る1291

の 大 部 分 を 占 め る よ う素 廃 棄 物 を 除 外 し た

が,こ の よ う素 廃 棄 物 の 処 分 方 法 ・安 全 評 価

は,今 後 検 討 す べ き課 題 で あ る。

以 上 の安 全 評 価 試 算 に よ り,処 分 施 設 が 設

置 さ れ る難 透 水 層 が,239Pu及 び237Npに とっ

て,処 分 の安 全 上 重 要 なバ リア 要 素 で あ る こ

とが 明 らか と な っ た 。

結 局,以 下 の よ う な地 層 条 件 を満 た す とこ

ろが 存 在 す る な らば,TRU廃 棄 物 を安 全 に

処 分 し得 る可 能 性 が 示 唆 さ れ た もの と考 え た。

・難 透 水 層 の 透 水 係 数 が1×10『6cm/s(3 .16×

10-1m/y)以 下,動 水 勾 配 が1/1000程 度 。

・難 透 水 層 は均 質 で
,厚 さは処 分 施 設 か ら帯

水 層 まで40m程 度 。

こ こに 参 考 に,中 深 地 層(粘 土 層,深 度220

m)に 中 レベ ル ・α廃 棄 物(TRU廃 棄 物)の

処 分 を計 画 し,安 全 評 価 に よ り処 分 の安 全 性

に見 通 し を得 て い るベ ル ギ ー の モ ル の サ イ ト

の地 層 条 件 を示 す(8)。

・粘 土 層 は均 質 で あ り
,層 厚 は110m,上 部 に

帯 水 層 が 存 在 す る。 た だ し,処 分 施 設 か ら

帯 水 層 ま で の 層 厚 は45mで あ る。

・測 定 さ れ た粘 土 層 の透 水 係 数 及 び 動 水 勾 配

は,各 々3.2×10-10cm/s(1.0×10m4m/y)及

び2/100で あ る。

透 水 係 数 と動 水 勾 配 は,地 下 水 流 速 を支 配

す る重 要 な要 素 で あ り,そ れ らの積 が 地 下 水

流 速 の 目安 と な る。 本 安 全 評 価 試 算 に お け る

水 理 条 件 で は,難 透 水 層 の 透 水 係 数 は1×10-6

cm/s(3.16×10一1m/y)以 下,動 水 勾 配 は1/

1000の こ と と し たが,比 較 的 透 水 係 数 は大 き

第21巻 第4号(1999)
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め,動 水勾配は小 さめの設定である。それゆ

え,実 際に透水係数が更に小さ く,動 水勾配

が より大きい場合が考えられるが,地 下水流

速が同程度であれば,処 分の安全性が保たれ

ることは,こ のベルギーのモルのサイ トの例

か らも推察される。

結局,わ が国の 中深地層(堆 積層,200m

～500m)に は,安 全な処分 に必要な条件に適

合する地層の存在,例 えば,前 述 したような

透水係数,動 水勾配及び層厚を有する難透水

層の存在が求められ る。 これについては,文

献(3),(11)などか らも,十分にその存在は期待 し

得 るもの と考 える。

5.結 言

通常,放 射性廃棄物の処分概念では,地 下

水の関与が小 さい地層が処分対象 となるが,

国土の地層構成・状態により,比較的地下水の

関与が大 きい中深地層(堆 積層)を 実際に処

分対象 とす る国(例 えば,ベ ルギー)も ある。

本報は,わ が国の中深地層へのTRU廃 棄

物処分について,水 理環境条件 を設定 して安

全評価試算 を行い,そ の結果か ら処分の可能

性 を考察 したものである。安全評価試算は,

限定 された処分システムについての ものであ

るが,基 本的な地下水 シナ リオに基づ くもの

であ り,試 算結果が示す安全な処分に必要な

条件 に適合する地層(難 透水層)の 存在が期

待 し得ることか ら,わ が国において,TRU

廃棄物の中深地層処分の可能性はあるものと

考 える。

終 わりにあたり,安 全評価モデルの作成及

び安全評価試算の実施 において,貴 重な助言,

協力を頂いた三井情報開発(株)総 合研究所

渡辺昭次主任研究員に感謝の意を表す る。

参考文献

(1源 子 力 委 員会:原 子 力 の研 究,開 発 及 び利 用 に関 す

る長 期 計 画,(1994).

(2)原子 力 環 境整 備 セ ン ター:"放 射 性廃 棄 物 デ ー タ ブ

ッ ク",(1995).

(3)エ ネ ル ギ ー 総合 工 学研 究所:平 成7年 度TRU廃

棄 物 中深 地 層処 分 シナ リオ調 査 報告 書,(!996).

(4源 子 力安 全 委 員会:放 射 性 廃 棄 物 埋 設施 設 の 安 全

審査 の 基 本 的考 え方,(1988).

(5)日本 原 子 力研 究所:平 成7年 度 ア ル フ ァ廃 棄 物 処

分 シナ リオ 調査 成 果 報告 書,(1995).

(6源 子 力 環 境 整備 セ ン ター:平 成7年 度 放 射 性 廃 棄

物 処 分 高 度化 シ ス テム確 認 試験,(1996).

(7旧 本 原 子 力 研 究 所:低 レベ ル 放 射 性 廃 棄 物 陸 地 処

分 安 全 性 実証 試験(総 合 安 全性 実 証 試 験)中 間報 告

書,(1987).

(8)Marivoet,J.,Zeevaert,T.,Bonne,A.

:"PACOMA",CEN/SCK,MOL,(1991).

(9)ICRPPub.23,PergamonPress,(1975).

(10)ICRPPub.30,PergamonPress,(1979-1981).

(11)動力 炉 ・核 燃料 開発 事 業 団:高 レベ ル放 射 性 廃棄 物

地 層 処 分 研 究 開発 の 技術 報 告 一 平 成3年 度 一,

PNCTN141092-081,(1992).

一50一
季報エネルギー総合工学



[補足資料]

1.処 分施設からの放射性核種の漏洩量の計

算式

(拡散方程式)

島c。 一・。壽c。 一 λc。

麟 翻 、
(初 期 条 件)

Cw(x,0)=C。

C,(x,0)=0.0

(境 界 条 件)

C,(0,t)=0.O

C,(L,,t)=Cw(L,,t)

嘱G_、 一蝪c・

c。(・ ・,t)=c。 ・e一λ孟

(漏 洩 量)

(x>L,)

(1)

(0〈x<五 δ)

(t>0)

(t>0)
X=Lb

1・ar≡-D・8xc・1. .,'St・N・(2)

こ こ で,

Cw:コ ン ク リー トモ ノ リス 中 の放 射 性 核

種 濃 度(Bq/m3)

C,二 ベ ン トナ イ ト混 合 土 中 の放 射 性 核 種

濃 度(Bq/m・)

Dω:コ ン ク リー トモ ノ リス 中 の放 射 性核

種 の 実 効 拡 散 係 数(m2/y)

1)b:ベ ン トナ イ ト混 合 土 中 の 放 射 性 核 種

の 実 効 拡 散 係 数(m2/y)

λ:放 射 性 核 種 の崩 壊 定 数(1/y)

L,:ベ ン トナ イ ト混 合 土 の 厚 さ(m)

C。:コ ン ク リー トモ ノ リス 中 の 放 射 性 核

種 の初 期 濃 度(Bq/m・)

,1,。,:処 分 施 設 か ら の 放 射 性 核 種 漏 洩 量

(Bq/y)

S,:コ ン ク リー トモ ノ リス(ボ ー ル ト1

基)の 表 面 積(m・)

第21巻 第4号(1999)

瓦 ニボー ル トの本 数(一)

で あ る。

2.難 透水層か らの放射性核種の漏洩量の計

算式

(移流拡散方程式)

・鵡 α一・ρ 暴 α一・。蝪G
一 ε

f1～!λ()f十S.(0<x<H,otαt)

略G一 畝 躯 一暢G(3)
一 ε

sRsλCs(Htotai<x〈Htotai十 、乙曙)

(初 期 条 件)

C.(x,0)=0.O

Cs(x,0)=0.0

(境 界 条 件)

C.(0,t)=0.0

()f(耳 。t。、,の=C、(H,。t。 、,の

・fVfCf(H,。 、。i,t)一・fD,8xCf(糊
湘_

-E、v。Cs(H. ,t)一 畝 象(切_鰯

8。Cs(切__H。 一 …

(漏洩量)

ル ー ・fVfC・ 一 ・fD・8。c・lx -。t。,。L(4)

こ こ で,

C.(x,t),C、(x,t):地 下 水 中放 射 性 核 種

濃 度(Bq/m・)

D.,DS:放 射 性 核 種 の 拡 散 係 数(m2/y)

(分散 係 数+水 中分 子 拡 散 係 数)

ε∫,ε、:間 隙率(一)(有 効 間 隙率 を意 味 す

る。 以 下 同様)

Vf,レ、:実 流 速(m/y)

λ:放 射 【生核 種 の 崩 壊 定 数(1/y)

R∫,Rs:遅 延 係 数(一)

鳥一穿 鵬 凡一≒鯉幽

ρf,ρ、:真 密 度(103kg/m3)

K必,Kds:分 配 係 数(m3/103kg)
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方:難 透水層か らの放射性核種漏洩量

(Bq/m・・y)

魯=難 透水層 での放射 性核種 湧出量

(Bq/m3・y)

鋼 艦1畿 轍::㈲
ゐ。.:処 分施設か らの放射性核種漏洩量

(Bq/y)

Vb。r:処 分施設 を含む難透水 層の体積

(M3)(放 射 性核種が湧出すると仮

定する体積)

H,。,:処 分施設の高さ(m)(放 射性核種

が湧出すると仮定する体積の高さ)

H,。t。L:難透水層の厚さ(m)

H,。we.:下 部境界までの距離(m)

Hs:帯 水層の厚 さ(m)

であり,添字f,sは それぞれ難透水層,帯 水

層を表す(以 下同様)。

3.帯 水層経由による深井戸水中放射性核種

濃度の計算式

(移流拡散方程式)

鞠暗G一 砥 診 一駄駆
一 ε

8ム～sλCs十Ss(6)

(初 期 条 件)

C、(x,0)=0

(境界 条 件)

Cs(一 〇〇,t)=O

C、(+○ ○,t)=0

こ こ で,

Cs(x,t):地 下 水 中放 射 性 核 種 濃 度

(Bq/M3)

1)、:放 射 性 核 種 の 拡 散 係 数(m2/y)(分

散 係 数+水 中分 子拡 散 係 数)

ε、:間 隙率(一)

Vs:実 流 速(m/y)

λ:放 射 性 核 種 の崩 壊 定 数(1/y)

R、:遅 延 係 数(一)

Rs-(1『Es)P、Kds
εs

ρ、:真 密 度(103kg/m・)

Kds:分 配 係 数(m・/103kg)

S、:帯 水 層 で の 放 射 性 核 種 湧 出 量

(Bq/m・ ・y)

漏 藷 論 ≦卸)

方:難 透水層か らの放射性核種漏洩量

(Bq/m・・y)

b:帯 水層の厚さ(m)

L、:処 分施設の長 さ(m)

である。深井戸水 中の放射性核種濃度は,

処分施設中心から深井戸までの水平距離を

L(m)と したとき,x=Lの 地下水中濃度C、

(L,t)を 採用する。
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〔調査研究報告〕

土木建築用骨材への

石炭灰有効利用技術 につ いて

広 瀬 八 州 雄(働 エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 主管研究員)
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は じ め に

わが国の石炭火力発電所の新設及び増設計

画は,2005年 までに件数で38件,発 電能力で

2,605万kWに 上 るとされている。このような石

炭火力発電所の新設,増 設に伴い必然的に石

炭燃焼残渣である石炭灰 も増加 し,試 算によ

ると約700万 トン/年強が新たに発生 し,全 国

で約1,300万 トン/年になるもの と予測 され、

資源の リサイクル及び環境保全の面か ら,そ

の有効利用が強 く求め られている。

当所は,こ のような石炭火力発電所が抱え

る問題 を背景に,通 産省資源エネルギー庁発

電課の委託を受け,石 炭灰の有効利用拡大 を

目的 とし,標 記の調査 を行 った。 ここにその

概要 を述べる。

1.石 炭灰の現状 と有効利用

1.1石 炭灰発生量の現状 と見通 し

1995年 度 石 炭 灰 の発 生 量 は表1の とお りで

あ る。 電 気 事 業 に お い て は,流 動 床 ボ イ ラー

2基 を 除 い て 全 て 微 粉 炭 燃 焼 ボ イ ラー で あ

り,石 炭 灰 発 生 量 の96.7%を 占め て い る。 一

般 産 業 に お い て は,微 粉 炭67基,ス トー カ ー

33基,流 動 床28基 の順 とな っ て お り,石 炭 灰

発生量は微粉炭が68.7%と 最 も多い結果 とな

っている。石炭灰の総発生量は712万 トン/年

で,電 気事業からは7割 強に相当す る515万 ト

ン/年が発生 している。

「平成8年 度電源開発の概要 一その計画 と

基礎資料一」(通商産業省資源エネルギー庁公

益事業部編)に よると,2005年 までに新規石

炭火力発電所は全国31ケ 所の計画があ り,総

発電能力2,199万kWに のぼる。新規石炭火力発

電所 か らの石炭灰発生量について試算 し,

2005年 に向けて新 たな石炭灰の発生量を予測

した結果を表2に 示す。前提条件 として

① 一般産業にっいては,1996年 に当所が調

査 した数字をそのまま用いた。

②2010年 については立地計画が出されてお

らず,2005年 の数字 をスライ ドさせた。

③ アンケー ト調査結果では,現 在稼働中の

石炭火力発電所のうち,264万kW分 が2000年

以降停止するので,そ れに相当する石炭灰

発生が74万 トン/年減少するとした。

④IPP(独 立発電事業者)に っいては正確 な

情報が得 られないので反映しない。

として,算 出した。

1.2石 炭灰有効利用状況

もっとも新 しい数字 として電気事業者のみ

第21巻 第4号(1999)
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表11995年 度 燃焼方式別石炭灰発生量

単位:千 トン/年

ス トー カ ー 微粉炭燃焼 流 動 床 合 計

基数 発生量 基数 発生量 基数 発生量 発生量

電気事業 一 ㎜ 53 4,979

(96.7)

2 170

(3。3)

5,!49

(100)

一般産業 33 189

(9.6)

67 1,348

(68.3)

28 437

(22.1)

1,974

(100)

合 計 33 189

(2.7)

120 6,327

(88,8)

30 6.7

(8.5)

7,123

(100)

注1)基 数 とは,ボ イラー基数 をい う。

2)括 弧内数値 は方式別 の割合 を表す。

3)出 典は石炭利用総合センター

石炭灰全国実態調査報告書(1997年3月)に よる。

表2石 炭灰発生量の予測

単位:万 トン/年

現 状 将 来 予 測

1995年 2000年 2005年 2010年

電気事業

一般産業

515

197

787

200

!,083

200

1,083

200

合 計 712 987 1,283 1,283

注1)電 気事業 とは,電力9社 と電源開発,共 同火力4社及 び沖縄 電力の15社 。

注2)一 般産業 とは,上 記以外 の企業。

の統計であるが,日 本 フライアッシュ協会が

電気事業者における石炭灰の有効利用状況を

纏めてお り,1996年 度の数字 を表3に 示す。

電気事業者の石炭灰利用状況 をかなり細分化

して纏めてお り,数 字からは有効利用のうち

セメン ト原料への利用量は1993年 度調査に比

べて横這いであるが,比 率は約7割 か ら5割

へ と下がっている。しかし,そ の他用途(20 .1

%)の 大半が公共用地造成であ り,こ れを除

くと基本的には1993年 度のセメント原料用の

比率 とそう大差 ないもの と考えられる。

1。3ヨ ー ロ ッパ の石 炭 灰 有 効 利 用 状 況

(1)石 炭 灰 利 用 促 進 に係 わ る主 要 な組 織

(a)ド イ ツ

①VGB(Thechnica1AssociationofLarge

PowerPlantOperators,大 型 発 電 所 経 営

者 技 術 協 議 会)

欧 州,南 ア フ リカ,中 国 な ど28力 国,450社

(う ち独 約200社)が 参 加 す る任 意 団 体 で,

安 全 性,信 頼 性 の 向 上,性 能 及 び 環 境 調 和

に 関 す る情 報 交 換 を 目的 と して い る。

②BVK(Federa1AssociationofPower

PlantBy-Products,発 電所 副 産 物 に 関 す

る連 邦 協 議 会)
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表31996年 度電気事業者石炭灰用途別利用状況

用 途
合 計

(ト ン)

利用比率

(%)

電力工事用 6,342 0.19

FAセ メン ト用 188,892 5.60

生 コン用 89,631 2.66

セ メン ト原料用 1,713,507 50.78

人工軽量骨材用 38,583 1.14

道路路盤材料用 27,967 0.83

アスファル トフィラー用 987 0.03

融雪剤用 333 0.01

肥料用 41,453 1.23

土壌改良材 3,748 0.11

下水汚水処理剤 874 0.03

土木工事用 29,946 0.89

炭鉱充填用 254,434 7.54

地盤改良用 55,765 1.65

製鉄用 2,770 0.08

建材 ボー ド用 172,316 5.11

二次製 品用 68,739 2.04

その他 678,415 20.10

㈹有効利用合計 3,374,702 100

(有効利用率) 63.7% 一

(B)埋立処理量 1,923,428 一

石炭灰発生量合計 5,298,130 一

出典:日 本 フ ラ イア ッ シュ協 会 資料

(平成9.7.15)

VGBが 研 究 開 発 に 重 き を置 くの に 対 し,

独 の 石 炭 燃 焼 副 産 物(CCBS)の マ ー ケ ッ テ

ィ ン グ 及 び 研 修 を支 援 す る機 関 で あ る。

③ECOBA(EuropeanAssociationforUse

oftheBy-ProductsofCoalFiredPower

Statione.v.,石 炭 火 力 発 電 所 副 産 物 有 効

利 用 に 関 す る欧 州 協 議 会)

1990年 に 設 立 さ れ た 欧州 のCCBS生 産 者

の 協 会 で あ り,12力 国,18社 が メ ンバ ー で

あ る。

(b)オ ランダ

蘭の発電会社4社(EPON,UNA,EZH,EPZ)

は,傘下に石炭供給会社(GKE)と ともに,フ

ライアッシュの生産,流 通,販 売を一貫 して担

当す るフライアッシュ会社(Vliegasunie)を

1982年 に設立 している。

(c)英 国

この国で石炭灰利用促進に大 きく貢献 して

いるのは,英 国第3位 のセメン ト会社である

ラグビー社が,石 炭灰 を独 占的に取扱 うアッ

シュリソース(株)を 設立,経 営しているこ

とである。

(2)石 炭灰に関する規制及び利用促進策

(a)規 制

欧州においては,石 炭灰の処分に関する限

りわが国の 「廃掃法(廃 棄物の処理および清

掃 に関す る法律)」 に類す る法律は存在 しな

い。廃棄処分に関しては,基本的に排水環境基

準による制約を受けるのみである。なお,国 に

よっては,廃 棄i,埋立処分に課税されている。

(b)利 用促進策

各国とも石炭灰使用に関する行政支援はな

く,む しろリサイクル重視の指導を受けてい

るようである(リ サイクルが不可能なら発電

を停止しろと)。このため,電 力業界は石炭灰

の有効利用に関 して,様 々な努力を20年 来重

ねてきて,今 日の高い有効利用率に至った模

様である。

(c)フ ライアッシュに関する規格

各国ともヨー ロッパ規格(EN)を 準用 して

いる。フライアッシュのコンクリー トへの使

用に関す る規格 として,EN450,1994年 があ

る。 この規格では,未 燃炭素(C)が5%以

下 とされている。ただし,各 国の事情によっ

ては,7%ま で許容 している。

第21巻 第4号(1999)
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(3)今 後わが国が参考にすべ き点

下記の3項 目が,わ が国の課題 として,改

めて ヨー ロッパ との対比 として浮かび上がっ

た。

① 石炭灰流通システムの確立

② 石炭灰の品質管理の推進

③ 石炭灰有効利用の広報活動の充実

2.高 強度人工骨材及び高強度人工骨材配合

コンクリー ト

2.1高 強 度 人 工 骨 材

電源開発,電 発コールテック,秩 父小野田

の3社 によ り開発された骨材であ り,石 炭灰

を主材 として石灰石粉末等 を添加 し,パ ンペ

レタイザー(皿 型造粒機)で 所定粒径 となる

ように造粒 した後,ロ ータ リーキルン(回 転

窯)で 焼成 して製造す る。

本骨材の特性 として,化 学成分および品質

を表4-1,表4--2に 示す。本骨材は,石 炭灰を非

発泡領域の焼成温度で焼 き固めて製造 してい

るので強度が十分にあ り,骨 材物性,コ ンク

リー ト物性 ともに,天 然砕石 と比較 しても遜

色ない製品物性が得 られている。 また,比 重

は1.8程 度 と軽量特性を維持 し,かつ構造用軽

量コンク リー ト骨材のJIS規 格(JISA5002)も

満 たしてお り,今 までにない優れた人工骨材

であるといえる。

表4-1高 強度人工骨材の化学成分

種別 粒径
化 学 成 分(%)

f.Cao lg.Loss 残留C SO3 塩化物 Na20 K20 FeO

FA5～20 0 0.1 0.0 0.05 0.00 0.3 0.4 1.0

砕 石5～20 0 0 0.00 一 一 一 ㎝ 一

JISA5005
一 一 』 一 一 『 一 一

JISA5002
一

1.0以 下
一

0.5以 下 0.01以 下
一 一 一

JISA5011 一 『 一 0.5以 下 一 一 一 3.0以 下

表4-2高 強度 人工 骨材 の 品質

骨材種 絶乾比重
吸収率(%) 単 位容 積 質 量

(kg/m・)

実積率

(%)

安 定性

(%)

す りへ り

減量(%)1日 30日

CA 1.86 0.5 0.72 1,190 64.0 0.4 21.3

砕石 2.62 0.7 0.78 1,610 61.3 6.1 11.6

JISA5002 L

M

H

1.0未 満

1.0以 上1.5未 満

1.5以 上2.0未 満

一

一

一

『

一

一

一

一

一

60以 上

60以 上

60以 上

20以 下

20以 下

20以 下

一

『

一

JISA5005 2.5以 上 3.0以 下
一 一 一 12以 下 40以 下

※JISA5002:構 造 用 軽 量 コン ク リー ト骨材

JISA5005:コ ン ク リー ト用 砕 石

JISA5011:コ ン ク リー ト用 高炉 ス ラグ粗 骨 材

一56一
季報エネルギー総合工学



2.2高 強 度 人 工 骨 材 配 合 コ ン ク リー5

(1)物 性

配合及びフレッシュコンクリー トの特性 を

表5に 示す。高強度人工骨材を用いる場合,

所要のスランプを得 るために必要な単位水量

は,天 然砕石を用いた場合 と比較 して10kg/m・

程度低減できる。 また,コ ンクリー トの単位

容積重量は,天 然砕石 を用いた場合 よ りも

200～300kg/m・ 小さく,約10%程 度単位容積重

量が軽減できる。高強度人工骨材配合 コンク

リー トの単位 セメン ト量 と圧縮強度の関係を

図1に,単 位セメン ト量 と単位容積重量当た

りの圧縮強度の関係を図2に,圧 縮強度 と静

弾性係数の関係 を図3に 示す。図1に よれば,

単位セメン ト量が260kg/M3,300kg/㎡ では,高

強度人工骨材を使用する場合の方が,天 然砕

石 を使用する場合 よりも強度発現が良好であ

ることがわかる。一方,単 位セメン ト量380kg/

m・では材齢28日 の とき天然砕石 を使用す る場

合に比べて,本 骨材 を使用す る場合の方が強

度発現が若干低下す る傾 向となっている。図

2に よれば,高 強度人工骨材を使用す るコン

クリー トは,天 然砕石 を使用す る場合よりも

圧縮強度が材齢や単位セメン ト量に係わらず

いずれの条件でも大 きくなっていることが確

認できる。したが って,本 骨材 を用いること

により軽量かつ高強度の コンクリー ト製造が

できることがわか る。

3.骨 材 の 現 状

3.1石 炭 灰 利 用 骨 材

石炭灰利用骨材のうち,高 強度人工骨材 を

除 くその他の石炭灰利用骨材について,電 力

事業者における概要 をまとめる。

(1)焼 成 タイプ人工軽量骨材

九州電力の大村発電所構内に生産能力12t/h

(10万m・/年)の プラン トが設置 されており,

現在 も稼働 中である。1996年 度には人工軽量

骨材(商 品名エフエライ ト)と して34千m・が

生産 されてお り,1997年 度には18千m・が生産

された。 また,四 国電力でも同方式もしくは

ロー タリー キルン方式に よる10万m3/年 規模

のプラン トを検討 している。表6に 製品物性

を示す。用途 としてはプレキャス ト・コンク

表5コ ンク リー トの 配合 及び フ レッシ ュ コンク リー トの特性

骨材の

種類

W/C

(%)

単 位 量(kg/m・) ス ラ

ンプ

(cm)

空気量

(%)

単位 容 積 重 量

(kg/m・)

ブ リー

ジ ング

率(%)

圧 縮 強 度

材齢28日

(kgf/m・)
W C S G

開発品

56.5(-4.7)

49.3(-5.4)

40.5(-2.4)

147(-12)

148(-16)

154(-10)

260

300

380

836

802

723

753

752

751

12.5

12.5

12.5

5.5

4.9

4.6

2,050(-270)

2,040(-270)

2,050(-280)

3.6

3.6

4.0

421

487

550

砕石

61.2

54.7

42.9

159

164

164

260

300

380

823

784

713

1,046

1,038

1,Q46

11.5

13.0

!1.5

4.5

5.1

5.0

2,320

2,310

2,330

6.0

5.5

4.3

379

418

560

()内 は砕石 との差

第21巻 第4号(1999)
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の 圧 縮 強 度 の 関 係

リー ト(PC)板,高 層建築用人工骨材 として

販売されている。

(2)非 焼成タイプ人工軽量骨材

(a)砕 石代替

中部電力が碧南火力発電所内にプラン トを

設置 し,商 品名 「アッシュロバ ン」で製造販

売 してお り,ま た東京電力が同様のプロセス

で基礎検討 を行 っている。石炭灰 を約70%使

用 し,固 化剤 としてセメン ト,石 膏 を加 えて

混合 し,バ ン型造粒機にて造粒す る。用途は

路盤材 として道路用,及 び裏込め材 を対象 と

してい る。「アッシュロバン」の物性 を表7に

示す。

(b)軽 量骨材

試作段階であるが,三 菱マテ リアル,東 京

電力,東 電環境エンジニア リングにより,従

来の焼成タイプとは異なる非焼成 タイプの人

工骨材がフライア ッシュを原料 として検討 さ

れている。

試作 した骨材の構造用軽量 コンクリー トへ

の適用性は,JISA5002「 構造用軽量 コンクリ

ー ト骨材」等により評価 してお り,結 果の一

部を表8に 示す。

(c)細 骨材

東北電力では,能 代火力発電所に石炭灰 リ

サイクル実証プ ラン トとして1993年 に300ト

ン(製品)/月 の実証プラン トを設置 している。

商品名は 「ファイヤービーズ」で,粒 径が3

mm以下,比 重1.3程 度,硬 度4kg以 上,吸 水率

30%以 上,単 位容積重量0.7kg/2以 上である。
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表6人 工軽 量骨 材(エ フエ ライ ト)の 製 品物性

項 目 品質管理値 基準 ・規格 試験 方法

絶 乾 比 重 1.30～1.38

種 類M二LO以 上1.5未 満

(JISA5002)

、

JISA1135

24H吸 水率(%) 14～18
『

JISAll35

単位容積質量(kg/の 0,80～0.85
一

JISA1104(ジ ッ ギン グ法)

実 積 率(%) 61～63

種 類A:60.0以 上

(JISA5002)
JISA5002

浮 粒 率(%) 0.0 一 建設省住指発第32号C調 合

コ ン ク リ ー ト

圧 縮 強 度

(N/㎜ ・[kmf/cm・])

40[408]以 上
種 類40:40[408]以 上

(JISA5002)
JISA5002

28[200]以 上

28[200]以 上

健 設省住指発第32号)
建設省住指発 第32号C調 合

1

表7ア ッ シュ ロバ ンの 物性

項 目 破 砕 材

安 定 処 理 材

強 さ20kgf/cm2

(ア ッ シ ュ ロ バ ン)

強 さ20kgf/㎡ 強 さ30kgf/㎡

性状

最適含水比(%) 20～30 20～30 20～30 20～30

最大乾燥密度(g/c司 125～1.50 1.20～L50 1.10～1.45 1.10～1.45

修正CBR(%) 80以 上 一 一 一

一軸 圧 縮 強 さ(kgf/cm・) 『 10以 上 20以 上 30以 上

粒 度(mm) 0～40 0～40 0～40 0～40

塑性指数(PD NP NP NP NP

設計 推定等値換算係数 0.25 0.25 0.45 0.55

表8骨 材 および コンク リー トの物性 試験 結果

項 目 造粒骨材 粉砕骨材 市販軽量骨材
一

絶乾比重 1.30 1.40 1.30

実 積 率(%) 66.2 61.2 64.6

コン ク リー トの

圧 縮 強 度(kgf/c㎡)

391 466 505

コン クリー トの

単位容積質量(kg/の

1,996 2,018 1,976

第21巻 第4号(1999)
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現状の用途 としてはアスファル ト舗装流動化

防止材 として利用されてお り,過 去には細骨

材 として使用 したOAフ ロアパネル,間 仕切

り壁パネル,ガ ラス繊維混入セメン ト製品,

左官用プレミックスモルタルなどが試作 され

ている。

3.2天 然骨材及び人工骨材等

(1)砂 利

砂利(砂)は,そ の産状 により河川砂利(砂),

陸砂利(砂),山 砂利(砂),海 砂利(砂)に

区分 されている。年間約4億tの 砂利,砂 を

供給する砂利 ・砂業界が一般産業 と異なる特

徴は,以 下の項目と考 えられる。

① 砂利,砂 を採取する業者の大部分は中小

企業で占められてお り,全国各地で約4,500

～5 ,000企業がこれに従事 している。砂利,

砂の価格は極めて安 い。

② 大部分はダンプカーによって需要先に輸

送されている(海 砂 の場合は海上運送 も行

われている)。

③ 砂利,砂 の供給可能範囲は,前 記②,③

の理由により首都圏で約80km以 下,そ の他

で約40krn以下 と限定される。

④ 砂利,砂 は,採 取すればなくなってしま

う天然資源である。今後,資 源の確保 をい

かに進めてい くかが,業 界の最大の課題で

ある。広島県では1998年2月 に海砂利採取

が禁止され,大 きな問題 となっているなど

骨材資源不足が顕在化 して きた。

(2)砕 石

コンクリー ト用粗骨材 としての砂利の不足

を岩石砕石が補 う構成が進んで きており,1995

年度現在の総骨材需要量は約8億700万 トン

程度で,内 訳は道路用2億7,800万 トン,コ ン

クリー ト用5億2,900万 トン程度である。砕石

の使用割合が増加する理由は,良 質の河川産

砂利の不足であるが,こ の河川産物の調達難

が,骨 材の遠隔地採取 と大需要地周辺への長

距離輸送を余儀な くし,こ のことから近年で

は臨海地区の生コン工場や工事現場には,中

国・四国・九州方面か ら多量の石灰石 を原石 と

す る砕石(鉱 物砕石)の 移入が行われている。

(3)軽 量骨材

(a)天 然軽量骨材

日本は火山国であるので,い わゆる火山れ

きを活用 した天然軽量骨材は,全 国各地で活

用されている。 しかし,採 取にあたっては,

自然環境保全や立地条件などの制約 を受ける

ことが多い。採掘 した火山れきは,破 砕,ふ

るい分けなどを行 い,粒 度調整をしたうえで

出荷 されるが,産 地によ り形状,物 理的性質

および成分が多様 である。一般に不整形で吸

水性が大 きく,強 度的にも高強度は期待 でき

ない。軽量ブロック用などに限定されている。

(b)人 工軽量骨材

人工軽量骨材コンクリー トの特性が認めら

れるにつれ,そ の供給量は順調に増加 し,オ

イル ショックとなった1973年 には185万m3の

ピー クに達 した。 しかし,そ の後は需要の減

退により供給量は減少に転 じ,1986年 にはピ

ーク時の35%に まで落ち込むことになった。

年々減少 を続けた需要 も1986年 を底に上昇に

向かった。 それは大都市を中心 として市街地

の開発事業が活発にな り,高 層オフィスビル

の建設ラッシュによるもので,人 工軽量骨材

の供給量は1991年 には110万m・ にまで回復 し

た。 しかし,1992年 以降いわゆるバブル崩壊

による需要の減少により,供 給量は1993年 か

ら減退 し,現 在は約70万m・位である。
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(4)高 炉スラグ骨材

1980年 度の352万 トンをピークとして,以 降

は年々減少 してお り,1994年 度では高炉スラ

グ粗骨材17万 トン,高 炉スラグ細骨材35万 ト

ンの合計52万 トンである。使用量減少の主な

要因は,骨 材より付加価値の高いセメン ト向

けの軟質な高炉水砕スラグの使用量の拡大に

伴 う高炉徐冷スラグ(高 炉スラグ粗骨材の原

料)の 減少および硬質な高炉水砕スラグ(高

炉スラグ細骨材の原料)の 減少である。以上

まとめて骨材需要の供給構造の変化 を図4に

示す。

4.高 強度人工骨材の利用方向

4.1ユ ーザー側か らみた高強度人工骨材

骨材のユーザーが高強度人工骨材について

どう評価するかは,そ の普及に当たって重要

となる。以下にその概要 を記す。

(1)品 質の安定 した人工骨材への期待

現在,良 質の天然骨材は枯渇の傾向にあり,

ユーザーは常にコンクリー トに使用されてい

る骨材の種類 と品質および品質のばらつきに

不安 をいだいている。品質の安定 した高強度

人工骨材に対する期待は大 きい。

(2)高 強度軽量コンクリー トへの期待

高強度人工骨材は,同 一水セメント比にお

ける圧縮強度が通常の骨材を使用 した場合 と

同等であ り,か つ,粒 子の形状が良好な分だ

け単位セメン ト量 を軽減できる。

(3)軽 量化のメリット

コンクリー トの軽量化は部材の断面寸法を

小さ くできるというメリットがあり,建 物の

種類によっては(た とえば住宅など)部 材の

断面寸法のわずかな減少でも居住者に とって

は大きな意味をもつ場合がある。

(4)コ ンク リー ト用骨材としての本製品の位

置付け

近年,コ ンクリー ト用骨材については,天

8

7

6

5

4

3

(
制
贈
)
咽
纏
巡

2

天然軽石

スラグ

天然軽石

スラグ

3032343638404244464850525456586062兀

昭和 ・平 成(年)

蕾典(、饗 膨 野 鼎 会 、コン,,一,工 学,。 、34N。,,、g96.,・骨材問題 。考える」

図4骨 材需要の供給構造の変化
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然の細骨材が枯渇 し始めてきている。しか し,

高強度人工骨材のような 「粗骨材」は,天 然

粗骨材(砂 利 ・砕石)に 対 して価格面で有利

にならない限 り,市 場の直接的な要請材料 と

はならない。

(5)コ ンクリー ト用骨材に求められているもの

アルカリ安定性,経 時的変質が少ない,大

きな粉砕値,適 切な粒度分布,不 純物を含 ま

ない,小 吸収率,適 切な質量,コ ンクリー ト

とした場合の分離抵抗性,ス トックヤー ドで

の扱い易さ,輸 送の至便性,継 続的大量安定

供給が可能,適 正価格などである。

(6)タ ーゲ ッ トとする市場と競合する在来骨

材の想定

高強度人工骨材 を砕石(年 間生産量約5億

トン)と 競合 させることは,価 格 などか らし

てもかな り困難 と思われる。従 って,コ ンク

リー ト2次 製品の分野での市場がターゲッ ト

となる。構造用2次 製品(柱 ・梁 ・耐震壁 ・

床 などのPC部 材)に ついては,か なり有望 な

市場を得 ることができると思われる。

(7)軽 量骨材 としての利用

鉄骨造による施設建築物においては,床 の

剛性を高めるため,高 強度軽量コンクリー ト

による設計が増えている。 このような観点か

ら,人工軽量骨材 としての利用が考 えられる。

(8)普 通骨材 としての利用

高層鉄筋コンクリー ト造のような超高強度

を必要 としない一般の構造物では,普 通骨材

と同等に使用できる。単独あるいは砕石 との

混合使用により,コ ンクリー トの施工性 は砕

石 コンクリー トより改善されるもの と思われ

る。

(9)現 実的な価格の設定

価格帯で考 えると,現 在の膨脹頁岩系の人

工軽量骨材 との競合 となる。この点,高 強度

人工骨材 と現在の人工軽量骨材 との市場にお

ける棲み分けの戦略が必要である。

⑩ 本製品をコンクリー トに使用 した場合の

コンクリー トの品質

有効 な広報活動のためにも,本 製品を使用

したコンクリー トは各種1生能がバランスのと

れた状態であ り,ト ータルの品質が良いこと

を示す積み重ねデー タが望 まれる。

4.2ヨ ー ロ ッパ に お け る石 炭 灰 骨 材 の 現状

(1)石 炭灰利用状況及び骨材生産状況

欧州における石炭灰を原料 とした人工軽量

骨材の生産は,各 国によ りバラツキはあるも

のの,総 じてわが国よりも利用率は高い とい

える。昨年調査 した国々の利用状況 を表9に

示す。人工軽量骨材の用途は,欧 州全体の数

値が不明なため,参 考 としてオランダを例に

取 ると,建 物外壁用ブロック(50%),プ レキ

ャス トコンクリー ト用(約26%),生 コンクリ

ー ト用(14%) ,そ の他であ り,建 物外壁用 と

しての利用が最 も多い。 この傾向は他の国で

も同様 と考えられる。

(2)高 強度人工骨材が参考にすべき点

(a)輸 送 コス トの低減

ライターグ社のバジム工場は,石 炭火力発

電所の近傍に位置 してお り,原 料 となる石炭

灰 をパイプラインで輸送 してお り,輸 送 コス

トの低減を図っている。

(b)品 質管理

また,同 工場では石炭灰の品質の安定化の

ために,原 料石炭灰のブレン ドサイロ等の設

備を設置 して,製 造時の原料の前処理に十分

配慮 し,品 質管理体制を整備 している。

(c)市 場
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表9欧 州における石炭灰利用状況

項 目 ド イ ツ オランダ イ ギ リス

石炭灰有効利用率 98% 100%以 上 46%(ナ ショカルパワー)

石

炭

灰

の

用

途

フ ライ ア ッ シュ 410万t(99%) 80～90万t 150万t(ボ トム)

コ ン ク リー ト 69% 10% 30%(ア ッシュ含)

土工 ・道路用 11% 10% 一

グラウ ト用 17% 　 3.6%

レ ンガ ・モ ル タル 用 4% 一
34.3%(ブ ロック用)

セ メン ト原料用 }

36%

22%(フ ライアッシ・セメント)

4.5%

人工軽量骨材 一 18% 21%

そ の 他 3% 4% 6%(バ ックフィル)

ボ トム ア ッシ ュ 60万t(97%) 10～15万t 64万t

土工 ・道路用 60% 59% 一

ブ ロ ッ ク 一 41% 一

人工軽量骨材 40% 一 　

軽量かつ高強度 性を活かせ る構造物や部材

へ適用されている。 オランダでは橋梁に採用

されてお り,ロ ン ドンでは高層ビル等への実

績がある。

4.3高 強度人工骨材の利用方向

(1)高 強度人工骨材の利用が期待 される構造

物等

(a)高 層建築物 ・高層土木構造物等への期待

高強度人工骨材は,既 存の人工軽量骨材 と

は異な り,同 一水セメン ト比の コンクリー ト

における圧縮強度が通常の骨材を使用 した場

合 と同等であり,か つ,粒 子の形状が良好な

分だけ単位セメン ト量 を軽減できることにな

る。 また,同 一圧縮強度におけ るヤング係数

も大 きくなってお り,部 材のたわみや地震時

の高層構造物の揺れも軽減できるものと推測

される。具体的には下記の項目が挙げられ る。

① 高層鉄筋 コンクリー ト造のような超高強

度 を必要 としない一般の構造物では,普 通

骨材 と同等に使用できる。

② 鉄骨造による施設,建 築物においては,

床の剛性 を高めため,高 強度軽量 コンクリ

ー トによる設計が増えている。床にデッキ

プレー トと軽量コンクリー トの合成板がよ

く用いられ る。

③ 鉄骨 ・鉄筋コンクリー ト造による高層集

合住宅では,遮 音性の問題で人工軽量骨材

の使用はきわめて少ない。 しかし,今 後ス

ラブ厚を200mmに する方向にあり,この場合

は比重の大 きい方が普通コンクリー トと同

程度の遮音性が得 られる。 この部分は,本

人工骨材 を用いても所要の遮音性が得 られ

ると思われる。

④ ヨー ロッパ(ロ ン ドン)で は,す でに高

層構造物 としての実績がある。

(b)コ ンクリー ト2次 製品等への期待

非構造部材用(カ ーテンウォール部材等)

第21巻 第4号(1999)
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コンクリー トでは,超 軽量骨材の開発が要請

されてお り,既 存の人工軽量骨材より比重の

大 きい高強度人工骨材が同等に競えるかは疑

問がある。構造用2次 製品(柱 ・梁 ・耐震壁・

床 などのPC部 材)に ついては,普 通 コンクリ

ー トよりも軽量で,か つ高強度の コンクリー

トが製造できる本製品はかな り有望な市場を

得 ることができると思われる。オランダでは

既に1ス パ ン50mのPC橋 梁に使用 されてい

る。

(2)今 後の課題

(a)価 格の設定

高強度人工骨材が石炭灰の有効利用先 とし

てセメン ト原料向けに次 ぐ規模にな りうるか

否かについては,価 格の設定にかかっている

と思われる。価格が高ければ販路 も限 られ,

極 く特殊 な用途向け となって しまう。骨材製

造プラン トの計画に当たっては,下 記のよう

なコス トダウン策を考え,ユ ーザーにとって

受け入れやすい価格設定 をする必要がある。

① プラン トの立地に当たっては,石 炭灰発

生元,高 強度人工骨材プラン ト,及び需要地

間の輸送 コス トを極力抑える立地を考える。

② プラン ト建設に当たっては,セ メン ト製

造の遊休設備,人 工軽量骨材プラン ト,セ

メン ト流通設備等の転用等によりコス トダ

ウンを図る。

③ 石炭灰の処理費用は,今 後更に上昇 して

い く可能性があ り,高 強度人工骨材向けの

石炭灰に対 して も,十 分なバ ックプライス

を検討 してい く必要がある。

(b)デ ータの地区性及びPR

新規建築 ・土木用資材 をユーザーに採用 し

て貰うに当たっては,認 定等の取得 と同時に

作業性,耐 久性等多 くのデータを整備 し,蓄

積するとともに,構 造的メリット(特 に経済

性)に ついても同時にアピールしていく必要

がある。

(c)供 給の安定性

他の石炭灰用途 と同じであるが,石 炭灰の

品質,需 要 を考慮 した供給等に対 して,今 後

も検討 してい くことが必要である。

(d)そ の他

欧州各国では,石 炭灰処理に関 して廃掃法

に類す る法規制が存在 しないため,石 炭灰お

よびその加工 品は貴重な資源 として適正な価

格構成が可能な状況にある。わが国において

も,循 環型社会の構築に向けての社会システ

ムの整備(法 体系の整備 も含む)が 大切であ

ると考える。
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〔調査研究報告〕

自動 車燃 料 の 品質 動 向

仁 科 恒 彦((財)エ ネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部副主席研究員)
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1.ま え が き

大気の汚染状態を判定する基準 として環境

基準がある。これは,人 の健康を保護し,生 活

環境 を保全す る上で維持 されることが望 まし

い基準 として,環 境基本法に規定 されている。

環境基準は,水 質,土 壌及び騒音について

も定められているが,大 気に関 しては,現 在,

以下に示す8物 質について定められている。

二酸化硫黄(SO2)

一酸化炭素(CO)

浮遊粒子状物質:大 気中に浮遊する粒径

10μm以 下の粒子状物質

二酸化窒素(NO2)

光化学オキシダン ト:光 化学反応で生 じ

るオゾン(03)等 の酸化性物質

ベンゼン(C、H、)

トリクロロエチレン(C2HC13)

テ トラクロロエチ レン(C2Cl4)

例えば,光 化学オキシダン トに関する基準

は 「1時 間値が0.06ppm以 下」であるが,他

の物質についても,同 様に具体的な基準値が

設定 されている。

これ らの環境基準の達成状況 を見 る と,

SO,やCO等 については満足すべ き状況にあ

るのに対 し,浮 遊粒子状物質やNO、,光 化学

オキシダン ト等については達成状況は低水準

で,更 に強力な対策が必要 とされている。

全 国約2,000ヶ 所 の測定局におけるモニタ

リングの結果をまとめた 「97年度の大気汚染

状況について」が,昨 年(1998年10月2日),

環境庁か ら公表された。なお,大 気中の汚染

物質の測定は,一 般的な大気汚染の状況 を把

握するための一般環境大気測定局(一 般局)

と,道 路周辺における状況 を把握す るために

沿道に設置された自動車排出ガス測定局(自

排局)に おいて実施 されている。

これによると,NO2や 浮遊粒子状物質の環

境基準の達成率は,大 都市を中心 として依然

として低い状況が続いてお り,100%に するた

めには,ま だ まだ大変であることがわかる。

97年 度におけるNO2と 浮遊粒子状物質の環

境基準達成率 を表1に 示す。

浮遊粒子状物質の発生源は,土 壌の巻 き上

げ等の自然発生源 と,工 場やディーゼル車等

の人為的発生源がある。

また,NO2は,通 常NOxと 呼ばれる窒素酸

化物の一つであるが,い わゆ る自動車NOx

法に定められた特定地域 におけ るNOxの 発

生源別排出量 を図1に 示す。自動車からの排出

が半分以上 を占めていることがわかる。

浮遊粒子状物質や窒素酸化物の大気中濃度

を低下させ るためには,工 場等からの排出規

制 とともに自動車か らの排出削減が必要であ

第21巻 第4号(1999)
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り,こ れ らの規制は,既 に長年にわたって実

施 されて きている。現に 自動車1台 あた りの

表1環 境基準達成率(97年 度)

単位:%

物 質 一般 局 自排局

二酸化窒素 95.3 65.7

浮遊粒子状物質 61.3 32.9

大気汚染物質の排出量はかな り削減されて き

ているが,自 動車保有台数の大幅な増加によ

って,単 体規制の効果が相殺されている傾 向

にあ り,1台 あた りの排出量を更に低減する

ことが求め られている。

図2に,近 年の自動車保有台数の推移 を示

すが,過 去30年 間で約9倍 に増加 している。

なお,従 来から自動車排出ガス低減に際 し

ては,自 動車サイ ドの改良だけでな く,燃 料

首 都 圏 特 定 地 域

9.5(4.3%)

船舶 ・航空機16
.0(7.2%)

民生(群 小) ,

合計:

出典:環 境白書(平 成10年 版 ・総説)

図1NOx排 出源別排出量
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注1:乗 用車には軽乗用車を含む。 注2:小 型貨物車には軽貨物車を含む
。出典

=運 輸省「自動車輸送統計年報」

図2自 動車保有台数の推移
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(ガソリンや軽油)の 品質改訂 も必要 とされ

て きてお り,既 にガソ リンの無鉛化や軽油の

低硫黄化等が実施 されてきている。

自動車燃料に関す る日本工業規格(JIS)

製品規格の最近 の状況は,次 の とお りであ

る。

ガソリン規格(K2202)は,1996年 に硫黄

分(0.01%max),ベ ンゼン(5%max)等 が

新たに規定されたが,ベ ンゼンは2000年 頃を

目途 に更に1%maxに 改訂 される見込であ

る。一方,軽 油規格(K2204)は,1997年 に硫

黄分が0.20%maxか ら0.05%maxに 改訂 され

たが,こ れ を更に改訂 しようとする動 きがあ

る。欧米において も同様な改訂が行われてきて

お り,ま た更に改訂する動きが見られる。

本稿では,欧 米における自動車燃料品質の

現状並びに改訂の動向について概要を述べ,

最後にわが国の状況について も触れる。

2.ア メ リ カ

2.1自 動車燃料品質の現状

自動車燃料規格 としては,ア メリカ材料試

験協会(ASTM)規 格が基本であるが,大 気

浄化法によ り燃料品質 に関す る各種の規制が

実施されているため,ASTM規 格だけで品質

全体 を把握することは困難になっている。以

下に,品 質規制に関連す る項目のい くつかに

ついて簡単に紹介する。

(1)ガ ソ リ ン

(a)ASTM規 格

ガ ソ リン規 格(D481495-b)に は,オ クタ

ン価 や 硫 黄 分(0.1%max)等 が 規 定 され て い

る の に加 えて,種 々 の気 候 条 件 に対 応 した グ

レー ド別 に 蒸 気 圧 等 が 規 定 され て い る。

(b)蒸 気圧規制

環境保護庁(EPA)は,1989年 から,夏 期に

おける蒸気圧の上限を規定 している。これは,

ガソリン中の軽質炭化水素の排出低減を目的

としている。現在の基本的な規制値 は,南 部

53.8kPa,北 部62.1kPaで,エ タノール(エ

チルアル コール)混 合ガソリンには7kPaの

上乗せが認められている。

(c)含 酸素規制

1992年 から,COに 関する環境基準未達成

の都市では,主 として冬期4ヶ 月間,酸 素含有

量2.7%の ガソリンの使用が義務付け られて

いる。COは 燃料 の不完全燃 焼によって発生

し,ガ ソ リン中の酸素は不完全燃焼を防止す

るという考 えに基づいている。

(d)無 鉛 化

1995年 から,有 鉛ガソリン(オ クタン価 を

向上させ る鉛化合物が添加 されたガソリン)

の販売は禁止され,無 鉛化 されている。因み

にわが国では,約15年 前か ら,世 界に先駆け

てガソリンの無鉛化が実施 されている。

(e)連 邦RFG規 制

オゾンに関す る環境基準未達成地域 を含む

各州は,基 準達成の計画 を立案 し,EPAの 諒

承 を得 たうえ,実 行す る義務がある。

未達成地域のうち,汚 染状態が最悪な地域

では,RFG(ReformulatedGasoline)と 呼ば

れ る低公害ガソリンの使用が義務付けられて

いる。 また,未 達成ではあるが汚染状態が最

悪ではない地域では,達 成するための手段の

1つ として,RFGの 使用義務付けを選択す る

ことができる。後者 をオプ ト・イン(Opt-In)

と呼んでいる。RFGの 需要は,全 米ガソ リン

の約30%と いわれている。

連邦RFG規 制は,2段 階の計画 になって
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お り,第1段 階(フ ェ イ ズ1)は 既 に1995年

に 開 始 さ れ,第2段 階(フ ェ イ ズII)は2000

年 に始 ま る予 定 で あ る。 フ エ イ ズIIで は フ ェ

イ ズ1と 比 較 し て,VOC(揮 発 性 有 機 化 合

物),有 害 物 質 及 びNOxの 排 出 に 関 して,・よ

り多 くの 削 減 が 意 図 さ れ て い る。

RFGに は,組 成 に 関 す る 規 定(酸 素 分

2.0～2.7%,ベ ンゼ ン1%以 下 等)の ほ か,自

動 車 か らの 排 出 に 関 す る規 定 が あ る。 排 出 に

関 す るRFG規 格 と して1998年 か ら使 用 さ れ

て い る コ ン プ レ ッ クス ・モ デ ル は,ガ ソ リン

の性 状(硫 黄 分,酸 素 分 等8項 目)とVOC,

有 害 物 質 及 びNOxの 排 出 を 関 連 づ け た 数 多

くの 複 雑 な数 式 か ら成 り立 っ て い る。

排 出 に 関 す る規 格 を満 足 して い る か の 判 定

は,ガ ソ リンの 性 状 を分 析 す るだ け で は わか

らず,そ れ らの 性 状 を用 い て,コ ン プ レ ッ ク

ス ・モ デ ル に 含 まれ る数 式 を計 算 して は じめ

て 可 能 とな る。

(f)カ リフ ォ ル ニ ア州RFG規 制

カ リフ ォル ニ ア 州 は,他 州 と比 較 して 大 気

汚 染 が 進 ん で い る ため,連 邦 の 規 制 よ り厳 し

い独 自の 規 制 が実 施 さ れ て い る。 そ の1つ と

して,連 邦RFG規 制 とは 別 に カ リフ ォ ル ニ

ア州 独 自のRFG規 制 計 画(2段 階)が 実 施 さ

れ て い る。1992年 か ら開 始 さ れ た フ ェ イ ズ1

に続 い て,1996年6月 か らは 更 に厳 し い フ ェ イ

ズIIRFGの 使 用 義 務 付 け が 開 始 さ れ た。 フ

ェ イ ズIIで は,硫 黄 分(40ppmmax),芳 香

族(25%max),ベ ンゼ ン(1%max),オ レ

フ ィ ン(6%max)の ほ か,蒸 気 圧(夏 期48.3

kPamax),酸 素 分 等 が 規 定 され て い る。

(9)清 浄 剤

1995年 か ら,全 米 の ガ ソ リ ンに は清 浄 剤(エ

ン ジ ン 内 部 や 燃 料 系 統 を清 浄 に保 つ ため の 薬

品)の 添加が義務付 けられている。

(2)軽 油

(a)ASTM規 格

自動 車 用 軽 油 規 格(D975-94)に は,硫 黄

分(0.05%max)に 加 え て,[セ タ ン指 数(40

min)も し くは 芳 香 族(35%max)]等 が 規 定 さ

れ て い る。 硫 黄 分 規 制(0.05%max)は,1993

年10月 か ら開 始 さ れ た 。

(b)カ リフ ォル ニ ア 州 規 格

カ リフ ォル ニ ア州 で は1993年10月 か ら,硫

黄 分(0.05%rnax)に 加 え て 芳 香 族(10%

max)の 規 制 が 開 始 され た 。 た だ し,規 定 さ

れ た エ ン ジ ン ・テ ス トに お い て,規 定 され た

標 準 燃 料 と同 等 以 下 の 排 出 で あ る こ とが 認 め

られ れ ば,た と え芳 香 族 が10%以 上 で あ っ て

も規 格 に 合 格 とな る。

2.2自 動 車 燃 料 品 質 の 動 向

(a)排 出 ガ ス規 制

大 気 浄 化 法 は,軽 量 車 に 対 して 第1段 階

(TierI)及 び 第2段 階(TierII)の 排 出 ガ

ス規 制 を規 定 して い る。第2段 階 の規 制 値(上

限値)は 第1段 階 の 半 分 と厳 し くな っ て お り,

2004年 モ デ ル 車 か らの 適 用 がEPAに よっ て

検 討 さ れ て い る。

(b)NLEV計 画

EPAは,カ リフ ォ ル ニ ア州 で 実 施 さ れ て い

るLEV(LowEmissionVehicle:低 公 害 車)

プ ロ グ ラ ム と同 様 な プ ロ グ ラ ム を,同 州 以 外

の49州 に も 導 入 し よ う と す るNLEV

(NationalLowEmissionVehicle:全 米低

公 害 車)計 画 を検 討 して い る。

(c)ガ ソ リ ン硫 黄 分 に 関 す る 要 望

自動 車 業 界 は,第2段 階 の排 出 ガ ス規 制 や
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NLEV計 画 に 際 して は,ガ ソ リ ンの低 硫 黄 化

(40ppmmax)が 必 要 と主 張 して い る。 これ

に対 して 石 油 業 界 は,そ の よ うな低 硫 黄 化 は

費 用 効 率 が 低 く,多 くの精 製 会 社 に と っ て死

活 問題 で あ る と し て反 対 す る と同 時 に,代 案

と して2004年 以 降,RFG以 外 の ガ ソ リン に対

し て,夏 期 の 平 均 硫 黄 分 を地 域 に 応 じて 規 制

(大 気 汚 染 の 問 題 が 大 き い 地 域 は150ppm

max,そ の他 の地 域 は300ppmmax)す る案

をEPAに 提 示 し た。

た だ し,そ の後,こ の提 案 とは別 に ア メ リ

カ石 油 協 会(API)は,大 気 汚 染 が 深 刻 な地 域

に 対 して は2010年 か ら低硫 黄 分(40ppmmax)

の ガ ソ リン を供 給 す る こ とを提 案 し た。 しか

し,現 在 の と こ ろ,全 米石 油 化 学 精 製 業 協 会

(NPRA)はAPIの 提 案 に 同 意 して な い。

EPAは,現 在,第2段 階 の 排 出 ガ ス規 制 に

結 び つ け て,ガ ソ リン硫 黄 分 の 地 域 別,季 節

別 規 制 を検 討 中 と報 道 され て い る。

な お,カ ナ ダ で も同 様 に,ガ ソ リン の低 硫

黄 化 に つ い て,規 制 値 及 び実 施 時 期 に つ い て

検 討 が 進 め られ て い る。

(d)ガ ソ リン硫 黄 分 の 現 状

カ リフ ォ ル ニ ア州 を除 く49州 の ガ ソ リン硫

黄 分 の 平 均 は,現 在,約340ppm(RFG約316

ppm,RFG以 外 約346ppm)と 推 定 さ れ て い

る。 また,連 邦 第2段 階RFG規 制(2000年 以

降)の 硫 黄 分 は,NOx排 出規 制 等 の 強化 に よ

っ て減 少 せ ざ る を得 ず,150～180ppmに な る

と推 定 され て い る。

(e)DI規 格 化

ASTMの 小 委 員 会 は,1997年!2月,運 転 性

指 数(DI,DrivabilityIndex)を 規 格(D-4814)

に加 え る こ と を決 定 し た。DIは 次 式 で計 算 さ

れ るが,こ の 値 が 高 くな る と運 転 性 が 悪 化 し,

排 出 ガ ス も増 加 す る と して 自動 車 メー カ ー は

規 格 化(1200以 下)を 要 望 して い た。

DI=1.5×T10十3×T50十T90

た だ し,T10,T50,T90は 各 々10%,50%,

90%溜 出 温 度(.F)

(f)軽 油 品 質 の 動 向

EPAは,第2段 階 排 出 ガ ス 規 制 及 び

PNGV計 画*に 関 連 して,軽 油 に 関 して も低

硫 黄 化 す る こ とを検 討 し て い る。

*PNGV(PartnershipforaNewGener-

ationofVehicles):燃 費3倍 を 目的 と し

た,連 邦 機 関 と米 国 自動 車 メー カー に よ

る研 究 開 発 プ ロ グ ラ ム で,デ ィー ゼ ル 車

に も焦 点 が 当 て られ て い る。

3.ヨ ー ロ ッ ノく

3.1自 動車燃料品質の現状

全EU(欧 州連合)加 盟 国及び ノルウェー

とスイスは,CEN(欧 州標準化委員会)の 無

鉛ガソ リン規格(EN228)及 びディーゼル軽

油規格(EN590)を 採用 している。

しかし,国 によっては更に厳 しい独 自の規

格を採用 している。以下に,品 質に関連す る

項 目のい くつかについて簡単に紹介する。

(1)ガ ソ リ ン

(a)標 準 規 格

EN228に は,オ ク タ ン価,ベ ンゼ ン(5%

max),硫 黄 分(0.05%max)等 に加 えて,種 々

の 気 候 条 件 に 対 応 した グ レー ド別 に 蒸 気 圧 等

が 規 定 さ れ て い る。 な お,無 鉛 化 した 国 を除

い て,各 国 は有 鉛 ガ ソ リン 規 格 を有 して い る。

(b)無 金合 イヒ

無 鉛 ガ ソ リン は全 西 欧 諸 国 で 広 く販 売 され

て お り,1995年 の 経 済 協 力 開 発 機 構(OECD)
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ヨー ロ ッパ に お け る 無 鉛 ガ ソ リ ン の シ ェ ア

は,平 均 で約70%と 推 定 され て い る。

EUは,一 部 の 国 を除 い て,2000年 ま で に 完

全 な 無 鉛 化 を予 定 して い る が,オ ー ス トリア,

ス ウ ェー デ ン,デ ン マ ー クな ど で は既 に 無 鉛

化 して い る。 東 欧諸 国 で も,量 的 な制 限 は あ

るが,無 鉛 ガ ソ リンが 販 売 され て い る。

(c)RFG

フ ィ ン ラ ン ドや ス ウ ェー デ ン で は,組 成(最

も厳 しい グ レー ドで,ベ ンゼ ン と硫 黄 分 は,

それ ぞ れ1%max,100ppmmax)と 揮 発 性

を規 定 したRFGが 導 入 さ れ,税 制 優 遇 に よ

っ て 高 い 販 売 シ ェア を得 て い る。

(2)軽 油

(a)標 準 規 格

EN590に は,硫 黄 分(0.05%max)等 に加 え

て,種 々 の 気候 条件 に対 応 した グ レー ド別 に,

セ タン価,目 詰 ま り点 な どが 規 定 され て い る。

(b)硫 黄 分

EUに お け る デ ィー ゼ ル 軽 油 の硫 黄 分 は,

1994年10月 か ら0.2%以 下 に,更 に1996年10月

か ら0.05%以 下 に低 減 さ れ た 。 しか し,い く

つ か の 国 で は,こ の ス ケ ジ ュ ー ル よ り早 く低

硫 黄 化 が 実 施 さ れ,低 硫 黄 軽 油 に対 して 税 の

優 遇 制 度 を導 入 した 国 もあ る。

(c)低 公 害 軽 油

デ ン マ ー ク,フ ィ ン ラ ン ド及 び ス ウ ェー デ

ン等 で は,硫 黄 分(最 も厳 しい グ レー ドは10

ppmmax),セ タ ン価,あ る い は組 成 等 を規

定 した低 公 害 軽 油(RFD,ReformulatedDie-

sel)が 導 入 され,税 制 優 遇 を受 け て い る。

(d)バ イ オ ・デ イー ゼル

い くつ か の 国 で は,植 物 油 メ チ ル エ ス テ ル

(例 え ば 菜 種 油 を化 学 処 理 した もの)が 軽 油

基材 として使用されてお り,フ ランスでは全

軽油の約1%を 占めている。

3.2自 動車燃料品質の動向

EUで は,大 気清浄化の一環 として,2000年

以降の 自動車燃料規格が検討 されている。

EUに おける燃料 に関す る指令の法制化 ステ

ップの概略 を図3に 示す。

(a)欧 州委員会提案

1996年6月 欧州委員会(EuropeanCommis-

ion)は,欧 州オー トオイル・プログラム*第1段

階(AOPI)の 成果 を基にして,2000年 以降

の自動車燃料規格に関す る提案 を行なった。

*自 動車の排気ガス対策 と燃料品質規制を

連携 させ,行 政 と自動車 ・石油業界が共

同で実施す るプログラム。既にアメリカ

と欧州 で実施 され,わ が国でも現在実施

中である。

その欧州委貝会提案及び後述す るその他の

案の内容 を並べて表2に 示す。なお,各 提案

の最大の争点は,ガ ソ リン,軽 油 とも硫黄分

とされている。

(b)欧 州議会第1査 読

欧州委員会の提案に対 して,1997年4月,欧

州議会*(EuropeanParliament)は 第1査 読

において,厳 しい内容の規格案 を採択 した。

*EU加 盟諸国の有権者によって選出され

た議員(定 数626)で 構成される。現状で

は執行機関に対す る諮問機関で,各 国議

会が最高立法府であるのとは異なる。

この動きに関 して石油業界は,次 の とお り

コメン トした。

① 燃料の品質規制強化は,環 境基準を合理

的に達成す る手段の一つである。

② しか し,欧 州議会案はAOPIの 結果を
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欧州委員会
撚

欧州議会
第1査 読意見

欧州委員会
提案改訂

/
理事会案承認

↓

閣僚理事会→
理事会案採択

閣僚理事会
WG

欧州議会
第2査 読

閣僚理事会
法制化採択

理事会剰彦正
(絶対多数)

寺
欧州委貝会
修正意見

理事会案拒否
(絶対多数)

(
閣僚理事会、
+区欠少卜i会言義ノ

図3EU燃 料指令の法制化ステップ概要

表2EU自 動車燃料規格案

親 格 案 欧州委員会 欧議 会(1st) 閣僚理事会 欧議 会(2nd) 最終案 率

提 案 年 月 1996.6 1997.4 1997.6 1998.2 1998.6

適 用 年 20002005 20002005 20002005 20002005 20002005

ガ ソ リン

RVP(夏 期)kPa.max 60 60 40 60 60

E100v%,min 46 51 46 46

E150v%,min 75 80 75 75

ベ ンゼ ンV%,max 2 1 ! 1 1

芳 香 族v%,max 45 35 30 42 35 35 30 42 35

オ レフ インV%,max 18 10 18 14 18

硫黄分m%,max 0.02 要低減 0,005 0,003 0,015 0,005 0,015 0,003 0,015 0,015

酸素分m%,max 2.3 2.7 2.3 2.7 2.7

軽油

セ タン価min 51 52 58 51 51 58 51

密 度kg/m3,max 845 837 825 845 845 825 845

T95℃,max 360 350 340 360 360 340 360

多環芳香族m%,max 11 6 1 11 11 1 11

硫黄分m%,max 0,035 要低減 0.Ol 0,005 0,035 0,005 0.02 0,005 0,035 0,005

*最 終案の2005年 の親格 の内,硫 黄分 と芳香族以外 はAOPIIの 結果 を見て決定 される

第21巻 第4号(1999)
一一71一



無視 してお り,費 用効率が低い。欧州委員

会案に よる業界の設備 投資 は115億ECU

(ECUは 欧州通貨単位,1ECU=135円 と

すれば,1.5兆 円),欧 州議会案では500億

ECU(6.7兆 円)に 達する。

③AOPII(現 在実施中のAOP第2段 階)

で実施 される自動車 ・燃料技術以外の環境

対策に関する費用対効果の調査結果 を考慮

すべ きである。

④ 石油の超低硫黄化は,コ ス トを要するだけ

ではなく,CO2の 大幅排出増加をもたらす。

(c)閣 僚理事会提案

閣僚理事会(EuropeanCounci1)は,1997

年6月,欧 州議会の第2査 読で採択されること

を意図して,両 者(欧 州委貝会,欧 州議会)

の中間的内容の提案 を行なった。

(d)欧 州議会第2査 読

しかし,欧 州議会 は閣僚理事会案に満足せ

ず,1998年2月 の第2査 読において,厳 しい内

容の規格案 を採択 し,そ の後最終案に向けて

の三者(欧 州委員会,閣 僚理事会,欧 州議会)

問の協議が開始 された。

(e)最 終 案

三者間の協議の結果,1998年6月29日,最 終

案が発表された。その内容 は,表2及 び次の

とお りである。

① 規格値は欧州議会案 よりやや穏やかにな

ったが,2005年 の規格 は 目標値(lndica-

tive)で はな く,強 制規格 になった。

②2005年 の硫黄分,芳 香族以外の規格につ

いては,AOPIIの 結果 を見て決定 される。

③2005年 規格の燃料 を2000年 か ら販売す る

ことに対 し,各国で税制優遇が検討 される。

④ 各国は,低 硫黄化に際して重大な社会経済

的問題があると認め られた場合,2000年 につ

いては最大3年,2005年 については最大2年,

低硫黄化に関してのみ実施が猶予される。

4.ま と め

わが国では,昨 年0.05%maxへ の軽油低硫

黄化が実施 され,現 在はガソリン中のベ ンゼ

ン1%maxへ の対応が進め られている。しか

し欧米 と同様,更 に規格を改訂 しようとする

動きが見 られる。

(a)軽 油低硫黄化

環境庁は,軽 油の硫黄分 を現行の0.05%以

下か ら,10年程度の猶予期間を置いて0.005%

程度以下にする内容 の規格改訂 を進めてい

る。 しかし,1998年12月14日 に開催 された中

央環境審議会大気部会の段階では,ま だ具体

的な規制値 は答 申されてない。

(b)JCAP

2001年 度までの予定で,日 本版オー トオイ

ル ・プログラムがJCAP(JapanClearAir

Program)と いう名称で実施されているが,

この事業の結果によっては,自 動車燃料規格

に関して新たな改訂が実施される可能性が生

じると考えられている。

(c)低 硫黄化 に関する議論

自動車業界は,厳 しくなる排出ガス規制に

対応するためには,新 しい排出ガス触媒や新

エンジン技術の採用が必要であ り,そ れ らの

採用のためには燃料の硫黄分を更に低 くす る

ことが必要であると主張 している。

一方
,石 油業界は,硫 黄分が現状のままで

も排出ガスが清浄な車 もあり,ま た硫黄分に

よる排 出ガス浄化触媒の被毒は一時的なもの

であるため,硫 黄分が現状のままで排出ガス

を清浄にする技術の開発は可能であるはず と

反論 している。
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(d)自 動車業界からの国際統一品質基準に関

する提言

米国,欧州及び日本の自動車工業会は,1998

年6月4日,共 同で 自動車燃料の国際統一品

質基準に関 して提言を行なった。運転性向上

と排出ガス低減のためには,燃 料品質を国際

的に均一化することが必要 と指摘 し,排 出ガ

ス規制の程度に応 じた3つ のカテゴリー別に

品質基準 を示 している。カテゴリー3は,排

出ガス規制が現状 より更に厳 しくなった場合

の品質基準で,そ の内容 の一部 を表3に 示す

が,特 に軽油の硫黄分は,非 常に厳 しいレベ

ルになっている。

(e)各 国石油業界の反論

この提言に対 して,各 国の石油業界はそれ

ぞれ自動車工業会に意見書を提出して反論 し

ているが,わ が国でも石油連盟が 日本 自動車

工業会に対 して,1998年9月3日,以 下の趣 旨

で意見書 を提出している。

① 石油業界は,環 境問題解決のため燃料品

質改善に積極的に取 り組んでいる。

② 都市環境問題の要因は各国において異な

表3自 動車 工業 会 自動 車燃料

国 際仕様 案(カ テ ゴ リー3,部 分)

国 際 仕 様

ガ

ソ

リ

ン

ベ ン ゼ ンV%,max 1

芳 香 族V%,max 35

オ レ フ ィ ンv%,max 10

硫 黄 分m%,max 0,003

軽

油

セ タ ン 価min 55

密 度kg/m3.max 840

T95℃,max 340

多環 芳香族%,max 1

硫 黄 分m%,max 0,003

るため,世 界一律の燃料性状標準化には問

題がある。

③ 両業界協力の もとにJCAPを 実施 してい

るなかで,燃 料品質期待値を一方的に発表す

ることは,JCAPの 基本的考え方に反す る。

④ 両業界は,新 技術の見通 しを明らかにす る

など相互理解 と情報開示 を通 じ協力 した議

論を行ない,消 費者 ・国民にとっての最 も適

切な環境対策の選択を心がけるべ きである。

5.お わ り に

まえがきで述べたように,自 動車か らの排

出ガスの一層 の低減 が強 く求め られている

が,そ のために採用される自動車技術の中に

は,燃 料品質に影響されるものがある。

一方
,燃 料規格を厳 しくすると,ガ ソリン

や軽油の対原油得率が低下するため,石 油資

源活用の面からも問題であり,ま た精製過程

におけ るCO2排 出量が増加する とい う問題

もある。

つ まり,燃 料品質規格の改訂には,プ ラス

面 とマイナス面がある。従 って,規 格改訂の

検討に際 しては,自 動車及び石油両業界を含

めて実施の必要性ならびに規格値に関 して充

分に議論することが強 く望まれる。

参 考 資 料

(1)自 動 車 排 出 ガ ス規 制 及 び 燃 料 規 格(CONC-

AWE,1996)

(2)OctaneWeek誌(1998)

(2)ペ トロ テ ッ ク誌,20(6)

(4)JIS自 動 車 ガ ソ リ ン

(5)JIS軽 油 ガ ソ リ ン

(6)EuropeanFuelsNews誌(1998)

(7)Oil&GasJ.誌(Jan.5,1998)

(8)DieselFuelNews誌(1998)

(9)毎 日新 聞(1998年6月1日 朝 刊)

(10)JAMANewsJNL-98-02
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訪 問 記_～ …___…____一 一__…_一_.

1菱重工業
株式会社

曳ひk.ひ".ひmu.ひ"、tth.ひPtゆ,pt.emu.ひ 劇 、ひ 継 ひ 、Pt.ひev,t.mu"、"、e"、.ひpm◇,Pt,".Cb、 ひdi..ひs,,t.mu"小 ひ,ri..ひ 礎ゆ.静.ひ 瀞.ひ 酬 →.".◇ ■.◇,Ot」ひw◇HPt、 一.Pt◇ 劇◇ 陣.ひ 曙,◎ 顧 、ひ 、齢◇ 顧.ひ 劇

今回私たち(姫 野,高 部)は,秋 田県にある三菱重工業(株)田 代試験場を訪問し,

WE-NETの 水素燃焼タービン試験設備とロケットエンジン燃焼試験を見学してきま

した。

〈水素燃焼 ター ビン〉

☆ 「螢 の 光,窓 の 雪 」 の 時 代 に戻 るか も☆

いま,火 力発電所で使用している燃料の寿命は石油が45年,天 然ガスが68年,原 子力

発電のウランでさえも74年 。石炭は枯渇まで200年 を超える余裕はありますが,二 酸化炭

素(CO2)排 出による地球環境問題があって存分には燃やせません。枯渇が見えてくれ

ば,資 源産出国は何年も前から国外に売らなくなるでしょう。となると,21世 紀の半ば

過ぎには,今 のように気ままに電気を使えるのでしょうか。

「何も手を打たなければ
,読書するにも『螢の光,窓 の雪」の時代に戻るかもしれません」

これは,三 菱総研相談役の牧野昇さんが,正 月の新聞紙上に,ジ ョークの形で鳴らさ

れた警鐘です。

☆WE-NETプ ロ ジ ェ ク ト と は ☆

「WE-NET(水 素利用国際クリーン・エネルギー・システム技術)
」とは,こ のように

深刻化が予想される将来のエネルギー事情に備えて,1993年 より国が展開している長期

の研究開発プロジエクトです。

02

齢 薗 綿 →
水の水力発電

電気分解
水素 液体水素液
化設備 貯蔵設備

→

液体水素輸送 タンカー

⑦燕 「亘ト置
液体水素 酸素製造設備 水素燃焼夕一ビン 電力系統
貯蔵設備(冷 熱利用)発 電設備

WE--NET液 体 水 素 シ ス テ ム概 念 図
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側鵬試験場
一・"-i-,-av"ge,"一一"Hge,"…… … 一・一一 … 一 一一 一… 一 一… 一・lAE女 性 研 究 員 取 材 チ ー ム

ここで画かれている構想は,未 利用のまま世界に豊富に存在する水力資源より発電 し

た安い電力により,無 尽蔵ともいえる水を電気分解 して水素をつくる。これを,液 体水

素など輸送の容易な形に変換して海上輸送し,輸 入する。国内で電力にするには,こ の

プロジェクトで開発する 「水素燃焼タービン」を使って発電しようというものです。

☆水素燃焼 ター ビンの研究開発☆

今回訪問しました田代試験場では,WE-

NET研 究開発の 「水素燃焼タービン」に関

する水素酸素燃焼器とタービン翼の要素技

術試験を行っていました。

エンジン ・機器部の深堀課長にお話を伺

いました。 説明いただいた深堀課長

Q1.「 水素燃焼クービン」とは,ど んなものですか?

A1.水 素燃焼タービンは,空 気を用いず純酸素と水素を燃焼させ,発 生する高温水蒸気

を作動媒体としてタービンを駆動するものです。

このシステムの優れた特徴は,生 成物として排出するのは水のみで,公 害の源となる

CO2,NOXの 排出はゼロ。環境に対して極めてクリーンなことです。

出所.NEDO

水素燃焼タービンのモデル図

第21巻 第4号(1999)
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Q2.開 発の目標は?

A2.発 電効率61.8%と いう高効率の無公害クービンです。

一般に,タ ービンは燃焼ガスを高温にしますと効率が上がるのですが,現 在商業運転

中のLNG/空 気燃焼のシステムはオープンサイクルですので,燃 焼ガスを高温にしま

すと,排 出するNOXが 急増します。このため,タ ービン入ロ温度(燃 焼温度)を1500℃

以下に制限しており,発 電効率は50%前 後にとどまっています。

この壁を破るのがWE-NETで 開発中の1700℃ の高温ガスを使用する 「水素燃焼ター

ビン」なのです。

Q3.田 代での水素燃焼クービンの試験では,ど のようなことをやっていますか?

A3.一 つが,タ ービン入ロにある水素酸素燃焼器の燃焼試験です。水素と酸素をそのま

ま燃焼させますと,3000℃ に及ぶ高温になり,こ れでは燃焼器やタービン翼の材料がも

ちません。水蒸気を噴射,混 入させて計画温度の1700℃ にするのですが,水 素 ・酸素 ・

水蒸気を噴射するバーナーやノズルの構造,燃 焼器壁面の冷却方式を変えて,水 素,酸

素の燃焼状況や燃焼器の温度分布を調べ,最 適な燃焼器を選定するための試験をやって

います。

もう1つ が,ク ービンの翼列試験です。クービン翼の部分を取り出して,そ れに1700℃

の燃焼ガスをあててみて,各 種冷却構造と伝熱 ・冷却特性の関係を調べ,高 温条件下で

の構造健全性の確認を行っています。

i

遇 一ゾ ≠
㍉

ー
1

ご劉
　

堤

燃焼器の燃焼試験装置
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Q4.燃 焼試験は,実 際に燃えているところを見るのですか?

A4.燃 焼器の中の状態は,内 部の各所に設定してある温度計や圧力計,あ るいは,水 素

や酸素の流量計,燃 焼ガスのサンプリング分析などによって調べます。

試験中,こ れらの全てのデークは,少 し離れた制御室でオンラインで見ることができ

ます。

Q5.こ の研究開発は,今 後どのように進められるのでしょうか?

A5.「 水素燃焼タービン」は,将 来,水 素工ネルギーの供給体制が世界的規模で確立され

た場合に,高 効率で無公害な発電設備として,大 々的な普及が見込めるものです。

それまでの間でも,メ クンまたはメタノール等の市場性のある燃料が使え,現 状のL

NG焚 コンバインドサイクルを超える高効率システムとして商業化が期待できます。

1999年 度から始まるWE-NET研 究開発の第2期 計画では,第1期 で開発した水素燃

焼タービンサイクルおよび要素技術を天然ガスに適用した「CO2回 収対応クローズド型

高効率ガスタービンの研究開発」に引きつがれる計画と聞いています。

一 オー フ ンサイ クル

ー メ タ ン
,空 気 燃焼

一 燃焼温 度1500℃ 以 下

一 コンバ イ ン ドサ イ クル

＼

水素燃料のインフラ

確立が条件

一 ク ロー ズ ドサ イ クル

ー 水素/酸 素 燃焼

一 燃焼 温度1700℃

一 トッピング再 生サ イ クル

/
発 電効 率61.8%可 能

(高位 発熱量 ベ ー ス)

一 ク ロー ズ ドサ イ ク ル

=lll諄 畿燃焼一 匡画
一 シ ンフル サイ クル

発 電効率55～57%

(高位 発 熱量 べ一 ス)

現 状 の コ ンバ イ ン ドサ イ クル か らWE-NETタ ー ビ ンへ の 位 置 付 け

このようなお話を伺って,WE-NETの 研究開発が,後 世へのプラスの贈り物として成功

するよう祈る気持ちで一杯でした。
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〈 ロケ ッ トエ ンジ ン燃焼試験〉

☆ 興 奮 と感 動 の310秒 ☆

10月22日 午後2時 。秋空のもと,空 気は澄み渡り,辺 りはし～んと静まり,山 間にこ

だまするロケットエンジン燃焼試験最終確認のアナウンス。一般通行は遮断され,関 係

者はコントロールセンターで見守ります。

私たち見学者が400m程 離れた高台の林道から見つめる中,午 後2時6分 過ぎ,「15秒

前…,5秒 前,4,3,2…Jの カウントダウン。

「カチッ
。プシュッ。」すると 「ゴォーッ」という大きな音とともにオレンジ色の炎が

吹き出すのが見えます。424回 目のロケットエンジン(LE-5B)燃 焼試験が始まりま

した。オペラグラスで見ると噴射ロ付近の青い炎もかすかに見えます。本当にものすご

いとしか言いようのない爆音です。耳が,全 身が,音 で震えます。時折変わる風向きで音

はより激しさを増し,か らだごと吹き飛ばされそうです。

そして,た だただ驚き,見 つめているうちに 「シュー」と言い残 し,燃 焼試験は無事

終了しました。その直後の私たちは言葉も出ません。あっという間の310秒 。興奮と感動

の310秒 でした。
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☆ ロケ ッ トの安全 な飛行 をめ ざ して☆

エンジン ・機器部の稲川主査にお話を伺いました。

Q1.ロ ケットは,い まどのように使われて

いるのですか?

A1.お 茶の間のテレビに登場する気象衛星

「ひまわり」からの天気図は
,私 たちが毎

日の予定を決めるに重要な情報を与えてく

れます。また,テ レビ中継や海外ニュース

を伝えてくれる通信衛星も居ながらにして

国内や世界各地の模様をリアルに知らせて

くれます。

お話を伺がった稲川主査

このほか,地 球観測衛星 「ランドサット」,資源探査衛星 「ふよう」などは,地 球のグ

ローバルな環境や資源の情報を美 しい画面にして教えます。

ロケットは,こ のように,現 在の生活や科学 ・技術に欠かせぬ有用な情報をもたらす

人工衛星の打ち上げという,大 変重要な役割を果たしています。

Q2.わ が国のロケットの開発は,ど のように進められてきたのですか?

A2.わ が国では,ア メリカのロケットを国産化 したNシ リーズからスタートし,つ いで

2段 目以降を国産化 したH-1ロ ケットに進みました。

次のH-IIロ ケットは,そ れまでの技術

を集大成したのもので,純 国産の大型衛

星打ち上げ用です。2段 推進式で,国産の

液体水素酸素工ンジンであるLE--7と

LE--5(LEは,宇 宙開発事業団がつけて

いるLiquidRocketEngineの 略称)

を使用しています。全長49M,重 さ260ト

ンで,地 球低軌道に約9ト ン,静 止軌道

に2.2ト ンの打ち上げ能力があります。

さらに,現 在は宇宙開発の巾広いニー

ズに対応するためH-IIAの 開発へと進

んでいます。

ヤ　 ド セ ロけ　 ロロへ

薫 墨 コ'春型 ヒ}凋

灘
一 一_.v、'.・rtTn
幽繍 一一__.〃 砧晶踊
がゆり　らリリ 　 いゆゆ
ゆはドゆゆ のオ 　 ゑゆぽむよゆ

畿 鷺 、, 、・・二"ご 嬬 ご貯.
蹴 鍋 じ ∬

、 ・一 一 鵡 ・紳漏馳 麟 __一' __ユ

蜘 い マ 曜晒 福
ぬ い ルし　 て ヤ

隠 蚤畿 醗 圃 醸1繍 憐 一一蹴

デ ・{;tt'磯 輔 臨:㌦t・・㌧,_LTr

宇宙開発事業団提供

LE-7エ ン ジ ン
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Q3.田 代試験場所では,今 までにどのような試験をやってきましたか?
l

A3.田 代には,第1,第2の2つ の試験場があります。

第1試 験場は,N-1ロ ケットに使用された第2段 工ンジン 「LE-3」 のために開設

されましたが,現 在はその使命を終え,主 としてWE-NETの 試験を行っています。

第2試 験場は,H-1ロ ケットの第2段 工ンジン「LE-5」 の開発に向けてつくられ,

液体酸素,液 体水素を使用した日本初の本格的試験設備でして,昭 和53年 から稼動しま

した。

50m

40m

30m

20m

IOm

Om

ロケ ット名 H-1

〈第3段=

固体ロケッ トモータ

〈第2段=液 体 ロケッ ト

LE-5エ ンジン

<第1段:液 体 ロケツ ト

<SOB固 体補助 ロケッ ト

(9本)

H-II

第2段:液 体 ロケッ トレ
〈第2段:液 体ロケ ットLE-5Bエ ンジン
LE-5エ ンジン

〈第i段:液 体 ロケ ッ ト

LE-7エ ン ジ ン

第r段 液体ロケ ットレ

LE-7Aエ ンジン

<SRB大 型固体 ロケッ ト

(2本)SRB-A固 体 ロケッ トレ

(2本

〈液体ロケ ットILRB

H-IIA(3ト ン級)

全重量140

(t/搭 載衛星を除 く)
260 410(3ト ン級)

全長(m) 40 50 53

第1段 の直径

(m)
2.4 4 4

静止衛星打上げ

能力(kg)
550 2,000 3,300

宇宙開発事業団提供資料より作成

開発 されたロケッ ト(代表例)
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試験用のスクンドには,エ ンジン単体の試験を行うエンジン・テスト・スタンド(P 。78

の写真)と,エ ンジンとロケットの機体を結合 して,ロ ケットシステム全体を試験する

ステージ・テスト・スクンドの2種 類を備え,2段 階の試験を行っています。

その後,昭 和62年 には,H-IIロ ケットの第1段 工ンジン 「LE-7」 用の試験設備が

増設されました。

現在は,H-IIAロ ケットの第1段 工ンジン 「LE-7A」 を機体に組み合わせた試験

と,同 ロケット2段目の 「LE-5B」 の試験が平行して行われています。

ー
⊥

第2段 推進システム用ステージスタン ド

試 験 年 表

年 度
『1 8

5355

■ 厘1

575961

1■lIrl■

63H2
畳lII 守

68
11且ll

Ip

N-I

H-I

N-II

H-II

H-IIA

ロケ ッ ト

ロケ ッ ト

ロケ ッ ト

ロケ ッ ト

ロケ ッ ト

第2段 推進 シス テム
LE-3エ ンジ ン

第2段 推進 シ ステム

LE-5エ ン ジン

第1段 推進 シ ステム

LE-7エ ン ジン

第2段 推進 シ ステム
LE-5Aエ ンジ ン

第1段 推 進 システ ム

LE-7Aエ ンジ ン

第2段 推進 シス テム

LE-5Bエ ンジン

o

o

6牟釦㊤齢r賊

嬬、,ハ4=ラ 、創恥 瞬軌

甲1橘 腐 鴫な樋.隷 咋 恥漁 ・、鱒f

鼠 晒 馬'鄭 尉

圖
回

凡例
1_～_蝋 繕蘭髄 ゆ瞬

基礎試験 開発試験

り5と,

,凸 慰・・

一一
一

曲一

Q4.な ぜ田代にロケット試験場があるのでしようか?

A4.エ ンジンテストを行いますと,四 周にものすごい音響を放ぢます。また,万 一事故

が発生 したとき,周 辺地域に被害を及ぼさないためにも,十 分な隔離の距離が必要です。

そのため,ア メリカのケネディ・スペースセンターで採用している基準を参考にして,

国内各地を探しました。長崎の島,岡 山の山中,青 森の下北半島の付け根あたりも候補

に上がりましたが,最 終的には,田 代の山中に設けることになりました。

第21巻 第4号(1999)
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宇宙開発事業団提供

、
田代町

隆中海岸

冬の田代試験場

Q5.ひ とつのエンジンが,田 代の試験を経て種子島の打ち上げまでに,ど れくらいかか

るのでしょうか?

A5.開 発が始まって打ち上 げまでには,お よそ10年 ほどかかります。その間,通 常

200～300回 の試験があるのですが,今 回の試験は 「LE-5B」 関係で,424回 目です。

開発が終了するまであと数十回試験があります。

種子島の打ち上げには,事 故が発生 しないよう万全のテストと準備を終えて臨みます

ので,田 代での試験により設計の問題が無いことを確認した後,改 めて最終設計による

エンジンをつくり,3回 ほど確認試験を行って始めて種子島へ送ることになります。

糞,

.〆
翻欝メ識

壷
墾

ノ

窒

」
㌧

鱒弼.

宇宙開発事業団提供

種子島での打上げ
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Q6.ロ ケットの開発は,今 後どのような万向に進あのでしょうか?

A6.わ が国は,1996年 にH-IIロ ケット実用機の打ち上げに成功し,技 術的に世界のト

ップレベルになりました。現在,打 ち上げコストの大幅ダウンを目指してH-IIAの 開

発を推進中です。日本のロケットの信頼性の高さに,す でに世界からかなりの数の衛星

打ち上げ予約がきています。

具体的には,H-llAロ ケットの1号 機は,2000年 に,欧 州宇宙機関(ESA)の 大

型通信衛星 「アルテミス」(重量約2～6ト ン)の 打ち上げを受注しており,ま た世界最

大の衛星メーカーのヒューズ社およびローレル社より各10機 の打ち上げ予約もきている

状況です。

私たちは,ロ ケットの安全な飛行を目指して,今 後も開発の推進に,出 来うる限りの

貢献をしていきたいと思っています。

☆取材を終えて☆

壮大なロケット発射の蔭に,こ こ田代で行われているような地道でしかも大規模な試

験が着実に行われ,そ の成果が逐一反映される様子を伺うことができ,あ らためて試験

研究の役割,重 要さを認識 しました。

WE-NETの 燃料もロケット燃料も,水素と酸素。燃焼させても水 しか発生させないク

リーンなエネルギーです。田代試験場でさらに試験研究が積み重ねられ,ク リーンなそ

して頼もしいエネルギーとして将来きっと活躍することでしょう。

最後になりましたが,宇 宙機器部の大本課長,ま た試験直前のお忙しい中にも係わら

ずご案内いただいたエンジン ・機器部の深堀課長,稲 川主査には大変お世話になりまし

た。今回の取材を快く迎えて下さった皆様に厚く御礼申し上げます。

第21巻 第4号(1999)
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田代試験場入 ロにて(姫 野,高 部)
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研究所の うご き

(平 成10年10月1日 ～12月31日)

◇ 第4回 賛助会員会議

日 時:11月11日(水)15:00～18:00

場 所:経 団連 会館(9階)ク リス タル ルー ム

議事 次 第:

1.平 成9年 度 事業 報告 お よび収 支 決算

2.平 成10年 度 事 業計画 お よび収支予 算

3.講 演

「21世紀 のエ ネ ル ギー と関 連 の課題 」

(㈲エ ネル ギー総合 工 学研 究所 理 事長

秋 山 守)

◇ 月例研究会

第162回 月例研 究 会

日 時:10月30日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館7階702・703会 議 室

アー マ:

1.石 炭 水素 添加 ガ ス化 技術 開発

一ARCHプ ロセスの 要素 技術 開発 につ いて一

(㈹ 日本 ガス協会 石 炭SNG開 発 プ ロジ ェ

ク ト部 長 伊 藤一 男 氏)

2.燃 料 電 池用石 炭 ガ ス製造 技術 の 開発

(新エ ネ ル ギー ・産 業技 術総 合 開発機 構

ク リー ン ・コール ・テ クノロ ジー ・セ ンター

主査研 究 員 小川 和 弘氏)

(電源 開発㈱ 若松 総合 事業 所 若松 石炭 利

用技 術 試験所 ガ ス化 グルー プ 課 長

辻 口 聡 氏)

第163回 月例 研 究会

日 時:11月27日(金)14:00～16:30

場 所:航 空会館7階702・703会 議 室

アーマ:

1.高 レベ ル放射 性 廃棄 物地 層処 分 の背景 と最 近

の話題 につ い て

(プロ ジェ ク ト試験研 究 部 部 長補佐 ・主任

研 究 員 蛭沢 重信)

2.ド イツ,フ ランス,ス イス お よび ス ウェー デ

ンの原 子 力発電 に係 る最 近 の状況

(スイス ・コレ ンコ社 ビジネ ス ・セー ル ス

マネ ー ジ ャー ヤ ン ・コツ レ ック氏)

第164回 月例研 究会

日 時:12月18日(金)14:00～16:00

場 所 二航 空会 館7階702・703会 議i室

アーマ:

1.社 会 的 なひ ろが りを見せ る 「蓄熱 技術 」 の取

り組 み

(東京電 力㈱ 営 業部DSM調 査 グルー プ

マ ネー ジャー 鎌 倉 賢司 氏)

2.キ ャパ シ タに よるエ ネル ギー貯蔵

(プ ロジェ ク ト試 験研 究部 部 長補 佐 ・主任

研 究員 蓮 池 宏)

◇ 主なできごと

10月!日(木)・ 第4回 原 子力技 術 開発政 策 に関す

る検討 会

5日(月)・ 第1回 レーザ ー濃縮 外部 評価 委員

会

7日(水)・ 第1回 超 重質 燃料 油利用 技術 調査

委員会

13日(火)・ 第1回 夜 間電 力需 要動 向分析 調査

委員会

14日(水)・ 第2回 高効 率 発電 技術 調査 委員会

・第5回WE-NET研 究 リー ダー会

議

16日(金)・ 第1回 むつ小 川 原 ク リー ンエ ネル

ギー プ ロ ジェ ク ト検討 委貝 会

・第2回 レー ザー 濃縮外 部評 価委 員

会

20日(火)・ 第1回PLM(II)検 討委 員会

23日(金)・ 第1回 民生用 電 力需要 動 向分析 調

査 委員会

・第3回IPCC第 三 次評価 報告 書

に関す る国 内委 員会

28日(水)・ 第5回 原子 力技術 開 発政 策 に関す

る検 討会

11月4日(水)・ 第1回HLW処 分 社会 受容 性 形成

プ ロセス委 員会

6日(金)・ 第2回 バ イオ マ ス利用 に よるCO2

リサ イ クル メタ ノー ル シス テム の

評価 に関す る調査 委 員会

10日(火)・ 第6回 原子 力技術 開発 政策 に関す

る検 討会

11日(水)・ 第3回 高温 ガ ス炉 プ ラン ト研 究会

17日(火)・ 第3回 レー ザー 濃縮外 部評 価委 員

会
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11月18日(水)・ 第1回 高温 ガ ス炉検討 会

・第2回 実用 発電 用原 子炉 廃炉 技術

調査 委 員会

20日(金)・ 第1回WE-NET第II期 基本 計 画

原案 に関 わ る ヒア リン グ

25日(水)・ エ ネル ギー経 済環境 予 測検 討委 員

会

・第6回WE-NET研 究 リー ダー会

議

26日(木)・ 第2回 電 力 負荷 平 準化 用 キ ャパ シ

タシ ステム実 証調 査作 業会

27日(金)・ 第2回WE-NET第II期 基本 計画

原 案 に関 わ る ヒア リング

12月1日(火)・ 第3回WE-NET第II期 基本 計 画

原 案 に関 わ る ヒア リング

・第2回PLM(II)検 討委 員会

2日(水)・ 第1回 資源 リサ イ クル委員会

・第4回WE-NET第II期 基 本計 画

原案 に 関 わ るヒア リング

4日(金)・ 第5回WE-NET第II期 基本 計画

原案 に関 わ る ヒア リング

・第2回 含 酸素軽 油 の開発 可能 性 に

関 す る調査 委 員会

7日(月)・ 第1回 熱化 学 的 ソー ラハ イブ リッ

ド燃料 生 産 シ ステム の開発 研究 に

係 わ る調 査委 員会

9日(水)・ 第2回 超重 質燃料 油 利用 技術 調査

委 貝会

・第2回 原 子炉 総合数 値解 析 システ

ム実用 化検 討 委員会

10日(木)・ 第2回 産 業構 造変化 の電力 需要 へ

の影響 分析 調 査委 員会

11日(金)・ 第2回 低 品位 炭 改質技 術 に関す る

調査 委員 会

14日(月)・ 第3回 バ イオ マ ス利 用 に よ るCO2

リサ イ クル メ タノー ル システ ムの

評 価 に関 す る調査 委貝会

・第7回 原 子力 技術 開発 政策 に 関す

る検 討会

・第3回BWRサ ブチ ャ ネル解析 コ

ー ド(NASCA)の ポ ス ト沸騰遷 移

へ の適 用性 の研 究委 員会

15日(火)・ 第1回 シス テムニー ズ ・評価 委 員

会

16日(水)・ 第2回WE-NET全 体 システ ム概

念 設 計 一安 全 対 策 ・評価 技 術WG

17日(木)

18日(金)

21日(月)

22日(火)

◇ 人事異動

会議

・第2回HLW処 分社 会受容 性 形成

プ ロセ ス委 員会

・第2回 む つ小 川原 ク リー ンエネ ル

ギー プ ロ ジェ ク ト検 討 委員会

・第7回WE-NET研 究 リー ダー会

議

・第4回 高 温 ガス炉 プ ラ ン ト研 究 会

・第2回 高 速増 殖炉 利用 システ ム開

発調査 検 討委 員会

・第!回 発 電 用新 型炉 プル トニ ウム

等 利用 方策 開発 調査 委員 会

・第1回 高温 ガ ス炉検 討会

011月1日 付

(採用)

遠藤 肇 プ ロ ジェ ク ト試験研 究部 主管研 究

員

011月30日 付

(出向解 除)

永森 茂(プ ロジ ェ ク ト試 験研 究部 主 管研 究

員)

012月1日 付

(採用)

松 尾和 芳 プ ロ ジェ ク ト試 験研 究部 主管 研 究

員

012月31日 付

(退職)

和達 嘉樹(プ ロ ジェ ク ト試験研 究部 専 門役)

(出向解除)

千葉勝司(プ ロジェクト試験研究部 主任研究

員)
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編集後記

巻頭 言 は,(社)日 本建 設 業団体 連合 会 副

会 長 柳 晃 氏(当 所 非常 勤理 事)に ご執筆

い ただい た。厳 しい状 況 の昨今 下 にお いて

普段 思 ってお られ るエ ネル ギー 問題へ の 感

想 を隠 し文 字等 を使 いユー モ ア を交 えて述

べ られ て い る。

理 事 長対 談 は,昨 年6月 通 産 省 資源エ ネ

ル ギー庁 長 官官 房審 議 官 として就 任 され た

佐 々木 宜彦 氏 に ご登 場 い ただ いた。 当季 報

刊行 上 の慣例 に従 い新 審議 官 に ご登場 いた

だい てい る わけで あ るが,2010年 あ るいは

21世 紀 を睨ん での 資源 ・エ ネル ギー行 政 の

概 要,重 点課題,あ るい は将来 の社会 に対

す る両 氏 の思 い入 れ も紹 介 され てお り,現

在 の エネ ル ギー と環 境 問題 の総 括 として も

お読 みい ただ け るの では なか ろ うか。

関連 施策 紹介 で は,通 産省 機械 情報 産 業

局 自動 車課 課長 補佐 都築 直 史氏 に 「自動 車

を巡 る環境 ・エ ネ ル ギー 問題 と政 策 展開 」

とい うテー マ で寄稿 いた だい た。昨年8月

当所 月例 研 究会 で講 演 い ただ いた もの を,

同テー マ の重要 性 に鑑 み最新 情 報 も加 味 し

て文 章化 願 った もので あ る。

所 内の研 究成 果 は,先 ず和 達嘉 樹 氏,田

村穣 二 氏,お よび東 京大 学名 誉教 授小 島圭

二 氏 の共 同 執筆 に よ る 「TRU廃 棄 物 中 深

地 層処 分 の可能 性 に関 す る考 察」 は,従 来

の当季 報か らす る とやや 学術 的 色彩 の濃 い

内容 の もの とな ったが,原 子 力 の重要 問題

とされ る放射 性 廃棄 物 中のTRU廃 棄 物処

分 に係 わ る検 討例 として紹介 した もので あ

る。 その他 は,仁 科1亘彦 氏 の 「自動車 燃料

の 品質動 向」,広 瀬 八州 男氏 の「土 木建 築用

骨材 へ の石炭 灰 有効 利用 技術 につ いて」,伊

久美 早利 氏 の 「電気2重 層 キ ャパ シタに よ

る電 力 貯 蔵 技 術 」 とい ず れ も昨今 注 目 の

テー マ で あ り,そ れ ぞれ の調査 研 究の 成果

か ら概 要 を紹 介 した もので あ る。

本号 の女 性研 究員 訪 問記 は,三 菱 重工 業

(株)田 代 試 験場 の訪 問 記 であ る。 当所 は同

所 で 試 験 さ れ て い るWE-NET水 素 燃 焼

ター ビ ン研 究 に関係 して い るが,今 回訪 問

時 に は ロケ ッ ト燃焼 試 験状 況 も見学 す る こ

とが で きた。強 烈 な水素 燃焼 試 験の 印象 と

ともに華や か な ロケ ッ ト打 ち上 げ の裏 にた

ゆ まず 続 け られ る関係 者の ご努 力 を知 り感

動 した様 子が伺 え る。

さて,毎 日新 聞 が暮 れ に行 った 「2010年

の 日本 」全 国世 論調 査 に よれば そ の頃予 想

され る世 界の最 大 の問題 としては 「高齢社

会 」(27%)と 「環 境」(26%)が ほぼ拮抗

した形 で1,2位 を しめ,3位 以下(3位

「資源 エ ネル ギー」(9%) ,4位 「戦争 」

(8%),「 食料 」(8%),5位 「経済 摩擦 」

(5%)…)を 大 き く離 して い る(平 成11年

1月4日 「毎 日」)。その うち 「環 境 」 をや

や 詳細 に見 る と,同 問題 は前 回(94年12月)

よ り5ポ イ ン ト増 え,性 別 で は女 性(27%)

の 方が 男性(24%)よ り高 く,年 代別 では

30～40代 では約30%,20代 で は約40%と 若

いほ ど問 題 意 識 が 高 い こ と も示 さ れ て い

る。 これ に,3位 では あ るが 「資源 エネ ル

ギー」 問題 は今 や環 境 問題 と密接 に リン ク

して い るので,こ れ ら を 「環 境 関連 問題 」

として取 りあ げ る と,実 に約35%の 人が環

境 を心 配 して い るこ とに な る。 これ をど う

解釈 す るか は議 論が 別 れ る ところ であ ろ う

が,本 問題 の研 究 に携 わ る もの に とって重

要 テー マ に あず か る上 で の励 ま し とす る

か,関 心 の高 さは 言い換 え る と過 大 の心 配

を持 たれ る危険性 も秘め た もの であ り,情

報発 信 のバ ランス感 覚 の重 要1生を思 う機 会

とす るか,年 の始 め に一 つの素 材 を提供 さ

れ た とい え るの で はなか ろ うか。

ノJ、JIIli己一 良β 言己
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